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は じ め に

人口減少と超高齢社会の到来、悪性新生物を含む生活習慣病の増加等による疾病構造の

変化に加え、新型インフルエンザをはじめ健康の安全に影響を及ぼすおそれのある事態の

発生等、さらに平成２３年３月の東日本大震災と福島第一原子力発電所事故による原子力

災害により、保健・医療・福祉を取り巻く社会環境は、めまぐるしく変化し、それに合わ

せて、県民の皆様の要望も従来に増していっそう複雑化、多様化してきております。

福島県では、東日本大震災や原子力災害を克服するため、平成２４年１２月に福島県総

合計画「いきいきふくしま創造プラン」を策定し、併せて、各個別計画の指針であり、本

県の保健・医療・福祉施策の方向性を示した「福島県保健医療福祉復興ビジョン」を平成

２５年３月に策定しました。

県中保健福祉事務所では、これらの計画に示された県の新しい方向性を踏まえ、県中地

域の復興へ向けた新たな県中からの保健・医療・福祉施策の推進のために、新たな県中地

域保健医療福祉推進計画を平成２５年７月に策定しました。

この「県中地域保健医療福祉推進計画」を着実に推進し、併せて東日本大震災等からの

復興推進をするため、管内市町村、被災市町村をはじめ関係機関や団体との緊密な連携を

強化しながら、地域の実情に応じた健康づくりや子育て環境づくり、さらには健康危機管

理対策、食品の安全性確保等の関係施策を、より積極的、かつ、きめ細かに展開してまい

りたいと考えております。

この「業務概況」は、県中保健福祉事務所管内の保健・医療・福祉を取り巻く現状や課

題を踏まえた当事務所の平成２５年度の基本方針及び新規重点施策と平成２４年度の事業

実績等をまとめたものであり、保健・医療・福祉に関する参考資料として、多くの方々に

利用していただきますとともに、当事務所が実施する事業等に対し、深い御理解と御協力

を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

平成２５年８月

福島県県中保健福祉事務所

所 長 山 口 靖 明
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Ⅰ 県中保健福祉事務所の概況

１ 県中地域の概況

(1) 県中保健福祉事務所の管轄地域

平成14年4月、県中地域の社会福祉、保健、医療及び衛生に関する業務を行う県中

保健福祉事務所が設置されました。

また、県中保健福祉事務所は、地域保健法に基づく県中保健所でもあります。

このため、当事務所の管轄区域は関係業務により異なっており、行政全般につい

ては、郡山市、須賀川市、田村市を含む12市町村ですが、生活保護業務については、

郡山市、須賀川市、田村市を除く、岩瀬郡、石川郡、田村郡の6町3村です。

また、薬務、救急医療、水道等の業務については、中核市である郡山市が所管す

る一部を除き、管内12市町村を管轄地域としています。

(2) 県中地域の特性

ア 地 勢

県中地域は、県の中央に位置し、東側には阿武隈高地、西側には奥羽山脈が連

なり、中央の平坦部には阿武隈川が北流するなど、変化に富んだ自然によって形

成されており、面積は、2406.29平方キロメートルで県土の17.5％を占めています。

イ 人 口

平成25年4月1日現在の管内人口は、東日本大震災及び東京電力第１原発事故に

より前年に比べ減少しているものの、532,808人で、県全体の27.3％を占めており、

都市部への人口集中が続く反面、中山間部では人口流出が進む傾向が見られます。

ウ 交 通

福島空港をはじめ、東北新幹線、東北自動車道及び磐越自動車道の高速交通体

系に加え、あぶくま高原道路等の整備により、ハイレベルな交通基盤ネットワー

クが構築されています。

エ 産 業

県中地域の製造品出荷総額等は県内の約26％を占めるとともに、年間商品販売

額でも県内の44％となるなど、本県経済の中心的な役割を担っています。



 (3) 県中地域の市町村の概況（平成25年4月1日現在）　

面  積 世 帯 数 人  口 年少人口  生産年齢人口 人口密度

 （㎢） （世帯） （人） 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上 （人/㎢）

279.55 26,020 77,198 14.2 62.5 23.3 12.4 276.2

458.30 11,729 38,604 12.0 58.0 30.0 18.0 84.2

鏡石町 31.25 4,147 12,587 14.7 62.5 22.8 11.7 402.8

天栄村 225.56 1,674 5,979 12.1 60.0 27.8 17.3 26.5

256.81 5,821 18,566 13.9 61.7 24.4 13.5 72.3

石川町 115.71 5,370 17,179 11.3 59.6 29.1 17.0 148.5

玉川村 46.56 1,961 7,027 13.9 61.8 24.2 14.3 150.9

平田村 93.53 2,008 6,615 13.1 60.3 26.7 16.4 70.7

浅川町 37.43 2,041 6,720 13.9 59.1 26.9 14.9 179.5

古殿町 163.47 1,675 5,694 12.1 55.8 32.1 21.3 34.8

456.70 13,055 43,235 12.5 59.5 28.0 16.7 94.7

三春町 72.76 5,495 17,581 11.8 60.6 27.6 15.8 241.6

小野町 125.11 3,476 10,626 11.8 58.4 29.8 18.2 84.9

197.87 8,971 28,207 11.8 59.7 28.4 16.7 142.6

1,649.23 66,501 205,810 13.1 60.6 26.3 14.6 124.8

757.06 131,071 326,998 13.4 64.3 22.3 11.5 431.9

2,406.29 197,572 532,808 13.3 62.9 23.9 12.8 221.4

13,782.75 716,361 1,949,595 12.9 60.5 26.6 14.6 141.5

田 村 市

老　年　人　口

県中管内   

郡山市

福島県

須賀川市  

年齢（３区分）別人口構成比（％）

岩 瀬 郡

県中地域

地  域

石 川 郡

田 村 郡
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(4) 管内地図

２ 県中保健福祉事務所の概要

(1) 沿 革

平成14年4月、保健と福祉の連携を強化し、地域への行政サービスの提供を向上さ

せるため、県中保健所と県中社会福祉事務所を統合し、3部7グループ体制で構成する

県中保健福祉事務所を設置しました。

ア 県中保健所の沿革

（旧郡山保健所）

昭和19年 4月 郡山市稲荷町30番地に設置

昭和19年11月 昭和20年7月、昭和21年5月、昭和23年3月と４度移転

昭和25年 7月 郡山市堂前56番地に新築移転

昭和44年 5月 郡山市麓山一丁目1番1号に新築移転

平成 9年 3月 郡山市の中核市移行に伴う市独自の保健所設置により廃止

（旧須賀川保健所）

昭和19年 9月 須賀川町(現須賀川市)六丁目18番地に設置

昭和26年 5月 須賀川町瀬戸堀に新築移転

昭和56年 8月 須賀川市旭町153番１に新築移転

平成 9年 3月 地域保健法の改正に伴う県の保健所再編統合により廃止

（旧石川保健所）

昭和23年 5月 石川町字南町14番地に設置

昭和25年 1月 石川町字南町35番地に新築移転

昭和60年 4月 石川町字渡里沢37番地5に新築移転

平成 9年 3月 地域保健法の改正に伴う県の保健所再編統合により廃止

（旧三春保健所）

昭和19年10月 三春町字尼ケ谷2番地に設置

昭和25年 4月 小野町大字小野新町字本町32番地に小野分室を設置

昭和26年 8月 三春町字荒町50番地に新築移転

昭和44年 4月 小野分室を廃止

昭和50年 4月 三春町字六升蒔50番地に新築移転

平成 9年 3月 地域保健法の改正に伴う県の保健所再編統合により廃止

（県中保健所）

平成9年4月 機構改革により、郡山・須賀川・石川・三春の4保健所が統合し、

須賀川市旭町153番1(旧須賀川保健所所在地)に｢県中保健所｣を設置
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イ 県中社会福祉事務所の沿革

昭和26年 3月 社会福祉事業法の制定

昭和26年10月 安積、田村、岩瀬、石川（東白川郡古殿町を舎む。）の４郡及び

郡山市に福祉事務所を設置

昭和29年 3月 合併による須賀川市の誕生により、当該町村だった区域が須賀川

市福祉事務所に事務を移管

昭和40年 3月 安積福祉事務所管内町村と郡山市の合併により、安積福祉事務所

廃止

昭和44年 4月 機構改革により、福祉事務所を社会福祉事務所とその出先機関と

しての福祉事務所に再編

事務所の名称に所在地を冠し、郡山社会福祉事務所に改称

事務所を県安積事務所（虎丸町）から郡山合同庁合に移転し、総

務課、福祉課の2課制で発足

田村、岩瀬、石川3郡に福祉事務所を設置（家庭児童相談室等の

運営を含む。）

昭和48年 4月 機構改革により、郡山社会福祉事務所に田村、岩瀬、石川の各福

祉事務所の生活保護法事務を統合し、総務課、福祉課、保護課の3

課制となった。

田村、岩瀬、石川の各福祉事務所の社会福祉に関する相談業務、

日本赤十字社等の団体に関する事務等を統合

昭和50年11月 事務所を郡山合同庁舎北庁舎に移転

平成 6年 4月 機構改革により、名称を郡山社会福祉事務所から県中社会福祉事

務所に変更

岩瀬、石川、田村の3福祉事務所を廃止し、同所に福祉相談コー

ナーを設置

平成 9年 4月 郡山市の中核市移行に伴い、母子・寡婦福祉資金貸付等の事務を

委譲

ウ 県中保健福祉事務所の沿革

平成14年 4月 機構改革により、県中保健所、県中社会福祉事務所を統合し、須

賀川市旭町153番１に「県中保健福祉事務所」を設置

事務所内に中央児童相談所須賀川相談室を設置

課・係制を廃止し、県の出先機関として初のグループ制を導入

平成16年 4月 機構改革により、医療薬事グループ検査チームの業務を衛生研究

所県中支所に移管

平成19年 4月 機構改革により、中央児童相談所須賀川相談室を廃止し、業務を

県中児童相談所に移管

平成20年 4月 機構改革により、グループ制を廃止し、課室制を導入。

平成23年 6月 機構改革により、総務課と地域支援課を統合し、総務企画課とす

る。

(2) 歴代所長（近年）

県 中 保 健 所 長
塙 義 郎 平成 9年4月～平成11年3月

鈴 木 美保子 平成11年4月～平成14年3月

県中社会福祉事務所長
川 島 一 雄 平成10年4月～平成13年3月

井 上 秀 之 平成13年4月～平成14年3月

鈴 木 美保子 平成14年4月～平成16年3月

県中保健福祉事務所長 遠 藤 幸 男 平成16年4月～平成16年6月

柳 澤 正 信 平成16年7月～平成24年3月

山 口 靖 明 平成24年4月～現在
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(3) 機構図（平成 25年 4月 1日現在）

所 長 総務企画部 総務企画課 （庶務、経理、財産管理、表彰

企画調整、研修、地域保健福祉、

戦傷病者援護、統計、法人監査）

副所長

健康福祉部 保健福祉課 高齢者支援チーム

（介護保険、高齢者福祉、

長寿社会対策、施設監査）

児童家庭支援チーム

（児童福祉、母子保健、女性保護、

ひとり親家庭支援、子育て支援

施設監査）

・石川福祉相談コーナー

・田村福祉相談コーナー

（母子・福祉相談）

障がい者支援チーム

（身体障がい者福祉、知的障がい

者福祉、精神保健福祉、施設監査）

生活保護課 （生活保護）

健康増進課 （健康づくり、歯科保健、難病対策、

栄養・食生活、原爆被爆者対策）

生活衛生部 医療薬事課 医事薬事チーム

（医事、薬事、献血、骨髄バンク）

感染症予防チーム

（結核、感染症、エイズ対策）

衛生推進課 環境衛生チーム

（生活環境衛生、水道）

食品衛生チーム

（食品衛生、動物愛護）

衛生研究所県中支所 食品・飲料水の細菌検査

食中毒・感染症等の検査
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チ ー ム 員 3 2 5 2 7

1 1

1 1

チ ー ム 員 3 4 7 7

課 長 1 1 1

課 員 7 7 1 3 11

副部長(兼)課
長

1 1 1

課 員 4 1 3 8 8

7 3 4
(2) (3)

2 2 1 1 20
(5)

1 1 22
(5)

1 1 1

課 長
1 1 1

チ ー ム 員
3 1 4 4

チ ー ム 員
1 1 1 3 3

課 長
1 1 1

チ ー ム 員
2 2 1 3

チ ー ム 員
4 2 1

(2)
 

(3)
1 8

(5)
1 9

(5)
12 15 1 7 3 4

(2)
5 1

(3)
2 13 1 1 1 66

(5)
4 8 77

(5)

(1) (1) (1)

2 3 5 5

(1)
2 3 5

(1)
5

(1)

12 15 1 7 3
(1)

4
(2)

3 4
(3)

2 13 1 1 1 71
(6)

4 8 83
(6)

合　　　　　　　　　計

（注）　「県中保健福祉事務所」欄の（　）内の数字は、衛生研究所県中支所からの兼務職員数を表示し、「衛生研究所県中支所」欄の（　）内の数字は、
　　　県中保健福祉事務所からの兼務職員数を表示している。、

生 活 保 護 課

健 康 増 進 課

県

中

支

所

衛

生

研

究

所

支　所　長

支　所　員

計

食品衛生チーム

計

部　　　　長

医 療 薬 事 課

医事薬事チーム

感染症予防チーム

衛 生 推 進 課

児童家庭支援チーム　

生  活  衛  生  部

石川福祉相談コーナー

田村福祉相談コーナー

障がい者支援チーム

職員配置状況  （平成25年5月1日現在）
事務 技　　術

嘱

託

員

部　　　　長

総 務 企 画 課

専

門

員

計

県
　
　
中
　
　
保
　
　
健
　
　
福
　
　
祉
　
　
事
　
　
務
　
　
所

所　　　 長

総  務  企  画  部

健  康  福  祉  部

技能労務

保 健 福 祉 課

高齢者支援チーム

常

勤

職

員

計

環境衛生チーム

職 種

組 織
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（歳入） （単位：円）

款 項 目 節 決算額

6,487,933
6,487,933
4,962,460
4,962,460
1,525,473
1,525,473

317,500
19,900
19,900
19,900
297,600
297,600
297,600
18,000
18,000
18,000
18,000

32,403,544
32,403,544
32,403,544
32,403,544
39,226,977

（歳入） （単位：円）

款 項 目 節 決算額

264,000
264,000
264,000
264,000
264,000

３　平成２４年度決算概要

　(1) 一般会計

雑　　入
雑　　入

公衆衛生総務費負担金
使用料及び手数料

諸収入

雑　　入

衛 生 手 数 料
環境衛生手数料

歳　　　　入　　　　合　　　　計

　(2) 母子寡婦福祉資金貸付金特別会計

物品売払収入

雑　　入
雑　　入

使用料
行政財産使用料

土地使用料

歳　　　　入　　　　合　　　　計

雑　入

財産収入

手数料

財産売払収入

分担金及び負担金
負担金

民生費負担金

その他物品売払代金

児童福祉施設入所費負担金

諸収入

衛生費負担金
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（歳出 2-1） （単位：円）
款 項 目 決算額

2,003,174
1,013,698

9,006
1,003,800

800
92

989,476
989,476

2,742,380,710
2,174,020,086

21,485,065
2,142,224,674

9,016,072
1,161,660

132,615
233,714,211
55,901,650

172,399,385
5,413,176

334,646,413
329,318,117

5,328,296
（歳出 2-2） （単位：円）
款 項 目 決算額

57,696,859
24,985,660
4,343,243
2,037,586
2,135,036

16,462,532
7,263

3,379,267
2,341,925
1,037,342

20,614,046
20,614,046
8,717,886
7,828,336

196,525
保健師等指導養成費 0

693,025
6,367,778
6,367,778
6,367,778

2,808,448,521

（歳出） （単位：円）
款 項 目 決算額

23,881,975
23,881,975
23,880,000

1,975

一般管理費
人事管理費
職員研修費

　(1)一般会計

歳　　　　出　　　　合　　　　計

医 薬 総 務 費
医　　務　　費

薬　　務　　費

保健福祉事務所費
医　　薬　　費

環 境 衛 生 費
環 境 衛 生 費

精 神 保 健 費

事　　務　　費

　(2) 母子寡婦福祉資金貸付金特別会計

母子寡婦福祉資金貸付事業費
母子寡婦福祉資金貸付事業費

貸　　付　　金

児 童 福 祉 費
児童福祉総務費

母 子 福 祉 費

精神障がい者福祉費

食 品 衛 生 費
保健福祉事務所費

公衆衛生総務費
結 核 対 策 費
予　　防　　費

衛生研究所費

統 計 調 査 費

高齢福祉総務費

総務費
総 務 管 理 費

諸費

公 衆 衛 生 費

生 活 保 護 費

厚生統計調査費

社会福祉総務費
障がい福祉総務費

雇 用 対 策 費
緊急雇用対策費

民生費

介 護 保 険 費

衛生費

生活保護総務費

児 童 措 置 費

労働費

扶　　助　　費

社 会 福 祉 費
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４　管内人口動態データ

　（1) 人口動態総覧 （平成23年）

区　　分 須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町 管内計 郡山市 福島県 全　　国

出生数 604 261 105 46 109 53 58 55 34 115 74 1,514 2,931 15,072 1,050,806

出生率 7.7 6.6 8.2 7.5 6.2 7.4 8.5 8.1 5.8 6.4 6.7 7.2 8.8 7.6 8.3

死亡数 924 605 136 91 202 85 90 99 101 242 168 2,743 3,044 26,106 1,253,066

死亡率 11.8 15.3 10.7 14.8 11.5 11.9 13.2 14.5 17.2 13.5 15.3 13.1 9.2 13.2 9.9

自然増減数 △ 320 △ 344 △ 31 △ 45 △ 93 △ 32 △ 32 △ 44 △ 67 △ 127 △ 94 △ 1229 △ 113 △ 11034 △ 202,260

自然増減率 △ 4.1 △ 8.7 △ 2.4 △ 7.3 △ 5.3 △ 4.5 △ 4.7 △ 6.5 △ 11.4 △ 7.1 △ 8.5 △ 5.9 △ 0.3 △ 5.6 △ 1.6

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 5 34 2,463

乳児死亡率 1.7 3.8 0.0 0 0 0 0 0 0 0 0 1.3 1.7 2.3 2.3

0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 10 1,147

新生児死亡率 0 3.8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.7 0 0.7 1.1

14 6 5 0 5 1 1 2 1 3 1 39 88 401 25,751

死産率 22.7 22.5 45.5 0 43.9 18.5 16.9 35.1 28.6 25.4 13.3 25.1 29.1 25.9 23.9

7 2 3 0 2 0 0 2 1 0 0 17 44 186 11,940

（再）自然死産率 11.3 7.5 27.3 0 17.5 0 0 35.1 28.6 0 0 10.9 14.6 12 11.2

7 4 2 0 3 1 1 0 0 3 1 22 44 215 13,811

（再）人工死産率 11.3 15.0 18.2 0 26.3 18.5 16.9 0 0 25.4 13.3 14.2 14.6 13.9 13.0

3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 12 54 4,315

周産期死亡率 4.9 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.6 4.1 3.6 4.1

353 147 60 30 67 34 40 31 20 78 49 909 1,751 8,796 661,895

婚姻率 4.5 3.7 4.7 4.9 3.8 4.8 5.9 4.5 3.4 4.3 4.5 4.3 5.3 4.4 5.2

138 47 24 7 16 14 17 7 4 22 15 311 611 3,341 253,719

離婚率 1.76 1.19 1.89 1.14 0.91 1.96 2.50 1.03 0.68 1.23 1.36 1.48 1.84 1.69 1.87

※上段は実数、下段は人口動態率。

(再掲）乳児死亡数

離婚数

※人口動態率のうち、出生・死亡・自然増加・婚姻・離婚は人口千人に対する割合、死産は出産（出生＋死産）千人に対する割合、周産期死亡は出産千人に対する割合、ほかは出生千人に対する割合。

(再掲)新生児死亡数

死産数

（再掲）自然死産数

（再掲）人工死産数

周産期死亡数

婚姻数

-
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 (2)  死因別死亡者数
(平成23年）

市町村 悪　性 高血圧 脳血管 大動脈瘤 慢性閉塞 不慮の
　　　　/死因 新生物 性疾患 疾　患 及び解離 性肺疾患 事　故

924 0 225 18 8 191 101 14 71 15 1 14 15 39 48 21 143

1180.8 0 287.5 23 10.2 244.1 129.1 17.9 90.7 19.2 1.3 17.9 19.2 49.8 61.3 26.8 182.7

605 0 161 9 5 115 64 4 61 12 2 4 11 28 19 14 96

1528 0 406.6 22.7 12.6 290.4 161.6 10.1 154.1 30.3 5.1 10.1 27.8 70.7 48 35.4 242.5

136 0 36 3 1 22 19 3 10 2 0 3 7 3 4 5 18

1068.3 0 282.8 23.6 7.9 172.8 149.2 23.6 78.5 15.7 0 23.6 55 23.6 31.4 39.3 141.4

91 0 26 1 3 16 10 1 7 2 1 2 1 3 5 2 11

1485 0 424.3 16.3 49 261.1 163.2 16.3 114.2 32.6 16.3 32.6 16.3 49 81.6 32.6 179.5

202 0 65 1 2 32 20 4 13 4 0 2 5 14 6 3 31

1147.6 0 369.3 5.7 11.4 181.8 113.6 22.7 73.9 22.7 0 11.4 28.4 79.5 34.1 17 176.1

85 0 19 1 0 16 12 1 3 0 2 2 0 6 3 2 18

1188.8 0 265.7 14 0 223.8 167.8 14 42 0 28 28 0 83.9 42 28 251.7

90 0 26 0 0 14 11 0 9 1 0 1 1 2 4 2 19

1323.7 0 382.4 0 0 205.9 161.8 0 132.4 14.7 0 14.7 14.7 29.4 58.8 29.4 279.5

99 0 18 1 0 19 19 0 6 1 0 1 1 11 5 1 16

1451.4 0 263.9 14.7 0 278.6 278.6 0 88 14.7 0 14.7 14.7 161.3 73.3 14.7 234.6

101 0 16 2 1 26 9 0 10 1 0 0 2 3 7 4 20

1716.2 0 271.9 34 17 441.8 152.9 0 169.9 17 0 0 34 51 118.9 68 339.8

242 0 65 3 5 29 26 8 20 9 0 4 8 19 4 10 32

1348.9 0 362.3 16.7 27.9 161.6 144.9 44.6 111.5 50.2 0 22.3 44.6 105.9 22.3 55.7 178.4

168 0 33 2 2 36 24 1 23 2 1 2 5 6 5 5 21

1527 0 299.9 18.2 18.2 327.2 218.1 9.1 209.1 18.2 9.1 18.2 45.4 54.5 45.4 45.4 190.9

2,743 0 690 41 27 516 315 36 233 49 7 35 56 134 110 69 425

1306.8 0 328.7 19.5 12.9 245.8 150.1 17.2 111 23.3 3.3 16.7 26.7 63.8 52.4 32.9 202.5

3,044 3 865 48 28 548 286 35 322 40 4 28 71 129 112 72 453

915.4 0.9 260.1 14.4 8.4 164.8 86 10.5 96.8 12 1.2 8.4 21.4 38.8 33.7 21.7 136.2

26,106 21 6,192 339 153 4,473 2,780 289 2,478 357 45 267 469 1,251 2,609 502 3,881

1317.8 1.1 312.6 17.1 7.7 225.8 140.3 14.6 125.1 18.0 2.3 13.5 23.7 63.1 131.7 25.3 195.9

1,253,066 2,166 357,305 14,664 7,023 194,296 123,867 15,599 124,749 16,639 2,060 16,390 24,526 52,242 59,416 28,896 213,228

993.1 1.7 283.2 11.6 5.6 154.5 98.2 12.4 98.9 13.2 1.6 13 19.4 41.1 47.1 22.9 169.0

          ※上段は死亡者数、下段は死亡率（人口１０万対）。

福島県

全　国

須賀川市

田村市

鏡石町

天栄村

管 内計

郡山市

石川町

玉川村

平田村

浅川町

三春町

小野町

古殿町

自殺 その他総死亡数 結核 糖尿病 心疾患 肺炎 喘息 肝疾患 腎不全 老衰

-
1
0
 -



(3) 市町村死因別標準化死亡比（ＳＭＲ）＜全国との比較＞【男性】
１　市町村の死因別死亡数の年による変動を防ぐため、平成１5年～19年の死亡数をとりまして、中央年であるH１7年 の全国死亡数を１としてSMRを算出しました。

２　理論死亡数の合計を１とした場合の、各市町村の死因別標準化死亡比が算出されます。

ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限

総 死 亡 数 1.03 1.04 1.02 1.06 1.09 1.03 1.09 1.14 1.04 1.01 1.07 0.96 1.10 1.22 0.97 1.14 1.29 0.99 1.00 1.09 0.92 1.00 1.15 0.86 1.18 1.33 1.03 1.02 1.16 0.87 1.11 1.26 0.97 1.05 1.14 0.97 1.10 1.21 0.99

結 核 0.60 0.73 0.48 0.76 1.18 0.33 0.82 1.61 0.02 0.56 1.32 -0.21 2.80 6.69 -1.08 0.00 0.68 2.00 -0.65 0.00 0.00 0.00 3.40 8.11 -1.31 0.67 1.98 -0.64 0.00

悪 性 新 生 物 0.99 1.00 0.97 1.03 1.07 0.98 1.03 1.11 0.95 0.97 1.06 0.88 1.01 1.22 0.81 1.06 1.32 0.81 1.00 1.15 0.85 0.91 1.15 0.67 1.37 1.66 1.08 1.02 1.27 0.77 1.04 1.28 0.80 1.04 1.20 0.89 1.10 1.29 0.90

( 食 道 ) 1.04 1.11 0.97 1.03 1.24 0.81 1.51 1.97 1.06 0.70 1.08 0.32 0.93 1.84 0.02 0.36 1.06 -0.34 0.63 1.18 0.08 0.71 1.70 -0.28 0.35 1.03 -0.33 1.05 2.23 -0.14 0.98 2.08 -0.13 0.90 1.56 0.23 1.40 2.43 0.36

( 胃 ) 1.10 1.14 1.06 1.19 1.31 1.07 1.27 1.49 1.05 1.07 1.32 0.83 0.80 1.25 0.35 1.13 1.77 0.49 1.37 1.79 0.94 1.38 2.10 0.66 0.48 0.89 0.06 1.05 1.68 0.43 1.30 1.95 0.64 1.24 1.65 0.84 1.56 2.12 0.99

( 結 腸 ) 1.02 1.08 0.96 0.96 1.13 0.79 1.12 1.45 0.80 0.86 1.20 0.52 0.97 1.75 0.19 0.23 0.67 -0.22 1.16 1.77 0.55 0.72 1.53 -0.09 0.69 1.47 -0.09 0.93 1.83 0.02 0.63 1.33 -0.08 1.00 1.57 0.43 1.04 1.76 0.32

( 直 腸 Ｓ 状 結 腸 ) 1.11 1.18 1.03 1.03 1.25 0.81 0.99 1.37 0.61 1.28 1.80 0.76 1.73 3.02 0.45 0.37 1.09 -0.35 1.32 2.13 0.50 1.13 2.40 -0.15 1.45 2.87 0.03 1.10 2.34 -0.14 0.68 1.62 -0.26 0.53 1.05 0.01 0.42 0.99 -0.16

（肝及び肝内胆管） 0.77 0.81 0.73 0.84 0.96 0.72 0.54 0.72 0.37 0.73 0.97 0.49 0.65 1.22 0.17 0.83 1.49 0.17 0.39 0.67 0.12 1.26 2.09 0.44 5.74 7.47 4.00 1.24 2.05 0.43 0.50 0.99 0.01 0.75 1.13 0.37 0.78 1.26 0.30

( 膵 ） 1.04 1.10 0.98 1.11 1.30 0.92 1.13 1.47 0.79 1.02 1.41 0.63 0.70 1.39 0.01 1.29 2.42 0.16 1.20 1.86 0.55 0.53 1.26 -0.20 1.28 2.40 0.16 1.03 2.04 0.02 1.42 2.56 0.28 1.50 2.24 0.77 0.88 1.58 0.18

(気管・気管支・肺） 0.95 0.98 0.92 0.95 1.04 0.86 0.91 1.07 0.75 0.98 1.18 0.79 1.00 1.43 0.57 0.86 1.33 0.39 0.78 1.05 0.51 0.98 1.49 0.47 0.81 1.28 0.35 1.30 1.89 0.72 0.84 1.29 0.40 0.98 1.29 0.68 1.17 1.59 0.76

（ 乳 房 ） - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

（ 子 宮 ）
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

( 白 血 病 ) 0.96 1.06 0.87 1.04 1.35 0.72 1.07 1.62 0.51 1.14 1.84 0.43 0.50 1.47 -0.48 1.50 3.57 -0.58 1.34 2.52 0.17 0.00 0.00 0.74 2.20 -0.71 0.69 2.05 -0.66 1.63 2.93 0.33 0.85 2.02 -0.33

糖 尿 病 1.17 1.25 1.09 1.08 1.33 0.84 1.43 1.93 0.93 0.86 1.33 0.39 0.61 1.45 -0.23 1.74 3.45 0.03 0.95 1.71 0.19 0.45 1.34 -0.43 0.87 2.08 -0.34 0.88 2.10 -0.34 0.40 1.19 -0.39 1.11 1.94 0.29 1.24 2.33 0.15

高 血 圧 性 疾 患 1.35 1.56 1.14 1.28 1.91 0.65 1.04 2.06 0.02 0.69 1.65 -0.27 1.79 5.29 -1.72 0.00 0.86 2.55 -0.83 0.00 0.00 2.39 7.06 -2.29 2.19 6.49 -2.10 4.23 7.93 0.52 1.34 3.97 -1.29

心 疾 患 1.14 1.16 1.11 1.21 1.29 1.14 1.38 1.52 1.23 1.04 1.18 0.89 1.31 1.68 0.95 1.37 1.80 0.94 1.27 1.52 1.02 1.03 1.41 0.64 1.16 1.56 0.76 0.87 1.22 0.52 1.10 1.47 0.72 1.06 1.29 0.83 1.37 1.70 1.04

（ 急 性 心 筋 梗 塞 ） 1.81 1.86 1.75 1.50 1.65 1.35 1.25 1.50 1.01 1.49 1.81 1.17 1.69 2.44 0.95 0.93 1.57 0.28 2.18 2.78 1.58 1.85 2.79 0.92 1.42 2.22 0.62 1.67 2.55 0.80 1.41 2.17 0.64 1.84 2.39 1.29 1.21 1.76 0.65

（その他の虚血性心疾患） 0.78 0.82 0.73 0.91 1.06 0.76 1.53 1.88 1.19 0.37 0.57 0.17 1.22 2.02 0.42 2.60 3.97 1.24 0.55 0.93 0.17 0.00 0.38 0.90 -0.15 0.38 0.91 -0.15 0.35 0.83 -0.13 0.82 1.28 0.36 0.54 1.01 0.07

（ 心 不 全 ） 1.15 1.20 1.11 1.18 1.32 1.04 1.43 1.71 1.15 0.98 1.25 0.72 1.47 2.21 0.72 1.36 2.16 0.56 0.84 1.23 0.45 0.97 1.69 0.25 1.43 2.28 0.59 0.65 1.22 0.08 1.31 2.08 0.54 0.60 0.92 0.27 1.97 2.71 1.23

脳 血 管 疾 患 1.13 1.15 1.10 1.11 1.19 1.03 0.94 1.07 0.80 1.12 1.29 0.95 1.28 1.70 0.87 0.81 1.19 0.44 1.13 1.41 0.86 0.99 1.42 0.56 1.13 1.58 0.68 1.38 1.88 0.88 1.53 2.03 1.03 1.45 1.75 1.14 1.11 1.44 0.77

（ く も 膜 下 出 血 ） 1.13 1.23 1.04 1.03 1.31 0.74 0.61 0.99 0.23 0.69 1.20 0.18 1.99 3.73 0.25 1.29 3.07 -0.50 0.91 1.80 0.02 0.00 0.00 2.49 4.93 0.05 1.81 3.85 -0.24 1.60 2.79 0.42 2.88 4.88 0.89

（ 脳 内 出 血 ） 1.08 1.13 1.03 1.12 1.27 0.96 1.03 1.30 0.77 1.06 1.38 0.73 1.30 2.07 0.53 0.84 1.58 0.10 1.11 1.62 0.60 1.23 2.14 0.32 1.86 2.95 0.76 0.51 1.10 -0.07 0.95 1.70 0.19 1.48 2.07 0.89 1.16 1.82 0.50

（ 脳 梗 塞 ） 1.16 1.20 1.13 1.15 1.26 1.04 0.93 1.10 0.75 1.23 1.46 1.01 1.24 1.77 0.71 0.79 1.25 0.32 1.20 1.56 0.85 1.06 1.64 0.48 0.85 1.35 0.35 1.70 2.41 0.99 1.83 2.52 1.14 1.49 1.88 1.09 0.93 1.32 0.54

肺 炎 0.94 0.97 0.92 0.82 0.89 0.74 0.81 0.94 0.68 0.79 0.94 0.64 0.83 1.19 0.48 1.32 1.81 0.83 0.69 0.91 0.47 0.66 1.03 0.28 0.66 1.02 0.30 0.61 0.96 0.26 1.00 1.42 0.58 0.80 1.03 0.57 1.01 1.34 0.68

慢性閉塞性肺疾患 1.08 1.14 1.02 1.16 1.36 0.97 1.54 1.96 1.13 0.86 1.22 0.51 1.21 2.18 0.24 0.97 1.92 0.02 1.21 1.87 0.55 0.83 1.76 -0.11 0.26 0.78 -0.25 1.06 2.10 0.02 1.14 2.13 0.14 1.38 2.08 0.68 0.86 1.55 0.17

喘 息 1.15 1.32 0.97 0.96 1.45 0.48 0.21 0.61 -0.20 1.98 3.44 0.51 2.82 6.74 -1.09 1.84 5.46 -1.77 0.00 0.00 0.00 0.00 3.48 8.30 -1.34 0.00 2.16 5.14 -0.83

肝 疾 患 0.82 0.88 0.76 0.90 1.09 0.72 0.92 1.25 0.60 0.85 1.24 0.46 0.97 1.81 0.12 0.62 1.48 -0.24 0.44 0.87 0.01 1.51 2.84 0.19 0.87 1.86 -0.11 0.89 1.90 -0.12 0.59 1.40 -0.23 1.32 2.06 0.57 1.05 1.88 0.21

腎 不 全 0.97 1.04 0.91 0.93 1.12 0.74 1.20 1.60 0.80 0.95 1.35 0.54 1.42 2.56 0.28 0.88 1.88 -0.12 0.34 0.71 -0.44 1.33 2.63 0.03 0.62 1.49 -0.24 0.31 0.93 -0.30 1.40 2.63 0.17 0.99 1.64 0.34 0.00

老 衰 1.42 1.51 1.33 1.43 1.71 1.14 1.52 2.05 0.98 1.00 1.47 0.52 2.55 4.43 0.66 1.56 3.08 0.03 2.16 3.30 1.03 2.48 4.65 0.31 1.31 2.79 -0.17 0.84 2.01 -0.32 0.81 1.94 -0.31 1.32 2.17 0.46 1.21 2.27 0.15

不 慮 の 事 故 1.06 1.10 1.01 1.26 1.40 1.11 1.30 1.55 1.04 1.24 1.55 0.93 0.79 1.30 0.27 1.96 2.95 0.97 1.24 1.71 0.76 1.45 2.30 0.59 1.53 2.40 0.66 1.43 2.28 0.59 0.62 1.17 0.08 1.33 1.82 0.83 1.05 1.60 0.50

交 通 事 故 1.14 1.23 1.05 1.44 1.74 1.13 1.26 1.74 0.77 1.57 2.28 0.86 0.31 0.91 -0.30 3.76 6.54 0.97 2.07 3.29 0.85 0.49 1.44 -0.47 1.94 3.83 0.04 2.03 4.03 0.04 2.07 4.10 0.04 1.33 2.31 0.34 0.60 1.43 -0.23

自 殺 1.25 1.30 1.19 1.43 1.60 1.26 1.22 1.48 0.95 1.85 2.28 1.42 1.61 2.38 0.84 2.06 3.22 0.89 1.02 1.50 0.53 1.98 3.06 0.90 2.24 3.37 1.10 1.59 2.57 0.60 1.20 2.09 0.31 0.71 1.11 0.31 1.73 2.53 0.93

※国の死亡数及び日本人人口はデータ中央年の平成は17年を使用 全国と比較し有意に高い値を示しています。 （　　）内は再掲

三春町 小野町天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町田村市 鏡石町福島県 管内 須賀川市

-
1
1
 -



(4) 市町村死因別標準化死亡比（全国との比較）【女性】
１　市町村の死因別死亡数の年による変動を防ぐため、平成１5年～19年の死亡数をとりまして、中央年であるH１7年 の全国死亡数を１としてSMRを算出しました。

２　理論死亡数の合計を１とした場合の、各市町村の死因別標準化死亡比が算出されます。

ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限 ＳＭＲ 変動上限 変動下限

総 死 亡 数 1.00 1.01 0.99 0.99 1.02 0.97 1.00 1.05 0.95 0.96 1.02 0.91 1.04 1.17 0.91 1.06 1.22 0.90 0.90 0.98 0.81 1.03 1.18 0.87 1.14 1.29 0.98 1.06 1.21 0.91 0.87 1.00 0.73 1.05 1.14 0.95 0.99 1.10 0.88

結 核 0.66 0.85 0.47 0.40 0.85 -0.05 0.85 2.04 -0.33 0.00 3.06 9.06 -2.94 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

悪 性 新 生 物 0.97 0.99 0.95 0.98 1.04 0.93 1.03 1.13 0.93 0.87 0.98 0.76 0.89 1.13 0.65 0.87 1.16 0.59 0.94 1.11 0.77 0.99 1.29 0.69 1.56 1.93 1.19 0.90 1.19 0.62 0.66 0.90 0.43 1.14 1.34 0.95 0.98 1.20 0.76

( 食 道 ) 1.15 1.32 0.98 1.13 1.64 0.62 1.85 3.00 0.70 0.27 0.80 -0.26 1.26 3.72 -1.21 0.00 0.00 0.00 3.44 8.21 -1.33 0.00 3.41 8.13 -1.31 1.35 3.23 -0.52 0.97 2.89 -0.94

( 胃 ) 1.01 1.06 0.97 1.17 1.33 1.01 1.05 1.31 0.78 0.97 1.28 0.66 0.61 1.15 0.08 2.82 4.20 1.44 1.34 1.90 0.78 0.87 1.64 0.11 2.28 3.47 1.08 1.83 2.92 0.75 0.64 1.27 0.01 1.49 2.09 0.88 0.83 1.37 0.29

( 結 腸 ) 0.99 1.04 0.93 1.10 1.28 0.93 1.26 1.59 0.93 0.92 1.26 0.58 0.79 1.49 0.10 1.13 2.12 0.14 1.33 1.96 0.70 1.12 2.11 0.14 1.88 3.11 0.65 0.64 1.37 -0.08 0.82 1.63 0.02 0.91 1.45 0.37 1.06 1.75 0.37

( 直 腸 Ｓ 状 結 腸 ) 1.12 1.22 1.02 1.16 1.47 0.86 1.20 1.74 0.66 1.03 1.63 0.42 0.85 2.04 -0.33 0.00 0.66 1.41 -0.09 2.54 5.02 0.05 0.59 1.75 -0.57 1.21 2.89 -0.47 0.58 1.73 -0.56 2.31 3.75 0.88 1.34 2.65 0.03

（肝及び肝内胆管） 0.78 0.83 0.72 0.94 1.12 0.76 0.87 1.17 0.56 0.80 1.14 0.45 0.76 1.51 0.02 0.80 1.72 -0.11 0.38 0.75 0.01 2.21 3.75 0.68 5.12 7.36 2.87 0.00 0.48 1.15 -0.19 0.90 1.49 0.31 0.71 1.33 0.09

( 膵 ） 1.03 1.09 0.97 1.11 1.31 0.91 1.23 1.61 0.86 1.18 1.62 0.75 1.21 2.17 0.24 0.87 1.85 -0.11 0.90 1.49 0.31 0.87 1.86 -0.12 0.81 1.73 -0.11 1.39 2.61 0.17 1.05 2.07 0.02 1.06 1.72 0.40 0.76 1.42 0.09

(気管・気管支・肺） 0.90 0.95 0.85 0.74 0.87 0.61 0.81 1.05 0.57 0.66 0.92 0.40 0.76 1.37 0.15 0.55 1.16 -0.07 0.82 1.26 0.37 0.55 1.17 -0.07 0.51 1.09 -0.07 0.35 0.83 -0.13 0.33 0.79 -0.13 1.00 1.51 0.50 0.95 1.54 0.36

（ 乳 房 ） 0.93 0.99 0.86 0.70 0.87 0.53 0.84 1.15 0.53 0.55 0.88 0.23 0.78 1.54 0.02 0.66 1.59 -0.26 0.46 0.91 0.01 0.32 0.95 -0.31 0.31 0.90 -0.29 0.63 1.49 -0.24 0.64 1.53 -0.25 0.92 1.56 0.28 0.90 1.68 0.11

（ 子 宮 ）
0.80 0.88 0.72 0.67 0.90 0.45 0.59 0.96 0.22 0.56 1.01 0.11 1.57 3.10 0.03 0.00 0.22 0.64 -0.21 0.00 1.74 3.71 -0.23 0.60 1.76 -0.57 0.00 0.89 1.77 0.02 1.67 3.14 0.21

( 白 血 病 ) 0.99 1.10 0.87 0.80 1.12 0.47 0.95 1.57 0.33 0.48 1.03 -0.06 0.71 2.10 -0.68 0.00 1.51 2.98 0.03 0.00 1.01 3.00 -0.97 0.00 1.01 2.98 -0.97 1.57 3.11 0.03 0.00

糖 尿 病 1.07 1.16 0.99 0.99 1.23 0.75 1.00 1.43 0.57 0.99 1.50 0.49 3.02 4.99 1.05 0.46 1.37 -0.44 0.95 1.72 0.19 0.00 1.28 2.73 -0.17 1.31 2.79 -0.17 0.00 1.03 1.85 0.21 0.48 1.14 -0.18

高 血 圧 性 疾 患 1.25 1.40 1.10 1.39 1.87 0.91 0.99 1.72 0.26 2.23 3.50 0.97 0.00 2.72 6.49 -1.05 1.83 3.63 0.04 1.31 3.88 -1.26 0.00 1.22 3.60 -1.17 0.00 2.03 4.02 0.04 0.68 2.01 -0.65

心 疾 患 1.04 1.06 1.02 1.09 1.15 1.02 1.18 1.31 1.05 0.97 1.10 0.84 1.26 1.61 0.91 1.31 1.73 0.90 0.87 1.07 0.68 1.12 1.49 0.74 1.21 1.58 0.83 1.17 1.54 0.80 0.96 1.30 0.63 1.05 1.28 0.83 1.11 1.38 0.84

（ 急 性 心 筋 梗 塞 ） 1.95 2.01 1.89 1.51 1.67 1.35 1.41 1.70 1.13 1.65 2.01 1.30 1.14 1.81 0.46 1.67 2.61 0.72 1.24 1.71 0.76 1.78 2.74 0.81 2.03 3.02 1.04 1.81 2.76 0.86 2.24 3.27 1.20 1.76 2.35 1.17 0.64 1.06 0.22

（その他の虚血性心疾患） 0.75 0.80 0.70 1.08 1.26 0.91 1.33 1.67 0.98 0.80 1.12 0.49 2.37 3.61 1.13 2.28 3.69 0.87 1.17 1.76 0.58 0.90 1.77 0.02 1.04 1.94 0.13 0.63 1.35 -0.08 0.41 0.97 -0.16 0.42 0.80 0.05 0.93 1.58 0.29

（ 心 不 全 ） 0.98 1.02 0.95 0.92 1.02 0.82 1.02 1.21 0.83 0.83 1.03 0.63 0.89 1.38 0.41 1.09 1.70 0.47 0.46 0.69 0.23 0.52 0.94 0.10 0.64 1.08 0.20 1.38 2.04 0.72 0.48 0.87 0.10 1.05 1.42 0.68 1.54 2.06 1.02

脳 血 管 疾 患 1.15 1.18 1.13 1.11 1.19 1.04 0.98 1.11 0.85 1.33 1.51 1.15 1.20 1.58 0.81 1.13 1.57 0.70 0.86 1.08 0.64 0.97 1.37 0.58 1.10 1.50 0.69 1.52 2.00 1.03 0.86 1.21 0.50 1.23 1.51 0.95 1.15 1.46 0.84

（ く も 膜 下 出 血 ） 1.18 1.25 1.10 0.99 1.19 0.79 0.75 1.06 0.44 1.21 1.69 0.72 0.92 1.83 0.02 0.34 1.01 -0.33 1.78 2.67 0.88 1.02 2.17 -0.13 0.64 1.52 -0.25 0.00 0.00 1.37 2.18 0.56 1.44 2.44 0.44

（ 脳 内 出 血 ） 1.10 1.16 1.05 1.06 1.22 0.89 0.97 1.24 0.69 1.03 1.37 0.70 0.87 1.56 0.17 1.20 2.16 0.24 0.76 1.21 0.31 0.59 1.26 -0.08 1.29 2.25 0.34 1.51 2.55 0.46 0.90 1.69 0.11 1.26 1.86 0.66 1.76 2.60 0.92

（ 脳 梗 塞 ） 1.19 1.22 1.16 1.18 1.28 1.08 1.05 1.22 0.88 1.50 1.73 1.26 1.38 1.92 0.85 1.32 1.91 0.73 0.73 0.98 0.47 1.07 1.60 0.55 1.04 1.54 0.55 1.81 2.47 1.15 1.05 1.55 0.55 1.19 1.54 0.85 0.94 1.29 0.59

肺 炎 0.90 0.93 0.88 0.77 0.85 0.70 0.73 0.86 0.59 0.79 0.95 0.63 0.64 0.98 0.31 0.66 1.05 0.27 0.63 0.85 0.41 0.87 1.31 0.43 0.32 0.57 0.06 1.40 1.94 0.86 0.69 1.07 0.32 0.99 1.28 0.70 0.87 1.19 0.55

慢性閉塞性肺疾患 0.97 1.08 0.86 0.81 1.11 0.52 0.54 0.98 0.11 0.97 1.64 0.30 1.32 3.15 -0.51 1.73 4.13 -0.67 0.00 0.00 3.91 7.34 0.48 2.39 5.09 -0.31 0.00 0.65 1.54 -0.25 0.44 1.30 -0.42

喘 息 1.02 1.18 0.86 0.84 1.28 0.40 0.19 0.57 -0.18 1.58 2.85 0.32 0.00 1.87 5.55 -1.80 0.64 1.89 -0.61 1.83 5.40 -1.75 1.68 4.98 -1.61 0.00 1.68 4.98 -1.62 0.69 2.05 -0.67 0.95 2.83 -0.92

肝 疾 患 0.80 0.88 0.72 0.96 1.23 0.70 1.38 1.93 0.83 0.76 1.25 0.26 1.57 3.10 0.03 0.00 1.00 1.87 0.12 1.72 3.67 -0.23 0.54 1.59 -0.52 0.55 1.63 -0.53 0.52 1.55 -0.50 0.42 1.00 -0.16 0.60 1.44 -0.23

腎 不 全 0.84 0.89 0.78 0.86 1.03 0.69 0.87 1.18 0.56 0.71 1.03 0.39 1.43 2.49 0.37 1.89 3.30 0.49 0.83 1.37 0.29 1.05 2.08 0.02 0.48 1.15 -0.19 0.74 1.57 -0.10 0.48 1.15 -0.19 1.01 1.63 0.38 0.68 1.28 0.08

老 衰 1.27 1.33 1.22 1.11 1.26 0.97 0.99 1.24 0.74 0.91 1.18 0.64 0.61 1.14 0.08 2.99 4.33 1.64 1.82 2.42 1.22 2.22 3.34 1.09 0.65 1.22 0.08 0.54 1.06 0.01 1.25 2.06 0.43 1.12 1.62 0.62 0.76 1.24 0.29

不 慮 の 事 故 0.98 1.04 0.93 1.17 1.34 1.00 1.41 1.74 1.08 1.03 1.37 0.69 1.98 3.02 0.94 1.02 1.92 0.13 1.05 1.59 0.52 0.60 1.27 -0.08 1.12 2.02 0.22 0.38 0.91 -0.15 2.42 3.74 1.11 0.67 1.11 0.23 0.85 1.43 0.26

交 通 事 故 1.11 1.23 0.98 1.47 1.91 1.03 1.99 2.88 1.09 0.50 1.06 -0.07 4.82 8.39 1.25 0.00 1.92 3.61 0.24 2.15 5.14 -0.83 2.05 4.90 -0.79 0.00 3.15 6.71 -0.41 0.40 1.17 -0.38 0.00

自 殺 1.08 1.16 1.01 1.23 1.49 0.98 0.90 1.27 0.53 1.38 1.99 0.78 0.76 1.62 -0.10 0.46 1.36 -0.44 1.42 2.35 0.49 0.84 2.01 -0.33 0.83 1.97 -0.32 1.73 3.42 0.03 2.29 4.30 0.28 0.79 1.48 0.10 3.68 5.54 1.82

※国の死亡数及び日本人人口はデータ中央年の平成は17年を使用 全国と比較し有意に高い値を示しています。 （　　）内は再掲

三春町 小野町天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町田村市 鏡石町福島県 県中管内 須賀川市

-
12
 -



　(5) 人口動態年次推移

　　ア　出生率（人口千対）年次推移

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全国 9.3 9.2 8.9 8.8 8.4 8.7 8.6 8.7 8.5 8.5 8.3
福島県 9.5 9.2 9.0 8.7 8.4 8.5 8.3 8.3 8.0 8.0 7.6

県中管内 9.1 8.8 8.4 8.5 8.1 8.0 7.6 8.0 7.9 7.4 7.2

　　イ　死亡率（人口千対）年次推移

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全国 7.7 7.7 8.0 8.2 8.6 8.6 8.8 9.1 9.1 9.5 9.9

福島県 9.0 8.9 9.3 9.6 10.1 9.9 10.4 10.6 10.6 11.3 13.2

県中管内 9.4 8.7 9.8 9.6 10.1 10.1 10.4 10.7 11.0 12.0 13.1

　　ウ　乳児死亡率（出生千対）年次推移

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全国 3.1 3.0 3.0 2.8 2.8 2.6 2.6 2.6 2.4 2.3 2.3

福島県 3.2 2.9 3.5 2.9 2.4 2.3 2.6 2.7 2.9 3.0 2.3

県中管内 2.9 2.5 3.2 2.1 0.6 1.1 2.4 4.6 1.2 5.0 1.3

　　エ　新生児死亡率（出生千対）年次推移

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全国 1.6 1.7 1.7 1.5 1.4 1.3 1.3 1.2 1.2 1.1 1.1

福島県 1.6 1.4 1.5 1.6 1.1 1.1 1.1 1.2 1.0 1.2 0.7

県中管内 1.0 1.5 1.1 1.1 0.6 1.1 1.2 2.3 0.6 2.5 0.7

　　オ　死産率（出生千対）年次推移

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全国 31.0 31.1 31.4 30.0 29.1 27.5 26.2 25.2 24.6 24.2 23.9

福島県 34.1 37.4 35.3 32.6 31.3 29.1 27.9 27.4 28.2 29.3 25.9

県中管内 36.3 38.3 32.0 35.1 26.6 36.6 32.1 27.4 23.0 28.8 25.1

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全国 5.5 5.5 5.3 5.0 4.8 4.7 4.5 4.3 4.2 4.2 4.1

福島県 5.9 5.8 5.3 5.6 3.9 4.0 4.5 5.3 4.9 4.6 3.6

県中管内 7.8 4.0 3.2 7.3 2.2 6.2 5.4 6.9 4.1 7.5 2.6

 

　　カ　周産期死亡率（出産千対）年次推移
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Ⅱ 平成２５年度県中保健福祉事務所基本方針等

１ 福島県保健福祉施策の体系等

県では、平成23年3月11日に発生した「東日本大震災」及び「原子力災害」の影響に

より、多数の県民が避難を余儀なくされることになり、この東日本大震災や原子力災

害を克服するため、福島県総合計画「ふくしま新生プラン」を平成24年12月に策定し

ました。併せて、全国に誇れる本県の保健・医療・福祉施策の方向性を示し、各個別

計画の指針となる「福島県保健医療福祉復興ビジョン」を平成25年3月に策定していま

す。

(1) 福島県総合計画「ふくしま新生プラン」

この計画は、今の子どもたちが親の世代となる30年後を展望しながら、平成25(2013)

年度を初年度とし、東日本大震災から10年の節目であり、福島県復興計画の目標年

度でもある平成32(2020)年度を目標年度とする８か年計画です。

ふくしまの復興・再生、さらには目指す将来の姿を実現するため、基本目標に

「夢・希望・笑顔に満ちた“新生ふくしま”」を掲げ、ふくしまの復興・再生に向け

て、「人と地域」を県全体の礎（いしずえ）」として位置づけ、「人と地域が輝く“ふ

くしま”」、「いきいきとして活力に満ちた“ふくしま”」、「安全と安心に支えられた

“ふくしま”」をふくしまを支える３本の柱としています。

(2) 福島県保健医療福祉復興ビジョン

この計画は、総合計画の基本目標及び「めざす将来の姿」「政策分野別の基本方向」

の考え方と、各個別計画の基本理念の考え方を共有し、各個別計画を横断的に調整し

統合する役割を担うものとして策定されています。

保健医療福祉の「めざす将来の姿」を「一人ひとりが、人や地域とのつながりと思い

やりを大切にし、お互いを支え合う 温かな社会」、「夢や希望を持ち、生涯を通じて健や

かに暮らせる 豊かな社会」、「保健・医療・福祉サービスの充実と、不測の事態への備え

がなされ、快適に暮らせる 安全・安心な社会」としています。

ビジョンの期間は、総合計画と合わせて設定し、平成25(2013)年度から平成32

(2020)年度を目標年度とする８か年計画です。

２ 県中地域保健医療福祉推進計画の概要

福島県総合計画「ふくしま新生プラン」の策定に併せて、本県の保健・医療・福祉施策

の方向性を示し、各個別計画の指針となる「福島県保健医療福祉復興ビジョン」が平成

24年度に策定され、これらの計画により示された県の新しい方向性を踏まえ、県中地域

における復興へ向けた新たな地域における保健・医療・福祉の現状と課題等を明らかに

した、「福島県県中地域保健医療福祉推進計画」を策定し、計画的に施策を推進することと

しました。

(1) 計画の特徴

本県全体の保健・医療・福祉の現状と課題及び施策の方向については、「福島県保健医

療福祉復興ビジョン」で示されました。

このため、本計画は、これらを踏まえ、県中地域における地域特性、地域課題に対処

するための特徴的な施策の方向について、記載しています。

(2) 計画の構成

ア 県中地域の特徴

自然的・社会的特性や人口動態等について、記載しています。
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イ 保健・医療・福祉における主要な施策

県中地域の現状と課題及びこれに対応する特徴的な施策の方向について、記載して

います。

ウ 主な進行管理指標（参照:P24 関連資料 進行管理指標）

本計画の進行管理を行うため、主要な施策に対応する指標を掲げています。

３ 平成２５年度県中保健福祉事務所基本方針及び重点施策

当事務所においては、これらの計画に基づき、平成25年度の基本方針及び新規重点施

策を下記のとおり定め、各種施策の積極的な推進を図っています。

（１） 基本方針

保健・医療・福祉を取り巻く状況は、東日本大震災及び原子力災害の影響により、

被災地を中心とした地域医療や福祉サービスの提供体制の再構築が求められている

ほか、少子高齢化の急速な進行により、大きく変化しています。

平成２５年度の施策については、今般見直しを行った「福島県保健医療福祉復

興ビジョン」に描いた「めざす将来の姿」の実現に向け、６つの基本目標を重点

施策の方向と位置づけ、福島県総合計画の主要施策と福島県復興計画の重点プロ

ジェクトとともに、復興に向けた取組を強力に推進する必要があります。

このため、今年度の県中保健福祉事務所の施策展開については、人と地域のつな

がりに支えられ、子どもたちが健やかに育ち、高齢者、障がい者、すべての人が、

健康で生きがいと幸せを実感でき、安心して暮らせる社会が築かれるよう、市町村

等関係機関や保健・医療・福祉関係諸団体との連携・協力の下に、福島県県中地域

保健医療福祉推進計画の着実な推進と各種事業の積極的な推進に努めます。

（２） 重点施策

(1) 復興へ向けた保健・医療・福祉の推進

ア 被災者の健康状態の悪化予防及び健康不安の解消を図るため、仮設住宅や借上

げ住宅入居者等に対する健康支援活動に取り組むほか、様々な悩みを抱える被災

者の心のケアに取り組みます。

イ 災害時における救急医療を確保するため、関係機関を連携を図り、災害時医療

体制の整備を図ります。

ウ 災害時に何らかの特別な配慮を要する高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病

弱者等が避難できる福祉避難所の指定に向けた市町村の取り組みを支援します。

エ 食品中の放射性物質の基準値又は暫定規制値を超過した加工食品等の流通を未

然に防止し、食品等の安全確保と消費者の安心の実現を図るため、県内産及び県

外産の農林水産物等を原料とする加工食品等の放射性物質検査を実施します。

また、飲料水中の放射性物質に対する利用者の不安を払拭するとともに、飲料

水の安全を確認するため、水道水等の放射性物質の定期的なモニタリング検査を

実施します。

(2) 全国に誇れる健康長寿の県づくり

ア 一人ひとりが生涯にわたり健康で生き生きと過ごすことにより、健康寿命の延

伸と健康格差の縮小を目指す「第二次健康ふくしま２１計画」を推進するために、
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地域保健と職域保健が連携し、健康づくりのための情報共有や健康課題の検討等

を行い、生涯を通した継続的な保健サービスの提供体制の整備に努めます。

さらに、生活習慣病の早期発見、早期治療や健康づくりを推進していくため、

市町村が実施するがん検診等の健康増進事業や各医療保険者が実施する特定健

診・特定保健指導の受診率等の向上を図るよう市町村や関係機関と連携し取り組

みます。

また、福島県食育推進計画に基づき、食育の推進や生活習慣の改善につながる

健康情報の提供、給食施設や飲食店等食を提供する施設における食環境の整備を

推進します。

イ 県内の自殺者数が高水準で推移していることから、自殺予防に対する普及啓発

や人材の育成、うつ病を中心とした本人・家族等への相談支援について、関係機

関と連携した自殺対策事業を強化し、自殺者数の減少に努めます。

ウ 一人暮らし高齢者や高齢者夫婦のみの世帯が増加しており、介護を要する状態

になった場合の不安が高まっていることから、健康で自立した生活が長く続けら

れるよう市町村で実施する介護予防事業の推進を支援します。

エ 原因が不明で治療法が未確立である難病患者やその家族が、安心して療養生活

を送れるよう、関係機関との連携を図るとともに、支援者研修会や支援体制の整

備に向けた検討会等を開催します。

オ 結核等の感染症に対する知識の普及や予防対策を推進し、発生時には適切かつ

速やかな対応により、感染拡大防止に努めるとともに早期回復に向け療養生活上

の支援をします。また、新型インフルエンザについては、国や県の行動計画に基

づき、必要な対策の推進に努めます。

(3) 地域医療の推進

ア 住民がいつでもどこでも適切な医療を受けることができるよう、関係機関と連

携を図りながら、救急医療等、地域医療体制の整備に向けて支援します。

イ 医療法に基づく立入検査（医療監視）を通じて、各医療機関における医療安全

に関する体制を確認するとともに、必要に応じて助言や指導を行います。

また、医療安全に関する研修会の開催等により、各医療機関における医療安全

対策の充実を支援します。

ウ がん医療について在宅緩和ケアを中心とした地域がん医療推進に係る連携体制

構築を支援します。

エ 若年層の献血者が年々減少してきていることから、市町村及び血液センターと

連携して献血思想の普及活動を推進するとともに、献血組織の強化を図り、安定

した献血者の確保に努めます。

(4) 日本一安心して子どもを生み育てられる環境づくり

ア 出生率の低下や核家族世帯の増加に加え震災による影響等、子どもと家庭を取

り巻く環境が大きく変化している中で、社会全体で子育ち・子育てを支援し安心

して子どもを育てられる環境づくりを進めるため、市町村の子育て支援施策を積

極的に支援します。

イ 未熟児や長期療養児等の適切な療育について、指導・相談・助言を行うととも

に、市町村母子保健事業の円滑な実施を支援します。
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(5) ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進

ア 全ての住民がその人らしい充実した生活を安心して送れるよう、市町村の地域

福祉計画の策定支援など地域福祉を推進するための各種事業に取り組みます。

イ 介護が必要になっても家庭や身近な地域の中で、自立し、尊厳をもって生活で

きるよう、介護保険の円滑な制度管理に努めます。

ウ 第六次福島県高齢者福祉計画、第五次福島県介護保険事業支援計画の円滑な実

施を推進します。

エ 市町村が行う地域支援事業や地域包括支援センターの運営を支援するため、市

町村に対する適切な助言を行います。

オ 障がいのある人もない人も、お互いに人格、人権、個性を尊重し、ともに家庭

や身近な地域の中で日常生活を営むことができる地域社会の構築をめざし、障が

い者自身のニーズに対応しながら、ライフステージに応じた支援に努めます。

また、地域での受入条件が整えば退院可能な精神障がい者に対する退院促進と

地域生活移行を図るとともに、精神障がい者の地域定着を促進するために、関係

機関と連携しながら、地域での見守り体制や受入体制の整備を支援します。

カ 発達障がいについて、発達障がい者支援センターを中心とした地域における支

援体制の整備に努めます。

キ 児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待、配偶者等からの暴力（ＤＶ）など、虐

待を防止するため、保健福祉事務所が有する総合的な機能の活用を図り、地域の

実情に応じた市町村の横断的なネットワークの構築及び運用を支援します。

ク 要保護者の生活の支援と円滑な自立を促進するため、関係機関との連携を強化

しながら、生活保護の適正な実施に努めます。

(6) 誰もが安全で安心できる生活の確保

ア おもいやり駐車場を利用できる者を明確にし、おもいやり駐車場で利用できる

共通の利用証を交付することにより、おもいやり駐車場の適正利用を図ります。

イ 安全な飲料水が安定的に供給されるよう、水道施設等の立入検査を行い、適正

な水質管理や施設の維持管理について指導助言を行うとともに、水道施設等の計

画的な整備促進を支援します。

また、飲用井戸等設置者からの水質管理等に関する相談等に対し、必要な指導

助言等を行います。

ウ 食品等事業者に対して、自主的衛生管理の向上のための監視指導や指導助言を

実施するとともに、食品検査や各種講習会の開催などを通して、食中毒の発生及

び不良食品の流通を未然に防止します。

また、一般消費者や小中学生を対象に家庭での食中毒予防に関する情報提供を

行うとともに、消費者の食品等に対する不信や不安を払拭するため、保健・福祉

宅配講座等の講習会を通じて食の安全等に関する正しい知識の普及啓発を図りま

す。

エ 狂犬病発生と犬による危害を防止するため、飼育者、地域住民及び学校児童に

対し、適正飼養の啓発を行うとともに、動物愛護に対する理解と関心を深め、人

と動物の調和ある共生を推進します。

また、ペットショップ等動物取扱業者には、取扱動物の健康及び安全等を確保

するため、監視指導や動物取扱責任者研修会を実施します。

さらに、特定動物による危害を防止するため、特定動物飼養者に対し、施設設
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備の確認及び適正管理について指導を行います。

オ 県内の覚せい剤事犯検挙者数が依然として高水準で推移しているほか、大麻事

犯も一時的な減少にとどまっていることから、若年層の薬物乱用防止を図るため、

より一層の普及啓発活動を実施します。

カ 住民の健康や生命を脅かす事態に対し、より一層の安全・安心に向けた対応が

できるよう努めます。

キ 災害時の保健・医療・福祉の専門職チーム等の派遣体制の検討や、医療機関や

福祉施設での利用者等受入の促進など関係団体との災害時連携体制の強化に努め

ます。

４ 平成２５年度県中保健福祉事務所新規重点事業等

◎ 復興へ向けた保健・医療・福祉の推進

事業名 事 業 の 概 要

復興へ向けた心 県中地域の被災者の心身の健康状態の悪化予防や健康不安の解消、

身の健康管理対 孤立化予防に向けた住民の交流等を促進するために、被災市町村、県

策の推進 中地域市町村、関係機関等と現状や課題について情報交換を行うとと

（重点事業） もに、仮設住宅や借上住宅入居者等に対する健康相談や保健指導、栄

養食生活指導を始めとする様々な活動の総合調整を行う。

[健康増進課］

[障がい者支援チーム］

飲料水及び食品 東京電力福島第一原子力発電所の事故により、飲料水や食品等が放射

等の放射性物質 性物質に汚染され、これらを摂取することによる内部被ばくを県民は懸

対策の推進 念している。このため、飲料水や食品等の放射性物質による汚染状況を

（重点事業） 確認し、検査結果を速やかに情報提供することにより、飲料水や食品等

に対する県民等の不安や不信の払拭に努める。

１ 飲料水の放射性物質モニタリング検査の実施

２ 加工食品等の放射性物質検査の実施

[環境衛生チーム］

[食品衛生チーム］

福祉避難所の指 災害時の要援護者への支援体制を整備し、市町村の福祉避難所の指定

定促進事業 を促進するため、指定主体である管内市町村及び関係団体等に対して、

（重点事業） 福祉避難所指定の協力を依頼するとともに、福祉避難所の必要性や指定

（新規事業） 方法等に関する研修会に参加することで情報を共有し、管内における福

祉避難所の指定数の増加を図る。

[総務企画課］
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◎ 全国に誇れる健康長寿の県づくり

事業名 事 業 の 概 要

健康ふくしま2 「第二次健康ふくしま２１計画」の目標を達成するため、地域保健

1推進事業 と職域保健の連携による健康づくりを推進し、生涯を通した継続的な

（重点事業） 保健サービスの提供体制を整備するとともに、一人ひとりが望ましい

食生活を実践できるよう食環境を整備、推進する。

１ 県中圏域地域・職域連携による健康づくり事業の推進

地域保健、職域保健関係団体等との連携を図りながら、生活習慣病

予防対策等について協議し、健康課題や情報の共有、保健事業の共同

実施等を検討し、効果的・効率的な健康づくりを推進する。

２ 食環境整備の推進

福島県食育推進計画に基づき、食育の推進や生活習慣の改善に

つながる健康情報の提供、給食施設や飲食店等、食を提供する施

設における食環境の整備を推進する。

さらに、管内市町村との協働により、平成２４年度に作成した「災

害に備えた食料備蓄のリーフレット」を用いながら、住民による「自

[健康増進課］ 助」の取り組みを推進する。

地域自殺対策強 福島県自殺対策推進行動計画及び福島県自殺対策緊急強化基金事業実

化事業 施要綱に基づき、地域における自殺対策の強化を図り、自殺者数の減少

（重点事業） につなげる。

１ 関係機関連絡会議等の開催

関係機関との連携調整を図り、効果的な自殺予防事業の推進を図る。

２ 関係機関の研修会の開催

３ 普及啓発事業の実施

４ 市町村人材育成事業の実施

[障がい者支援チーム］ ５ 対面型相談支援等事業の実施

６ 市町村の求めに応じた計画策定等の支援

感染症対策事業 １ 結核患者の発生を迅速に把握し、療養支援とまん延防止を図る。

（重点事業） ２ ＨＩＶ感染に関する正しい知識の普及啓発及び検査・相談体制を充

実させ、感染予防対策を推進する。

３ 肝炎患者の発見、早期治療を促進させ、将来の肝硬変、肝がんの予

防及び肝炎ウイルスの感染予防を図る。

４ 麻しんの排除を達成するため、ＭＲワクチン定期接種率の向上を支

援し、発生時には速やかに調査等を行い、感染拡大防止を図る。

５ インフルエンザに関する知識の普及啓発を図るとともに、新型イン

フルエンザ等については、国や県の行動計画に基づき、関係機関の協

[感染症予防チーム］ 力を得て、相談体制や管内の医療体制の整備を推進する。
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◎ 地域医療の推進

事業名 事 業 の 概 要

医療の安全確 近年、医療事故や院内感染が多発していることから、これらの未

保対策事業 然防止に重点を置き、医療法に基づく立入検査（医療監視）による

（重点事業） 指導及び助言に努めるとともに、医療従事者等を対象にした医療安

[医事薬事チーム］ 全研修会を開催して医療の安全管理体制のより一層の充実を図る。

献血推進事業 県内で必要とする血液を県民の献血により確保するため、市町村及

（重点事業） び血液センターと連携して献血思想の普及や広報活動を行い、献血者

の確保を図る。

愛の血液助け合い運動（7月１～31日）

・街頭献血キャンペーン（須賀川市、田村市）

[医事薬事チーム］ ・事業所に対する協力依頼

◎ 日本一安心して子どもを生み育てる環境づくり

事業名 事 業 の 概 要

母子保健事業の 慢性疾病等の長期にわたり療養を必要とする児童について適切な療

推進 育を確保するために、その疾病の状況に応じた指導・相談・助言を行

（重点事業） う。

また、高度生殖医療（体外受精・顕微授精）による不妊治療を受け

ている夫婦の経済的負担を軽減するため、治療費の一部を助成すると

ともに、不妊や不育等の悩みに関する総合相談や、不妊や不育症治療

について理解を得るための普及啓発を実施する。

また、市町村が実施する母子保健事業の円滑な推進を支援するため、

専門的な情報提供や技術協力を行う。

１ のびゆく子ども支援事業

(1) 交流・相談事業

(2) 訪問指導事業

２ 発達障がい児支援者スキルアップ事業

(1) 研修事業

(2) 事例検討

３ 不妊・不育サポート事業

[児童家庭支援チーム］ (1) 特定不妊治療費助成事業

(2) 不妊・不育専門相談事業

(3) 不妊・不育症普及啓発事業

４ 市町村母子保健事業の推進に係る支援
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◎ ともにいきいき暮らせる福祉社会の推進

事業名 事 業 の 概 要

県中管内市町 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第107条第１項の規定に基づく管

村地域福祉計 内市町村の市町村地域福祉計画の策定を促進するため、同計画の策定

画策定研究会 主体である管内市町村及びこれと密接に関連する管内市町村社会福祉

開催事業 協議会への情報提供、意見交換の場の提供を行うことにより、管内に

（重点事業） おける地域福祉の一層の推進を図る。

[総務企画課］

介護保険制度 第六次福島県高齢福祉計画・第五次福島県介護保険事業支援計画

円滑化事業 (24～26年)の円滑な実施を推進するとともに、介護保険法に基づき、

（重点事業） 市町村において地域支援事業や地域包括支援センターが円滑に実施、

運営できるよう支援する。

さらに、居宅サービス提供事業所等が要介護（要支援）高齢者に対

し、適切なサービスを提供するよう指導する。

１ 第六次福島県高齢者福祉計画等の進行管理

２ 市町村が行う地域支援事業、地域包括支援センター等に対する連

[高齢者支援チーム] 携調整、助言並び研修事業

３ 居宅サービス事業所に対する情報の提供、指導、助言

精神障がい者地 退院可能な精神障がい者に対する退院促進と地域移行を図るととも

域移行・地域定 に、本人の望む地域で安心して暮らすことができる地域定着を促進する

着推進事業 ために、関係機関と連携しながら地域での見守り体制や受入体制の整備

（重点事業) に努める。

１ 地域移行・地域定着検討会の開催

２ 地域移行スキルアップ理解促進研修会の開催

３ ピアサポーターの育成

[障がい者支援チーム］ ４ 精神障がい者アウトリーチ推進事業

自立支援プログ 被保護者の状況や自立阻害要因を把握して、これに対応する支援の具

ラム 体的な内容や実施手順を定めたプログラムにより、必要な支援を行う。

（重点事業） １ 若年者・中高年者就労支援プログラム活用による就労支援

[生活保護課] ２ 長期入院患者退院促進プログラム活用による地域生活移行支援

住宅手当緊急特 就労能力及び意欲のある離職者のうち、住宅を喪失又はそのおそれの

別措置事業 ある者に対して、住宅手当を支給し、住宅及び就労機会の確保に向けた

（重点事業） 支援を行う。

[生活保護課]
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事業名 事 業 の 概 要

子ども健全育成 被保護世帯を対象に、子どもや親が日常的な生活習慣の習得支援、進

支援事業 学支援及び引きこもりや不登校の支援を行うことにより子どもの健全育

（重点事業） 成を図る。

[生活保護課]

◎ 誰もが安全で安心できる生活の確保

事業名 事 業 の 概 要

おもいやり駐車 「車いす使用者用駐車施設」（以下「駐車施設」という。）を利用する

場利用制度推進 ことができる方を明確にした上で、利用対象者からの申請に基づき県が

事業 利用証を交付し、駐車施設管理者の協力の下、駐車時に利用者証の提示

（重点事業） を求めることにより駐車施設の適正利用を図る。

○利用証を交付する者の範囲

交付基準に該当する次のいずれかの者

「身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、難病患者、要支

[高齢者支援チーム］ 援高齢者等、妊産婦、けが人」

安全な水の安 安全な飲料水が安定的に供給されるよう、水道施設等の立入検査

定的な確保 を行い、水道事業者等に対し適正な水質管理や水道施設の維持管理

（重点事業） の徹底を図るよう指導助言を行うとともに、水道施設等の計画的な

整備促進を支援する。

１ 水道施設等の立入検査の実施

２ 国庫補助等の活用による水道施設等の計画的な整備促進の支援

[環境衛生チーム］ ３ 飲用井戸等の衛生対策指導

食品等の安全性 食品等の安全確保と消費者の安心を実現するため、福島県食品衛生監視

の確保 指導計画に基づき、食品営業施設等への監視指導を重点的、効率的かつ

（重点事業） 効果的に実施するほか、流通食品等の各種検査を実施するとともに、講

習会等を通じて食の安全に関する正しい知識の普及啓発及び情報提供を

行う。

１ 食品営業施設等への計画的な監視指導

２ 流通食品等の収去検査の実施

[食品衛生チーム］ ３ 消費者や食品等事業者に対する食の安全等に関する情報の提供
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事業名 事 業 の 概 要

人と動物の調 狂犬病発生と犬による危害を防止するため、飼育者、地域住民及

和ある共生の 学校児童に対し、適正飼養の啓発を行うとともに、動物愛護に対

推進（重点事 る理解と関心を深め、人と動物の調和ある共生を推進する。

業） １ 犬の適正飼養管理に関する啓発

２ 動物取扱業者に対する監視指導及び動物取扱責任者に対する研

修

[食品衛生チーム］ 特定動物飼養者に対する監視指導

４ 未登録犬の解消と狂犬病注射実施率向上に関する指導助言

薬物乱用防止 若年層の薬物乱用防止を図るための普及啓発を図る。

啓発等事業 １ 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動(国連薬物乱用根絶宣言支援事業)

（重点事業） ・６２６ヤング街頭キャンペーンの実施
ろくにーろく

民間ボランティアである薬物乱用防止指導員協議会とともに、

国連決議による「６・２６国際麻薬乱用撲滅デー」を県民に周知

し、若年層に対して薬物乱用防止を啓発する。

郡山、田村、須賀川、石川地区：６～７月に開催

２ 薬物乱用防止教室の開催

管内（郡山市を除く。）の小・中学校からの講師派遣要請により薬

物乱用防止指導員又は保健所職員が啓発のための講話を行う。

３ スクールキャラバンカーによる啓発

管内の小・中学校に対して(財)麻薬・覚せい剤乱用防止センター

の啓発バスを利用した薬物乱用防止の啓発を行う。

４ 不正大麻・けし撲滅運動

・不正大麻・けし撲滅の普及啓発を行うとともに、5/15～7/31の運

[医事薬事チーム］ 動月間中に、不正に栽培されているけし等の発見・抜去を行う。

保健・福祉宅 当事務所職員の有する専門知識を活用し、地域住民の健康づくり

配講座事業 と福祉の情報提供を内容とする「保健・福祉宅配講座」を実施する。

（重点事業） （平成２５年度保健福祉部創意事業）

１ 住民の身近な場所に職員を派遣し、健康増進や生活に役立つ内

容の講座の提供

２ 事業の積極的な活用を促進するため、各種会合・会議等におい

[総務企画課］ て、利用拡大のための啓発の実施
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５ 県中地域保健医療福祉推進計画進行管理指標

【進行管理指標】

主要 指 標 名 現況値 25～28年度 目 標 値 最終目標値

施策 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

１ 放射性物質の基準値

を超えて出荷流通した ０ ０ ０ ０ ０ ０

不良食品数 (管内）

福祉避難所を指定して ３町村 ９市町村 12市町村 12市町村 12市町村 12市町村

いる市町村数 (25.0%) (75.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)

(県中地域）

２ がん検診受診率 (23年度) (29年度)

(管内）

胃がん 22.6％ 28.0％ 33.5% 39.0％ 44.5％ 50.0%

[市町村が 以上

実施する 子宮が 31.8％ 35.4％ 39.0% 42.6％ 46.3％ 50.0%

集団検診 ん 以上

＋施設検 肺がん 33.2％ 36.5％ 39.8% 43.2％ 46.6％ 50.0%

診] 以上

乳がん 28.6％ 34.8％ 41.1% 47.4％ 53.7％ ６0.0%

以上

大腸が 22.8％ 30.2％ 37.6% 45.0％ 52.5％ ６0.0%

ん 以上

特定健診実施率 39.0％ 43.2％ 47.4% 51.6％ 55.8％ 60.0％

[市町村国保](管内） （22年度） (29年度)

うつくしま健康応 95店舗 100店舗 105店舗 110店舗 115店舗 135店舗

援店普及店舗数

(管内）

麻しん予防接種 第1期92.2%

率 (管内） 第2期93.0% 95％以上 95％以上 95％以上 95％以上

（23年度）

３ 献血者目標達成率 94.3％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

(赤血球換算数)(管内)

４ 一時預かり施設数 14施設 増加を 増加を 26年度以 26年度以 26年度以

(管内） （23年度） 目指す 目指す 降に設定 降に設定 降に設定

延長保育実施施 22施設 増加を 増加を 26年度以 26年度以 26年度以

設数(管内） （23年度） 目指す 目指す 降に設定 降に設定 降に設定

病児・病後児保育 ０施設 増加を 増加を 26年度以 26年度以 26年度以

実施施設数 (管内） （23年度） 目指す 目指す 降に設定 降に設定 降に設定

５ 市町村地域福祉計 66.6％ 75.0％ 75.0％ 83.3％ 83.3％ 83.3％

画策定率 (県中地域） 以上 以上 以上 以上 以上

介護保険の要介 17.8％ 17.9％ 18.1％ 26年度 26年度 29年度

護(要支援)に該当 以下 以下 に設定 に設定 に設定

する高齢者の割合

（県中地域）
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主要 指 標 名 現況値 25～28年度 目 標 値 最終目標値

施策 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 32年度

５ 地域生活に移行 32人 47人 134人 26年度 26年度 29年度

した障がい者数 （累計） (累計) (累計) に設定 に設定 に設定

〔身体障がい者及び （23年度）

知的障がい者〕

（県中地域）

地域生活に移行 16人 24人 79人 26年度 26年度 29年度

した障がい者数 (累計) (累計) (累計) に設定 に設定 に設定

〔精神障がい者〕 （23年度）

（県中地域）

６ 不良食品件数 １１ ０ ０ ０ ０ ０

(管内）
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Ⅲ 総務企画部の業務

第１ 総務企画課の業務

１ 庶務・経理

職員の給与、福利厚生及び所の予算・決算事務を総括し、所内運営に必要な経費の支

出や負担金等の収入事務を行っています。

２ 財産管理

所が所管する県有財産の維持管理及び庁舎の維持管理や防火管理を行っています。

３ 表 彰

叙勲及び褒章、厚生労働大臣表彰、知事表彰・感謝状、各種団体表彰の推薦を行って

います。

４ 保健・医療・福祉の総合的な推進

○市町村及び関係機関等との連携

少子・高齢化の進行、生活習慣病の増加等による疾病構造の変化、ノーマライゼ

ーションの意識の高まり等、保健・医療・福祉を取り巻く情勢の変化に伴い、高度

化・多様化する県民ニーズに的確に対応するため、以下の会議等を通じて、市町村、

関係機関等との協議や連携を深め、各種施策や事業を積極的、かつ、円滑に推進し

ていきます。

【開催状況】
会議名 開催日 主な協議内容

県中地域保健 平成24年 １ 県中地域保健医療福祉推進計画の進行管理について

医療福祉協議 9月12日 ２ 「福島県保健医療福祉ビジョン」の見直しについて

会(平成21年～) ３ 「うつくしま子ども夢プラン（後期行動計画）」

の見直しについて

４ 「第六次福島県医療計画」の策定について

平成25年 １ 平成24年度県中保健福祉事務所新規・重点事業等

3月 7日 報告について

２ 平成25年度県中保健福祉事務所基本方針及び新規

・重点施策について

３ 平成25年度県中保健福祉事務所新規・重点事業等

について

４ 県中地域保健医療福祉推進計画の見直しについて

管内市町村保 平成24年 １ 平成24年度県中保健福祉事務所基本方針及び新規

健福祉衛生担 5月14日 ・重点施策について

当課長会議 ２ 平成23年度県中保健福祉事務所新規・重点事業等

報告及び平成24年度新規・重点事業等について

３ 管内市町村の平成24年度重点事業等について
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５ 地域保健等推進体制の整備

(1) 市町村保健センターの整備

市町村保健センターは、平成6年に制定された地域保健法による施設であり、健康

相談、保健指導及び健康診査等の基本的な保健サービスを実施しています。

管内における施設の整備状況は、保健センターを所有している市町村は郡山市を含

め11市町村であり、類似施設として健康管理センターを１町が設置しています。

(2) 健康づくり従事職員の配置状況

市町村に配置されている保健師や栄養士の資質の向上を通じて、住民の健康づくり

の推進に努めています。

職 区 須 田 鏡 天 石 玉 平 浅 古 三 小 管 郡 県

賀 村 石 栄 川 川 田 川 殿 春 野 内 山 中

種 分 川 市 町 村 町 村 村 町 町 町 町 計 市 地

市 域

保 保健 14 17 4 3 4 1 2 3 4 5 4 61 29 90

健 福祉 2 1 0 0 2 1 2 0 0 0 1 9 31 40

師 他 0 0 0 0 1 1 0 0 0 1 0 3 2 5

計 16 18 4 3 7 3 4 3 4 6 5 73 62 135

栄 保健 2① 3 2 1 1 1① 1 1① 1 0 0 13③ 4③ 17⑥

養 福祉 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 3 1① 4①

士 他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 1 3

計 4① 3 2 1 2 1① 1 1① 1 2 0 18③ 6④ 24⑦

※保健師数：「平成24年度保健師等活動領域調査：厚生労働省（H24.5.1現在）」

※栄養士数：「平成24年度行政栄養士等の調査：福島県（H24.6.1現在）」

※丸数字の数は嘱託・臨時職員数を表します。

(3) 地域保健福祉活動推進研修

市町村及び関係機関等において、地域保健福祉事業及び活動に従事する関係者の
資質の向上を図り、地域保健福祉対策の推進に努めています。
【開催状況】 （平成24年度）
回 研修会名 開催日・開催会場 参加者数

１ 新任期地域保健担当職員ネットワーク推進 平成24年11月30日 18名

事業 県中保健福祉事務所

２ 難病患者支援職員研修「神経難病治療者の 平成24年11月2日 69名

こころのケア研修会」 県中保健福祉事務所

３ 高齢者介護施設等における感染症対策研修 平成24年10月24日 54名

～平常時の対応と集団発生時の対応～ 県中保健福祉事務所
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(4) 各種学生等実習状況（保健・福祉）
保健・医療・福祉の各分野からの実習生を受け入れて、これらの分野の人材育成

を支援しています。
養成施設名 （実習分野等） 人数（人）日数(日)

県立医科大学看護学部 (地域看護学実習) 15 1

(課題別実習） 2 19

ポラリス保健看護学院 (地域看護学実習) 一斉講義 25 1

事業参加見学 2 2

国際メデｲカルテクノロジ－専門学校（看護学科4年生） 9 1

福島介護福祉専門学校 （社会福祉現場実習） 8 5

郡山健康科学専門学校 （社会福祉現場実習） 6 4

郡山女子大学（管理栄養士養成施設における「臨地実習」） ４ 5

(5）養成施設への講師派遣

保健・医療の分野の養成施設からの講師派遣要請を受け入れて、これらの分野の

人材育成を支援しています。

（平成24年度）

養成施設名 派遣職員数（人） 派遣延べ日数（日）

公立岩瀬病院附属高等看護学院 4 5

福島病院附属看護学校 3 5

６ 保健・福祉宅配講座

(1) 事業の趣旨

管内の保健・福祉・衛生の向上に寄与するため、住民、民間団体、事業所、公共団

体等の要望に応じて当事務所職員を派遣し、健康づくり・福祉・衛生に関する正しい

知識や、制度に関する普及啓発、情報提供などを内容とする研修会等を実施していま

す。

(2) 事業開始日 平成10年6月15日

(3) 平成24年度実績（参照：P32「保健・福祉宅配講座」実施状況）

ア 開催回数 37回

イ 受講者数 累計 1,582名

７ 社会福祉法人

管内の社会福祉法人の運営について、定款変更の許認可、指導監査及び日常的な指導

を行っています。

(1) 社会福祉法人の指導監査

管内８法人で実施。

(2) 市町村社会福祉協議会の指導監査

管内６市町村社会福祉協議会で実施。
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８ 民生児童委員

民生児童委員の選任手続きや民生委員協議会負担金交付等の事務を行うなど、民生児

童委員の活動を支援しています。

民生委員協議会 23協議会

民生児童委員 534人(（平成22年12月選任） 主任児童委員 49人（平成22年12

月選任）)

９ 部創意事業

厳しい財政状況の中にあっても、私たちは、保健・医療・福祉サービスの充実・向上

を図り、県民の安全、安心を確保していくため、事業としての予算措置はなくとも、職

員の創意工夫と行動力により各種の取り組みを進めて来ており、保健福祉部創意事業と

して実施しております。

県中保健福祉事務所においても、次の５事業を創意事業として積極的に取り組んでき

ました。

１ 「災害時に困らないための食の備え」についての検討～県中管内市町村住民向け

食料備蓄の普及啓発資料の作成～

２ 介護予防事業・地域支援事業に関する情報交換会

３ 県中地域がん医療推進ネットワーク事業

４ 市町村母子保健事業ブラッシュアップ支援事業

５ 保健・福祉宅配講座

10 地域がん医療推進ネットワーク事業

県中地域のがん診療連携拠点病院などと密接な連携を図りながら、県中地域がん医療

推進ネットワーク会議を設置し、県中地域連携クリティカルパスを作成しました。

１ 構成メンバー

地域がん診療連携拠点病院、地区医師会、地域包括支援センター等

２ 平成22年6月24日に事務局を財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院に引き継ぎ

ましたが、東日本大震災対応のため、第1回の「県中地域がん医療推進ネットワーク

会議」が開催できませんでした。

11 各種統計調査

(1) 人口動態統計

人口動態調査は、国勢調査と並ぶ国の主要統計で、統計法に基づく指定統計です。

人口動態調査資料は、出生、死亡、死産、婚姻及び離婚について、市町村長が調査

票を作成し、その調査票は、保健福祉事務所長、都道府県知事を経由し、厚生労働省

に提出されます。

これらの調査結果は、衛生行政施策を企画するための科学的な基礎資料として活用

されています。

(2) その他

各種統計調査の実施年度は、管内の調査結果について取りまとめを行っています。

12 戦傷病者援護

(1) 軍人軍属等であった方々の公務上の傷病に関して国家補償の精神に基づき、特に療

養の給付等の援護を行う戦傷病者援護法により、戦傷病者手帳の交付を受けている方
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々に対して、戦傷病者乗車券引換証を市町村を通じて交付しています。

なお、この法律に基づく各種請求についての窓口は、請求者の居住している市町村

となっています。

(2) 管内にある遺族会との連絡調整を行っています。

13 日本赤十字社・共同募金会
(1) 日本赤十字社

日本赤十字社は、「人道的任務を達成する」ことを目的に組織され、赤十字募金、

災害救助、病院経営、赤十字奉仕団や青少年赤十字の組織活動、社会事業など、多岐

にわたる活動を行っています。

これらの活動は、社員等が納入する社資によって実施されています。

各地区・分区の平成24年度の社資募集状況は、次表のとおりです。

（単位、円、％）

地区・分区名 目 標 額 実 績 額 達 成 率

（円） （円） （％）

鏡 石 町 1,631,000 1,669,500 102.4

天 栄 村 804,000 920,000 114.4

石 川 町 2,393,000 2,268,780 94.8

玉 川 村 855,000 907,500 106.1

平 田 村 966,000 886,000 91.7

浅 川 町 907,000 939,686 103.6

古 殿 町 857,000 943,500 110.1

三 春 町 2,585,000 2,534,000 98.0

小 野 町 1,599,000 1,824,500 114.1

郡 山 市 42,812,000 42,311,620 98.8

須賀川市 9,807,000 7,631,410 77.8

田 村 市 5,445,000 5,293,900 97.2

合 計 70,661,000 68,130,396 96.4

(2) 共同募金会

“赤い羽根”で親しまれてきた全国規模による共同募金運動は、人間本来の社会連帯相

互扶助精神に基づく住民の自発的寄付金により社会全体のしあわせを達成しようとする

国民たすけあい運動です。

共同募金を実施する機関は、都道府県単位に組織している都道府県共同募金会であり、

市町村に置かれている支（分）会が募金活動を展開しています。

募金は、毎年10月1日から12月末日までの3か月間に行われています。

募金による寄付金は、社会福祉施設の整備や地域福祉の充実のほか、災害時の緊急援

護等の経費に充てられています。

各支会・分会の平成24年度の募金状況は、次表のとおりです。
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（単位：円、％）

支会･分会名 一 般 募 金 歳末たすけ

Ａ 目 標 Ｂ 目 標 計 実 績 達成率 あい募金

鏡 石 町 1,014,000 721,000 1,735,000 1,752,378 101.0 1,054,875

天 栄 村 460,000 390,000 850,000 949,939 111.7 805,288

石 川 町 1,411,000 1,110,000 2,521,000 2,578,400 102.2 2,336,901

玉 川 村 540,000 1,310,000 1,850,000 1,901,425 102.7 844,375

平 田 村 530,000 1,290,000 1,820,000 1,835,668 100.8 672,858

浅 川 町 524,000 1,050,000 1,574,000 1,566,092 99.4 552,837

古 殿 町 466,000 1,074,000 1,540,000 1,558,931 101.2 540,943

三 春 町 1,439,000 1,061,000 2,500,000 2,394,035 95.7 1,417,098

小 野 町 908,000 792,000 1,700,000 2,378,105 139.8 837,916

郡 山 市 29,632,000 12,901,000 42,533,000 46,554,284 109.4 7,508,706

須賀川市 6,384,000 2,716,000 9,100,000 8,700,623 95.6 6,269,127

田 村 市 3,141,000 1,808,000 4,949,000 5,411,969 109.3 3,216,873

合 計 46,449,000 26,223,000 72,672,000 77,581,849 106.7 26,057,797
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4月13日
平田村農業構造
改善センタｰ

30 名 食中毒から身を守ろう（有毒山野草誤食防止講習会）

食品安全に関する最近の話題
食中毒から身を守ろう

6月25日
須賀川市保健セン
ター

65

「保健・福祉宅配講座」実施状況（平成２４年度）

No 申込者 開催日 開催場所 出席者数 テーマ 担当課・T名

2
池ノ下さわやかクラブ(高齢者
サロン事業）

5月18日 池ノ下町内会館 21 名

1 道の駅ひらた

名 食品衛生（食品衛生安全に関する最近の話題）

3 岩瀬地方栄養士連絡協議会 5月25日
須賀川市中央公
民館

28 名

名

集団給食施設の衛生管理

4 浅川町食品衛生協会 5月17日 浅川町商工会館 18

食品安全に関する最近の話題
食中毒から身を守ろう

6 玉川地区食品衛生組合 6月25日 玉川村商工会館 10 名 食品安全に関する最近の話題

5 須賀川市役所健康づくり課

名 衛生管理について

7 船引町食品営業者組合 7月5日 船引町商工会館 65 名

7月24日
須賀川市保健セン
ター

31 名

食品安全に関する最近の話題

8 鏡石町教育委員会 7月23日
鏡石町公民館第
一研修室

14

食中毒から身を守ろう
食品安全に関する最近の話題

10
浅川町地域包括支援セン
ター

7月25日
浅川町地域福祉
センター

20 名 食品安全に関する最近の話題

9 須賀川市役所健康づくり課

名 食中毒から身を守ろう

11 石川地区学校給食研究会 7月25日 浅川中央公民館 45 名

7月19日
鏡石町勤労青少
年ホーム会議室

16 名

衛生管理について（今日の学校給食のあり方等）

12
福島県学校給食研究会
田村市部

7月27日
田村市立船引公
民館

85

食中毒予防についての講話（ブラックボックスを使用して
の手洗い）

14
アイランド介護センター須賀
川

7月24日
アイランド介護センター
須賀川 15 名 食中毒から身を守ろう

13 鏡石町役場健康福祉課

名 お薬の基礎知識について

15 県南病院給食研究会 8月3日
郡山市労働福祉
会館

58 名

7月30日 大越町公民館 21 名

給食施設の衛生管理

16
須賀川地方健康を守る婦人
連盟

8月9日
須賀川市中央公
民館

34

食品安全に関する最近の話題
食中毒から身を守ろう

18 須賀川市教育委員会 8月17日
須賀川市産業会
館研修室

61 名 給食施設の衛生管理について

17 大越町食品衛生協会

名
食中毒から身を守ろう
その他食品衛生に関する全般

19
福島県理容生活衛生同業組
合石川支部

8月27日 石川町商工会館 32 名

9月26日
石川町勤労青少
年ホーム

16 名

（1）営業施設等の衛生
（2）ゲートキーパー講習会

20 滝根町食品営業者組合 8月24日
滝根町商工会館
２階（大会議室）

9

食中毒から身を守ろう

22 須賀川市理容師会 9月24日
須賀川商工会議
所

41 名
（1）衛生消毒
（2）ゲートキーパーについて

21
石川町食生活改善推進員
会

名
食品安全に関する全般

23 母畑高齢者学級 9月27日 高蔵内ホテル 19 名

11月12日
田村市就業改善
センター

23 名

薬の正しい使い方

24 東京工装株式会社 10月18日
東京工装株式会
社

25

（1）理容所の衛生消毒法
（2）ゲートキーパーについて

26 理容生衛三春支部 11月12日 滝根公民館 27 名
（1）理容所における衛生管理について
（2）ゲートキーパーについて

25 小野理容組合

名
感染症（伝染病）

27 県中調理師会 11月13日
須賀川市大東公
民館

27 名

11月21日
東大畑集会セン
ター

12 名

食品安全に関する最近の話題

28
アイランドサポート株式会
社

11月20日
アイランド介護セ
ンター須賀川

11

感染症（インフルエンザ等）について

30 須賀川市農産加工振興会 12月19日
須賀川市東公民
館

13 名
食品衛生に関する講座（漬物等加工食品製造に係
る衛生管理について）

29 浅川町地域包括センター

名
エイズ・ＨＩＶ

31
須賀川市役所健康づくり
部こども課

12月25日
須賀川アリーナ1
階幼児室

39 名

1月9日
株式会社ブリティッシュ・ヒ
ルズ　アンバサダーズホー
ル

80 名

感染症について（ノロウィルス・インフルエンザの予
防と発生時の対応）

32 県立小野高等学校 12月21日
小野高校第一体
育館

460

(1)感染症（ノロウィルスに関すること）
(2)食中毒に関すること

34 （株）ネクスコ東日本リテイル
磐越自動車道阿武隈高原SA

1月24日
2月14日
2月21日

磐越自動車道
阿武隈高原SA

58 名 食中毒防止・手洗いの重要性について

33
株式会社ブリティッシュ・ヒ
ルズ

名
食品衛生（食中毒予防）
感染症（インフルエンザ・ノロウイルス）

35 グランシア須賀川 2月18日 グランシア須賀川 15

食品衛生法に基づく食品表示・漬け物の衛生規範の改
正

名

3月13日 三春合同庁舎 20 名

食中毒から身を守ろう（ノロウイルス）

県中農林事務所田村農業普
及所

36 八幡屋 3月12日 八幡屋 18

食品衛生Ｔ

合計 1,582 名

37

－３２－
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Ⅳ 健康福祉部の業務

第 １ 保健福祉課の業務

第1-１ 高齢者支援チームの業務

１ 高齢者福祉（参照：ｐ38資料(1)）

本県における65歳以上の高齢者人口の割合は、平成25年4月1日現在26.6％と、4人に1

人が高齢者という状況にあり、今後、人口が減少していく中、高齢者人口の割合はさら

に上昇し続けるものと見込まれています。

また、今後、認知症を有する高齢者、医療ニーズの高い高齢者、重度の要介護者、そ

して、単身・高齢者のみ世帯の増加が見込まれるなど、総合的な高齢社会対策の推進が

必要となっています。

このような状況を踏まえて、本県では「第六次福島県高齢者福祉計画及び第五次

福島県介護保険事業支援計画【うつくしま高齢者いきいきプラン】」（計画期間：平成

24～26年度）（以下「【うつくしま高齢者いきいきプラン】」という。）に基づき、国や市

町村等と連携を図りながら、高齢者一人ひとりが大切にされ、いきいきと、健やかに、

安心して生活できる、地域で支え合う「ふくしま」の実現を基本とした施策を展開して

います。

(1) 【うつくしま高齢者いきいきプラン】の策定及び推進

当所においては、管内の保健医療福祉関係者、市町村担当課長等で構成する「県中

地方高齢者福祉計画等連絡調整会議」を開催して、【うつくしま高齢者いきいきプラ

ン】の策定時には、計画における介護保険対象サービスの見込量や施設整備量の設定

にあたって、管内市町村の計画における数値をもとに、市町村や関係団体の意見を踏

まえながら、広域的な調整を図ります。

また、【うつくしま高齢者いきいきプラン】の策定後は、管内における計画の進捗

状況の管理、課題の調整及び施策の推進方策の検討などを行います。

平成24年度は、管内の既存計画の進行管理や情報交換を行うため、「県中地方高齢

者福祉計画等連絡調整会議」を平成25年1月に開催しました。

(2) 施設福祉対策

市町村、社会福祉法人、医療法人等が、【うつくしま高齢者いきいきプラン】に基

づき実施する、高齢者の福祉施設等整備のための補助金の要望、協議、申請等の取り

まとめや助言等を行います。

平成25年度においても、計画的な施設の整備を進めます。

○社会福祉施設整備事業

社会福祉法人、市町村等による老人福祉施設の整備を支援するため、施設建設に

要する経費に対して補助を行います。

○介護老人保健施設整備事業

介護老人保健施設を整備する医療法人等に対して、工事費、工事事務費、設備整

備費を補助します。

○小規模介護施設等緊急整備等臨時特例基金事業

（小規模介護施設等の緊急整備特別対策事業）

国の介護基盤緊急整備等臨時特例交付金等による基金を活用して、地域において

将来必要となる小規模な介護施設、地域介護拠点の緊急整備を支援します。
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２ 介護保険（参照：ｐ39資料(3)）

平成12年度から導入された介護保険制度について、【うつくしま高齢者いきいきプラ

ン】に基づき、保険者である市町村を支援しながら、介護保険全般に関する施策の推進

を図っています。

(1) 県事業の推進（参照：ｐ40資料(4)）

介護保険制度が普及定着するとともに、サービス提供事業所も増加しているため、

適切な指定申請受付事務を行っています。

また、適正な介護サービスが提供されるよう、サービス提供事業所に対する実地指

導等を強化するとともに、指定地域密着型サービス事業者に対する市町村の指導を支

援します。

さらに、介護保険に関する不服申し立てを審査するための機関である「介護保険審

査会」の設置、運営を行っています。

＜サービス提供事業所に対する事業実績＞ (単位：事業所数)

年 度 新規指定申請 実地指導 集団指導

平成22年度 22 57 57

平成23年度 39 23 －

平成24年度 35 37 －

(2) 市町村事業の支援

平成18年4月から介護保険法等の一部を改正する法律が施行されたことに伴い、保

険者である市町村の介護保険事業が適正に運営されるよう、必要な助言、研修等を実

施します。

＜平成24年度事業実績＞

実 施 事 業 実 績 備 考

介護保険市町村事務技術的助言 ４市町村

介護認定審査会委員研修 １３１人参加 ３月１４日開催

介護認定調査員研修 ３８９人参加 ３月 ５日開催

(3) 介護予防市町村支援事業

平成18年度の介護保険法改正により、新たな予防給付の導入や介護予防事業を含む

地域支援事業が創設されました。

｢介護予防市町村支援事業｣において、市町村が実施する地域支援事業（介護予防事

業）が効率的に実施されるよう、介護予防市町村支援を行うとともに、圏域別連絡会

議で、事業に関する評価と支援内容を検討します。

また、保健福祉部創意事業における「介護予防事業等情報交換会」と連動して、介

護予防市町村支援を効果的に実施します。

被災地支援においては、原発特例法による地域支援事業が避難先市町村で円滑に実

施されるよう、避難元市町村と避難先市町村との打ち合わせや情報交換等を実施しま

す。

なお、地域包括支援センターは、平成17年6月に行われた介護保険法の改正におい

て導入され、介護保険制度の持続可能性の追求と、法定給付のみではカバーできない

さまざまな高齢者住民の課題に対応する地域の拠点として位置づけられ、管内(郡山
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市を含む）には31カ所の地域包括支援センターがあり、3カ所が市町村直営、その他

は社会福祉法人・医療法人・財団法人等に委託して運営されています。

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年へ向けて、高齢者が尊厳を保ちながら重

度な要介護状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、国は、住まい、医療、介護、予防、生活支援が日常生活の場

で一体的に提供できる地域での体制(地域包括ケアシステム)づくりを推進していま

す。

この「地域包括ケアシステム」の構築に向けて、中心的役割を果たすことが求めら

れている地域包括支援センターへの期待はますます高まっています。

＜平成２４年度事業実績＞

実 施 事 業 実 績 備 考
①介護予防事業等情 １０名参加 ○平成２４年７月９日開催
報交換会 ・石川町で実施している北町サロン現地視

察
・講話研修（地域サロンの立ちあげと支援
について）講師：石川町地域包括支援セ
ンター 久保木係長

２０名参加 ○平成２４年９月１０日開催
・午前：「徘徊ＳＯＳネットワーク、地域
包括ケア体制、今後の認知症施策の方向
性、介護予防・日常生活支援総合事業」
についての研修。講師：本庁高齢福祉課
職員

・午後：介護予防事業の実施結果や取組に
ついての情報交換会

②県中地方高齢者福 ○平成２５年１月２９日
祉計画・介護保険事 ・介護予防関連事業の取り組み状況につい
業計画策定等連絡会 て、連絡会で説明。（平成２３年度市町

村別介護予防事業結果報告、地域包括ケ
アシステムやこれからの介護予防の情報
提供）

③原発特例法に伴う ３名参加 ○平成２４年５月１５日開催
地域支援事業の打ち (郡山市との打ち合わせ)
合わせ ４６名参加 ○平成２４年６月１４日開催

(参加被災市町村：南相馬市、楢葉町、
富岡町、川内村、大熊町、双葉町、葛
尾村、浪江町、飯館村、田村市)

④仮設住宅における ９名参加 ○平成２４年６月２６日開催
生活機能支援事業打 （参加被災町村：川内村）
ち合わせ ○平成２４年１０月３１日開催

１２名参加 （参加被災町村：富岡町、川内村、葛尾
村、双葉町、）

⑤生活機能低下予防 ・基本研修
研修会 ２５名参加 郡山会場・・・平成２５年１月２９日

１２名参加 三春会場・・・平成２５年２月５日

・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修

２２名参加 郡山会場・・・平成２５年２月２８日
１６名参加 三春会場・・・平成２５年３月６日
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３ 長寿社会対策・人にやさしいまちづくり

本県では、平成10年3月に策定された「新福島県高齢社会対策総合指針」、平成7年3

月に制定された「人にやさしいまちづくり条例」及び【うつくしま高齢者いきいきプラ

ン】に基づき、高齢者の生きがいづくり、健康づくり、社会参加活動、そして、高齢者

が安心して暮らせる環境の整備を促進し、豊かで明るい長寿社会づくりを進めています。

当所では、以下の事業等により、長寿社会対策・人にやさしいまちづくりを推進して

います。

(1) 生きがい対策、敬老対策（参照：ｐ38資料(2)）

ア 老人クラブ活動等社会活動促進事業（国・県補助）

高齢者の自主的な組織である老人クラブが、高齢社会、地域社会を支える担い手

として、地域でいきいきと活躍できるよう、老人クラブの活動費の一部に対し市町

村（中核市を除く）を通じて補助します。

平成24年度は、271単位老人クラブ、11市町村老人クラブ連合会に対して、8,837

千円を助成しました。

イ 百歳高齢者知事賀寿贈呈

高齢者の百歳の誕生日に長寿をお祝いするため、知事賀寿、記念品を贈呈します。

＜百歳高齢者知事賀寿贈呈の状況＞

男 女 計

平成22年度 11 72 83

平成23年度 12 85 97

平成24年度 13 63 76

(2) やさしいまちづくりの推進（参照：ｐ41資料(5)）

ア やさしさマークの交付

「人にやさしいまちづくり条例」に基づき、すべての県民が安心して利用できる

よう配慮された建築物を広く県民にお知らせするため、条例の整備基準に適合する

施設に対し、「やさしさマーク」を交付します。

＜年度別交付実績＞

交付件数

平成22年度 1

平成23年度 1

平成24年度 1

イ 人にやさしいまちづくり支援事業

県では、「人にやさしいまちづくり条例」の整備基準に適合する施設整備を実施

する民間建築物等に対し、整備に必要な資金の融資を行っています。

当所では、当該融資の申込みがあった場合、その内容を審査し、適格認定を行い

ます。

(3) おもいやり駐車場利用制度推進事業

「おもいやり駐車場」を利用することができる方を明確にした上で、その方からの

申請に基づき県が利用証を交付します。
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駐車施設管理者の協力の下、駐車時に利用証の掲示を求めることにより、この駐車

施設の適正利用を図ります。

＜年度別交付実績＞

交付件数

平成22年度 469

平成23年度 403

平成24年度 552
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資 料

(1) 市町村別、施設別老人ホーム入所状況

（平成25年4月1日現在）

市町村名 養護老人ホーム 特別養護老人ホーム

郡 山 市 ７３ ９７７

須賀川市 １８ ３９７

田 村 市 １５ １９４

鏡 石 町 ４ ６７

天 栄 村 ０ ６１

石 川 町 ３２ ９８

玉 川 村 ７ ３２

平 田 村 ２ ３７

浅 川 町 ８ ３６

古 殿 町 ４ ５１

三 春 町 ２９ ６０

小 野 町 ４ ５０

合 計 １９６ ２,０６０

(2) 長寿社会対策・やさしいまちづくり

平成24年度 老人クラブ やさしさマーク

市町村名
百歳高齢者 (H25.3末現在) 交付件数

知事賀寿 単位老人 市町村連合会 （施設数）

贈呈者数 クラブ数 加入会員数 (H25.3.31現在)

郡 山 市 42 204 11,397 43

須賀川市 12 73 3,820 14

田 村 市 7 77 6,441 3

鏡 石 町 0 12 1,052 2

天 栄 村 0 4 104

石 川 町 4 21 1,116 3

玉 川 村 0 9 433 1

平 田 村 1 11 480

浅 川 町 0 9 489 2

古 殿 町 3 11 514 1

三 春 町 3 22 1,378 5

小 野 町 4 22 1,303 1

合 計 76 475 28,527 75

（注）単位老人クラブ数及び市町村連合会加入会員数は、補助対象クラブ数

及び会員数。



　(3) 市町村別高齢者の人口、介護保険認定者数

認定者 構成比 % 認定者 構成比 % 認定者 構成比 % 認定者 構成比 % 認定者 構成比 % 認定者 構成比 % 認定者 構成比 %

郡 山 市 326,998 72,035 22.3 36,966 11.5 1,597 12.9 1,413 11.5 2,620 21.2 2,374 19.2 1,451 11.8 1,768 14.3 1,110 9.0 12,333 17.4

須賀川市 77,198 17,885 23.3 9,533 12.4 289 8.9 491 15.2 621 19.2 530 16.4 445 13.8 521 16.1 338 10.4 3,235 18.2

田 村 市 38,604 11,552 30.0 6,939 18.0 190 7.8 259 10.6 385 15.8 405 16.7 419 17.2 408 16.8 366 15.0 2,432 20.9

鏡 石 町 12,587 2,863 22.8 1,468 11.7 50 11.1 68 15.1 86 19.1 73 16.2 54 12.0 74 16.4 46 10.2 451 15.7

天 栄 村 5,979 1,663 27.8 1,032 17.3 22 7.0 32 10.2 38 12.1 58 18.4 60 19.0 46 14.6 59 18.7 315 18.8

石 川 町 17,179 4,977 29.1 2,915 17.0 63 7.5 99 11.8 114 13.5 158 18.8 139 16.5 104 12.4 165 19.6 842 16.9

玉 川 村 7,027 1,703 24.2 1,005 14.3 42 13.6 45 14.6 47 15.3 48 15.6 41 13.3 40 13.0 45 14.6 308 18.1

平 田 村 6,615 1,765 26.7 1,082 16.4 20 6.6 28 9.2 41 13.5 69 22.7 50 16.4 29 9.5 67 22.0 304 17.9

浅 川 町 6,720 1,810 26.9 999 14.9 19 7.5 28 11.0 37 14.6 47 18.5 44 17.3 36 14.2 43 16.9 254 13.9

古 殿 町 5,694 1,828 32.1 1,213 21.3 36 11.8 33 10.9 28 9.2 57 18.8 42 13.8 45 14.8 63 20.7 304 16.2

三 春 町 17,581 4,855 27.6 2,774 15.8 112 13.3 97 11.5 168 19.9 143 16.9 103 12.2 111 13.1 111 13.1 845 17.3

小 野 町 10,626 3,162 29.8 1,931 18.2 26 4.2 72 11.5 112 17.9 134 21.5 99 15.9 102 16.3 79 12.7 624 19.3

県中圏域 532,808 126,098 23.9 67,857 12.8 2,466 11.1 2,665 12.0 4,297 19.3 4,096 18.4 2,947 13.2 3,284 14.8 2,492 11.2 22,247 17.8

県計 1,949,595 515,251 26.6 283,054 14.6 10,597 11.1 12,475 13.0 16,466 17.2 17,523 18.3 13,625 14.2 13,280 13.9 11,739 12.3 95,705 18.7

注 １　総人口・65歳以上人口・75歳以上人口は、平成25年4月1日現在（福島県現住人口調査による）

　　４　要支援・要介護の状態像

　　 要支援１：日常生活上の基本動作は、ほぼ自立。要介護状態への予防のため手段的日常生活動作において何らかの支援を要する状態

要支援２：要支援1の状態から、手段的日常生活動作を行う能力がわずかに低下し、何らかの支援が必要となる状態

要介護１：要支援２の状態から、手段的日常生活動作を行う能力が一部低下し、部分的な介護が必要となる状態

要介護２：要介護１の状態に加え、日常生活動作についても部分的な介護が必要となる状態

要介護３：要介護２の状態と比較して、日常生活動作及び手段的日常生活動作の両方の観点からも著しく低下し、ほぼ全面的な介護が必要となる状態

要介護４：要介護３の状態に加え、さらに動作能力が低下し、介護なしには日常生活を営むことが困難となる状態

要介護５：要介護４の状態よりさらに動作能力が低下しており、介護なしには日常生活を営むことがほぼ不可能な状態

　　３  要介護認定者数と認定率は、平成25年3月末現在の数(介護保険事業状況報告による）

　　２  高齢化率及び後期高齢化率は、総人口から年齢不詳者数を除いた数値を分母として算出（福島県現住人口調査による）

認定率 %
要支援1 要支援2 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

合計

区 分

市町村

総人口
65歳以
上人口

高齢化
率　％

75歳以
上人口

後期高齢
化率％

65歳以上高齢者の要支援及び要介護認定状況

-
3
9
-



　(4) 市町村別介護保険指定サービス事業者数等一覧（平成２５年６月１日現在）
　　ア　指定居宅サービス及び指定居宅介護支援事業所

訪問介護 訪問入浴介護 訪問看護
訪問リハビリ
テーション

居宅療養管
理指導

通所介護
通所リハビリ
テーション

短期入所生
活介護

短期入所療
養介護

特定施設入所
者生活介護

福祉用具貸与 福祉用具販売

郡 山 市 72 56 9 21 2 2 81 20 25 14 7 34 35 378

須 賀 川 市 27 21 4 5 3 20 7 6 3 6 7 109

田 村 市 8 8 1 2 1 9 4 4 2 4 4 47

鏡 石 町 1 1 3 2 1 2 10

天 栄 村 2 1 1 1 1 6

石 川 町 6 4 1 1 4 1 1 1 4 4 27

玉 川 村 1 2 1 1 5

平 田 村 2 1 1 2 1 1 1 9

浅 川 町 2 1 2 1 6

古 殿 町 1 1 1 1 1 1 1 1 8

三 春 町 4 1 1 1 6 1 1 1 1 1 18

小 野 町 5 2 1 3 2 2 2 17

計 131 99 15 32 2 8 133 35 46 23 7 53 56 640

（注）　保険医療機関のみなし指定を除く。

　　イ　施設サービス

社会福祉法人 その他 小計 医療法人 社会福祉法人 社団・財団法人
その他（市町
村・農協等）

小計 医療法人 社団・財団法人

その他の法人
（市町村・農協
等）

個人 小計

14 14 6 3 9 4 1 1 6 29
1,034 1,034 469 300 769 92 50 80 222 2,025

6 6 3 3 0 9
400 400 250 250 0 650

3 3 1 1 2 0 5
200 200 100 100 200 0 400

2 2 0 0 2
140 140 0 0 140

1 1 0 0 1
50 50 0 0 50
1 1 1 1 0 2

80 80 100 100 0 180
1 1 0 0 1

56 56 0 0 56
1 1 1 1 1 1 3

50 50 100 100 20 20 170
1 1 0 0 1

80 80 0 0 80
1 1 1 1 0 2

50 50 29 29 0 79
1 1 1 1 0 2

50 50 100 100 0 150
1 1 0 0 1

50 50 0 0 50

33 33 13 1 4 0 18 5 1 1 7 58
2,240 2,240 1,048 100 400 0 1,548 112 50 80 242 4,030

（注）　上段：事業者数　　下段：定員数

計

介護老人保健施設 指定介護療養型医療施設

浅 川 町

古 殿 町

三 春 町

小 野 町

天 栄 村

石 川 町

玉 川 村

平 田 村

郡 山 市

須 賀 川 市

田 村 市

鏡 石 町

合  計

指定居宅介
護支援事業

市町村名
指　　定　　居　　宅　　サ　　ー　　ビ　　ス　　事　　業

市町村名

指定介護老人福祉施設

合　計

-
4
0
 
-



 (5)  福島県やさしさマーク交付先一覧（県中管内）

№ 市町村別 分  類 建築物名称 建築物所在地 交付年度 № 市町村別 分  類 建築物名称 建築物所在地 交付年度

1 郡山市 医療施設 針生ヶ丘病院診療管理棟 郡山市大槻町字天正坦１１番地 ５年度 39 須賀川市 薬局 コスモ調剤薬局牡丹台店 須賀川市前田川字宮の前１６６－１４７他 10年度

2 郡山市 医療施設 南東北病院 郡山市富久山町人山田字前林１８番地 ５年度 40 郡山市 複合施設
福島県産業交流館
（ビッグパレットふくしま）

郡山市安積町日出山字北千保１９番８ 10年度

3 郡山市 物品販売業 ヨークベニマル台新店 郡山市台新一丁目３０番９号 ５年度 41 郡山市 物品販売業
郡山中町第一地区第一種市街地再開
発事業施設建築物

郡山市中町７番～１６番 11年度

4 郡山市 官公庁舎 郡山市役所分庁舎 郡山市朝日一丁目２３番７号 ５年度 42 郡山市 物品販売業 カインズホーム郡山富田店 郡山市富田町字上田向２２－１ 11年度

5 郡山市 官公庁舎 郡山市水道局 郡山市豊田町１番１号 ５年度 43 郡山市 医療施設 渡邊歯科クリニック 郡山市安積二丁目１８ 11年度

6 郡山市 文化施設 郡山市中央図書館 郡山市麓山一丁目５番２５号 ５年度 44 郡山市 学校等 学校法人成田学園希望ヶ丘幼稚園 郡山市富田町十文字３１他 11年度

7 郡山市 文化施設 郡山市立美術館 郡山市安原町字大谷地１３０番地の２ ５年度 45 田村市 薬局 わたなべ調剤薬局 田村市船引町船引字卯田ヶ作５９他 12年度

8 郡山市 集会場等 郡山市民文化センター 郡山市堤下町１番２号 ５年度 46 鏡石町 官公庁舎 須賀川警察署鏡石交番 岩瀬郡鏡石町大字鏡田字牛池２０７－３他 12年度

9 郡山市 官公庁舎 福島県ハイテクプラザ 郡山市片平町字山神舘７の２ ５年度 47 郡山市 宿泊施設 郡山簡易保険保養センター 郡山市熱海町熱海３丁目１９８ 12年度

10 須賀川市 物品販売業 ヨークベニマル須賀川西店 須賀川市山寺道１４番５号 ５年度 48 郡山市 物品販売業 福島トヨタ自動車（株）　郡山並木店 郡山市並木３丁目１－１１他 12年度

11 郡山市 医療施設 桑野協立病院 郡山市島二丁目９番１８号 ６年度 49 郡山市 医療施設 根本クリニック 郡山市咲田１－８２－２他 12年度

12 郡山市 医療施設 今泉西病院 郡山市朝日二丁目１８番８号 ６年度 50 郡山市 官公庁舎 郡山北警察署 郡山市富田町字下曲田２－８ 13年度

13 玉川村 公共交通機関 福島空港ビル 石川郡玉川村大字北須釜字　田２１番地 ６年度 51 須賀川市 官公庁舎 須賀川警察署岩瀬駐在所 須賀川市桂田字長井１３２番 13年度

14 浅川町 体育館等 浅川町勤労者体育センター 石川郡浅川町大字簑輪字山敷田５６の１ ６年度 52 田村市 薬局 げんじろう調剤薬局船引店 田村市船引町船引字源次郎１２５－３１ 13年度

15 郡山市 医療施設 原内科医院 郡山市芳賀一丁目１６番１号 ７年度 53 三春町 事務所 ＪＡたむら桜支店 田村郡三春町大字鷹巣字瀬山３５６－１ 13年度

16 郡山市 飲食・料理店等 仕出し弁当清水屋 郡山市桑野清水台４９番地の６ ７年度 54 郡山市 官公庁舎 郡山北警察署日和田駐在所 郡山市日和田町北ノ入５６－１ 13年度

17 須賀川市 集会場等 須賀川アリーナ 須賀川市牛袋町５番地 ７年度 55 須賀川市 社会福祉施設等 松南ホーム 須賀川市滑川字池田８７－３他 13年度

18 浅川町 文化施設 吉田富三記念館 石川郡浅川町大字袖山字森下２８７ ７年度 56 郡山市 社会福祉施設等 希望ヶ丘ホーム 郡山市希望ヶ丘３１－２６ 14年度

19 田村市 官公庁舎 田村市都路行政局 田村市都路町古道字本町３３－４ ７年度 57 郡山市 学校等 郡山光風学園 郡山市大槻町西ノ宮西６－２ 14年度

20 郡山市 医療施設 五十嵐内科医院 郡山市小原田２丁目３０６－２他 ８年度 58 須賀川市 学校等 福島学園 須賀川市森宿字中新田１２８ 14年度

21 郡山市 薬局 大学堂薬局 郡山市麓山１丁目２０４番の一部 ８年度 59 郡山市 医療施設 あさかストレスクリニック 郡山市安積三丁目３４１ 14年度

22 郡山市 事務所 東邦銀行郡山北支店 郡山市富久山町久保田字上野５６－５他 ８年度 60 須賀川市 医療施設 森宿歯科医院 須賀川市森宿字御膳田３８－１５ 14年度

23 郡山市 学校等 郡山経済専門学校 郡山市芳賀２丁目２番地 ８年度 61 郡山市 社会福祉施設等 福島県総合療育センター 郡山市富田町字上の台４－１ 14年度

24 石川町 事務所 東邦銀行石川支店 石川郡石川町字南町２８－１他 ８年度 62 古殿町 官公庁舎 福島県石川警察署古殿駐在所 石川郡古殿町大字松川字桑原１７７－１ 14年度

25 三春町 医療施設 原歯科病院 田村郡三春町熊耳字下荒井１９０－１ ９年度 63 郡山市 医療施設 栗原歯科医院 郡山市久留米６丁目８５－４ 17年度

26 郡山市 薬局 桑野ひかり調剤薬局 郡山市島二丁目１０１番 ９年度 64 鏡石町 物品販売業 イオンスーパーセンター鏡石店 岩瀬郡鏡石町桜岡３７５－９ 17年度

27 石川町 物品販売業 高橋写真館 石川郡石川町字石田６－１の一部 ９年度 65 郡山市 官公庁舎 郡山警察署 郡山市字城清水２３ 18年度

28 郡山市 医療施設 うさみ内科 郡山市大槻町字三角田８８－２他 ９年度 66 須賀川市 医療施設 （仮称）関根医院 須賀川市影沼町２２６－３ 18年度

29 郡山市 医療施設 たるかわクリニック 郡山市大槻町字御前２５－１ ９年度 67 須賀川市 薬局 さくら調剤薬局 須賀川市影沼町２２６－４ 18年度

30 須賀川市 薬局 チェリー調剤薬局 須賀川市西川字後田７８番８ ９年度 68 郡山市 事務所 みずほ銀行郡山支店 郡山市中町７－１９ 18年度

31 郡山市 集会場等 郡山斎場 郡山市方八町二丁目８９他 ９年度 69 須賀川市 薬局 つばさ調剤薬局 須賀川市森宿字横見根１３－８６ 19年度

32 郡山市 医療施設 てちがわら内科 郡山市島一丁目１８５他 ９年度 70 小野町 官公庁舎 小野警察署 田村郡小野町大字小野新町字小太内１３番地 20年度

33 須賀川市 理容・美容所 ｉｎｇｕｚ（イングズ）美容室 須賀川市芦田塚７１－１ ９年度 71 郡山市 事務所 秋田銀行郡山南支店 郡山市安積町荒井字石樋８３－４ 20年度

34 郡山市 社会福祉施設等 深沢デイサービスセンター 郡山市深沢２丁目２１７－２ 10年度 72 三春町 官公庁舎 福島県三春警察署中妻駐在所 田村郡三春町大字下舞木字岩本８１－４２ 21年度

35 郡山市 集会場等 大平町自治集会所 郡山市大平町字後田８７－３ 10年度 73 須賀川市 社会福祉施設等 特別養護老人ホームいわき長寿苑 須賀川市矢沢字明池１５８ 22年度

36 三春町 事務所 ＪＡたむら三春支店 田村郡三春町字大町１２９－１他 10年度 74 三春町 官公庁舎 福島県田村警察署 田村郡三春町大字熊耳字下荒井１９４ 23年度

37 郡山市 薬局 そのべ調剤薬局 郡山市島一丁目１８７番３ 10年度 75 石川町 薬局 サンキュー薬局石川町本店 石川郡石川町大字双里字本宮７１番１ 24年度

38 須賀川市 医療施設 ふるさわ整形外科 須賀川市大字前田川字宮の前１６６－１４０他 10年度

－
４

１
－
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第 １ 保健福祉課の業務

第1-2 児童家庭支援チームの業務

１ 母子保健

母子保健は生涯にわたる健康づくりの基盤となるものであり、丈夫な子どもを生み育

てるための支援をはじめ、母子保健各期における望ましい生活習慣の推進や、疾病の早

期発見などが重要な課題となっています。

県は、未熟児や低体重児への訪問指導、身体障がい児や小児慢性特定疾患対象児等、

長期にわたる療養を必要とする児に対する療育指導等を行うとともに、特定不妊治療を

受けている夫婦の経済的負担を軽減するための医療費一部助成事業や、不妊治療等の悩

みに関する総合相談を実施しています。

また、市町村が行う基本的母子保健サービスが円滑に推進できるよう、市町村事業の

実態に応じた支援を行います。

(1) のびゆく子ども支援事業

身体に障がいのある児童、長期にわたる療養を必要とする児童、未熟児及びその保

護者を対象として、相談事業や交流会等を実施しています。

ア 長期療養児相談会
開催月日 内 容 参加者数

子 3名
H24年11月29日 口唇・口蓋裂のお子さんを持つ保護者の交流会 保護者 7名

イ 未熟児発達相談会

開催月日 内 容 参加者数

第１回 ・ 講話「小さく生まれた赤ちゃんの発育発達と育児」子 16名
H24年8月22日 講師 福島病院 石井 勉先生 保護者17名

・ 相談・交流会、体重測定
第２回 ・ 講話「離乳食の進め方」（第１回）
H25年3月8日 実習「ベビーマッサージ」（第２回）

ウ 訪問指導（延べ件数） （平成24年度）

乳幼児

妊婦 産婦 未 熟 長 期 身 体 虐 待 そ の 思 春 育児 そ 計

児 療 障 ・ 他 期 不安 の

養児 が い 疑い 他

児

0 85 86 14 0 1 27 0 8 17 238

(2) 思春期相談事業

思春期の性の健康問題に適切に対応できる個別相談体制を充実させ、性に関する相

談や正しい知識・情報を得やすい体制を強化して子どもたちの健全な育成を図るため、

専用電話による相談窓口を設置し、電話等による専門相談を実施しています。
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(平成24年度)

内 容 実施状況

思春期相談ほっとライン（メール相談） 相談延件数 0件

思春期相談ほっとライン（電話相談） 相談延件数 92件

思春期相談（面接相談） 相談延件数 1件

(3) 子どもの発達「気づきと支援」推進事業

保健や児童福祉、教育等に携わる職員が、発達障がい児の早期発見及び適切な支援

を行うために必要な視点や、支援のポイント等を確認し、地域で協働して支援体制を

構築していくことを目的に研修会を開催しました。

子どもの発達「気づきと支援」研修会

開催月日 実施内容 参加者

H25年1月28日 ・講話「発達障がい児の早期把握と適切な発達支援」 ３５名

講師 福島県発達障がい者支援センター 市町村職員

心理士 成田由芙子氏 保育所職員

・講話 福島県発達障がい児「気づきと支援」ガイ 幼稚園職員

ドラインについて

(4) 不妊総合相談事業

ア 不妊総合相談

不妊の悩みに対しての相談・助言・支援や不妊に関する情報提供を行うための相

談窓口を設置しています。

電話相談件数 来所相談件数

平成24年度 18 83

イ 特定不妊治療費助成事業

不妊治療を行う夫婦の経済的負担の軽減を図るため、不妊治療のうち体外受精及

び顕微授精について、不妊治療費に要する費用の一部を助成しています。

申請件数 承認件数

平成24年度 実60・延95 95

ウ 不妊治療普及啓発事業

不妊で悩んでいる夫婦や地域の方々を対象に不妊治療に関する理解を深め、不妊

治療を受けやすい環境づくりのための広報及び個別相談会を開催しています。、

開催月日 参加者数

H24年11月20日 １３名
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(5) 医療援護事業

ア 育成医療給付

身体に障がいをもつ児童または疾患を放置することで障がいを残すと認められる

児童で、手術等の治療により確実な治療効果が期待できる場合に、公費による医療

給付が行われます。

（平成24年度）(単位：人)

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

肢体 視覚 聴覚 音声 心臓 腎臓 小腸 肝臓 その 免疫 補装 計

不自 障が 平衡 言語 機能 機能 機能 機能 他の 機能 具（再

由 い 機能 咀嚼 障が 障が 障が 障が 内臓 障が 掲）

障が 障が い い い い 障が い

い い い

2 3 2 7 7 0 0 0 4 0 0 25

イ 養育医療給付事業

医療機関に入院を必要とする未熟児に対して養育のための医療給付が行われます。

＜出生時体重別認定数＞ （平成24年度)(単位：人）

1,000g以下 1,001g～ 1,501g～ 2,001g～ 2,501g以上 計

1,500g以下 2,000g以下 2,500g以下

6 4 4 2 2 18

＜低出生体重児の状況＞ （各年12月31日現在）

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

県中管内出生数 1,656 1,738 1,700 1,587 1,514

(うち低出生体重児数） (170) (167) (146) (177) (126)

低出生体重児の割合% 10.3 9.6 8.6 11.2 8.3

(6) 小児慢性特定疾患治療研究事業

小児慢性疾患のうち治療法が確立していない特定の疾患の治療研究を推進し、治療

法を確立するための医学的知見の発見を促進するとともに、その医療の確保と普及を

図り、併せて家族の医療費の負担を軽減して、児童の健全な育成を図ることを目的と

して医療給付を行います。

また、児童の病状を正しく理解し適切に対応してもらうことを目的に、「福島県小

児慢性特定疾患児手帳（ひまわり手帳）」を交付しています。

小児慢性特定疾患治療研究事業認定状況（※認定件数） (各年6月現在)

年度 悪性 慢性 慢性 慢性 内分
膠原 糖尿

先天性
血友病 神 経

慢性消
新 生 腎 呼吸 心 泌

病 病
代謝

等血液 ・ 筋
化器系 計

物 疾患 器疾 疾患 疾患 異常
疾患 疾患

疾患
患

22 30 17 2 22 36 3 25 8 17 5 6 171

23 31 15 2 31 40 4 28 7 20 10 2 190

24 34 16 2 37 35 2 24 6 18 9 3 186
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(7) 代謝異常検査事業

フェニールケトン尿症等の先天性代謝異常及び先天性甲状腺機能低下症等の早期発

見・早期治療のため行われる新生児の血液によるマススクリーニング検査の結果、要

精密検査となった児について、受診勧奨及び保健指導を行います。
(平成24年度)

要精密検査数 疾患内訳・件数 精密検査結果

11件 先天性副腎過形成症・11件 正常 11件

(8) 市町村母子保健体制強化事業

ア 母子保健推進連絡会議

県中地域における広域的な母子保健施策を推進するための体制整備や、母子保健分

野の広域的な計画策定の検討等、母子保健事業を効果的に推進することを目的に会議

を開催します。

開催月日 議 題 出 席 者

平成25年1月28日 １養育医療、未熟児訪問等移譲事務について 市町村保健師

２子どもの心のケア事業等について 保健福祉事務所

３母子の健康支援について

イ 市町村母子保健事業ブラッシュアップ支援事業（予算措置のない創意事業）

市町村が実施する母子保健事業に対して、保健福祉事務所が一定期間継続的な技

術協力等を行うことにより、事業評価の客観性を高め、より効果的な市町村事業が

実施できるよう支援します。

（平成24年度）

市町村名 実施内容 支援結果

平田村 「親子ふれあい教室」の運営方法、放射能不安へ 親子ふれあい教室

の支援や参加者に対する事後支援のあり方等につ ３回開催

いて関係団体等と事前に協議し、教室運営を継続 (H25年1月～3月)

的に支援した。 参加者：親子130名

２ 児童の福祉

すべての児童が、心身ともに健やかに生まれ、育てられるという児童福祉の理念に基

づき、そのための望ましい環境づくりに向けて、各種の施策を推進しています。

近年、女性の社会進出や就労形態の多様化が進む中で、育児と就労の両立支援が求め

られていることから、特別保育事業などの実施により柔軟で弾力的な保育所運営を促進

するとともに、児童健全育成事業の充実に努めています。

また、要保護児童対策として、市町村をはじめとする関係機関との連携強化を図って

います。

(1) 児童の健全育成の推進

遊びを通して児童の健全育成を図ることを目的とし、そのための活動拠点としての

児童厚生施設(児童館)の運営の円滑化を図るとともに、昼間保護者のいない小学校低

学年児童の健全育成を図るため、児童クラブ等の育成と活動の充実を推進しています。

(2) 保育対策の推進
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ア 多様な保育需要に対応するため、延長保育の促進を図り、男女がともに育児と就

労の両立ができるよう支援しています。

また、子育ての経済的負担を軽減し、仕事と子育ての両立を容易にするため、多

子世帯に対して保育料の一部助成を行っています。

イ 認可外保育施設に対する立入調査・指導により児童の福祉の確保を図るとともに、

入所している児童の健康診断費、教材等購入費及び低年齢児受入施設の運営に要す

る経費の一部を助成し、入所児童の処遇の向上を図っています。

保育所設置状況
（平成25年4月1日現在）

特別保育事業等

市町村名 施設数 定 員 入所児童数 定員充足率 実施状況(H24)

(箇所) （人） （人） （％） 延 長 一 時 障害児

保 育 預かり 保 育

須賀川市 15 1,015 909 89.6 ○ ○ ○

田 村 市 6 440 337 76.6 ○ ○ ○

鏡 石 町 2 235 199 84.7 ○ ○ ○

天 栄 村 1 60 23 38.3 ○

石 川 町 4 315 272 86.3 ○ ○

玉 川 村 1 80 57 71.3 ○

平 田 村 2 150 132 88.0 ○

浅 川 町 1 80 86 107.5

古 殿 町 1 110 82 74.5 ○

三 春 町 3 230 199 86.5 ○ ○

小 野 町 3 225 143 63.6 ○ ○ ○

計 39 2,940 2,439 83.0 ７ ５ ８

(3) 児童手当制度の適正な運営

制度に関する広報に努めるとともに、市町村指導監査の実施により適正な支給事務

の推進を図っています。

(4) 県中地域保育力向上研修会の開催

（福島県安心こども基金事業）

核家族やひとり親世帯の増加に加え震災による環境変化等、子どもや家庭を取り巻

く状況が大きく変化している中で、社会全体で子育ち・子育てを支援し安心して子ど

もを育てられる環境づくりを進めるため、地域保育の中核である保育所における保育

の自己評価の取組をレベルアップするための研修会を実施するとともに、原発事故後

各保育所が抱えている課題等の解決を図るため、震災時の保育についての講演、意見

交換会等を実施しました。

開催月日 実施内容 参加者

H25.2.28 ア 講 義 「保育士、保育所の自己評価について」 保育士等
イ 講演等 「震災時の保育のあり方について」 ５０名
ウ 講 師 日本女子体育大学 体育学部スポーツ健康学科

幼児発達学専攻 准教授 天野珠路氏
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３ ひとり親家庭等の福祉

(1) 相談指導体制の充実

複雑多様化する相談需要に対応するため、関係機関との連携のもとに母子自立支援

員等の相談活動を強化し、相談指導体制の充実を図っています。

ひとり親家庭数等の状況
（平成24年6月1日現在）

母 子 父 子 養育者 ひとり親家庭医療費受給資格登録世帯数
区 分

家庭数 家庭数 家庭数
寡婦数

母子 父子 父母のいない

管内計 1,994 352 34 1,809 1,854 258 25

母子相談員の相談指導状況
（平成24年度）

生 活 一 般 児 童 生 活 援 護 その他

住 医 家 就 結 そ 養 教 非 就 そ 母子 寡婦 公 児童 生 そ 母子 母子

庭 の の 福祉 福祉 的 扶養 活 税 の 世帯 生活 計

宅 療 紛 労 婚 他 育 育 行 職 他 資金 資金 年 手当 保 他 公営 支援

争 金 護 住宅 施設

0 1 3 5 0 2 0 0 0 0 2 1400 6 0 2 0 1 0 0 0 1,422

(2) 母子・寡婦福祉資金の貸付

経済的、社会的に困難な状況にある母子家庭や寡婦の福祉の向上と自立支援を図る

ため、経済的な生活基盤援助として母子・寡婦福祉資金の貸付を行っています。

母子・寡婦福祉資金貸付状況【新規分】

（上段：件数（単位：件）、下段：貸付金額（単位：千円））

年
事業 事業 修学 就学 修業 就職 技能 生活 住宅 転宅 医療 児童

度
開始 継続 支度 支度 習得 扶養 計

資金 資金 資金 資金 資金 資金 資金 資金 資金 資金 資金 資金

18 1 21 11 1 1 1 2 38

1,000 9,614 3,306 300 100 302 309 14,931

19 10 14 1 2 2 3 32

4,893 4,945 300 580 309 387 11,414

20 19 19 5 1 44

8,621 5,987 832 192 15,632

21 18 11 2 1 2 34

9,486 3,821 900 320 1,115 15,642

22 14 8 1 1 2 1 1 28

8,818 2,148 320 76 1,060 200 129 12,751

23 1 9 6 16

300 3,612 2,160 6,072

24 4 5 9

2,184 2,089 4,273
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４ 女性の福祉

日常生活を営むうえで、何らかの問題を有する女性について、関係機関との連携のも

とに相談指導業務を行っています。

また、離婚問題やドメスティック・バイオレンス(夫等からの暴力)など深刻な問題を

抱える女性が多いことから、女性相談による相談活動とともに、管内各警察署及び福島

県女性のための相談支援センターとの連携による相談・保護などの援助活動を行ってい

ます。

女性相談員の相談指導状況 （平成24年度）

本人の問題 家庭の問題 その他

生 活 妊 娠 男 女 住 居 その他 夫等の 離 婚 家庭 その他 売 春 ヒ モ その他

困 窮 出 産 問 題 問 題 暴 力 問 題 不和 強 要 暴力団 計
借 金

サラ金

4 0 0 3 3 41 8 10 21 0 0 0 90
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第 １ 保健福祉課の業務

第1-3 障がい者支援チームの業務

１ 身体障がい者（児）の状況（P59 関連資料(1)参照）

県中地域の身体障がい者数（身体障がい者手帳所持者数）は、平成25年4月1日現在

で20,979人（前年比373人増）となっています。

障がい種別では、肢体不自由者（56.3％）が最も多く、内部機能障がい者（27.9％）

が続いています。

＜管内身体障がい者手帳保持者数の推移＞ （各年度４月１日現在）

聴 覚 音 声

年度 総 数 視 覚 平 衡 言 語 肢 体 内 部

咀 嚼

H23 20,563 1,339 1,729 186 11,678 5,631

H24 20,606 1,318 1,758 185 11,648 5,697

H25 20,979 1,338 1,789 187 11,810 5,855

２ 身体障がい者（児）の福祉

身体障がい者(児）の福祉については、身体障害者福祉法、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。)、児童福

祉法等の理念を踏まえ、利用者の立場に立った制度の運用と市町村の支援に務めるとと

もに、職業能力や生活能力の回復を図り、生活の安定と向上が図られるよう各種福祉施

策を推進します。

(1) 障害者総合支援法に基づくサービス

対象者は、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい（発達障がいを含む。）者及

び難病の方々です。

サービスは障がい程度や勘案すべき事項（社会活動や介護者、居住等の状況）を踏

まえ、個々に支給決定が行われる「自立支援給付」（介護給付、訓練等給付､地域相

談支援給付、計画相談支援給付）と、市町村の創意工夫により、利用者の方々の状況

に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事業」に大きく分かれます。

ア 介護給付（市町村）

(ｱ) 居宅介護（ホームヘルプ）〔障がい程度区分１以上〕

入浴、排せつ、食事の介護等、居宅での生活全般にわたる援助サービス

(ｲ) 重度訪問介護〔障がい程度区分４以上〕

重度の肢体不自由者を対象に、居宅での介護や外出時における移動中の介護を

行う総合的なサービス

(ｳ) 同行援護〔重度の視覚障がい者〕

移動時及びそれに伴う外出先において必要な視覚的情報の支援、・移動時及び

それに伴う外出先において必要な移動の援護、・排泄・食事等の介護その他外出

する際に必要となる援助

(ｴ) 行動援護〔障がい程度区分３以上〕

知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難のある障がい者を対象とし
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た行動の際に生じ得る危険回避のために必要な援護や外出時における移動中の介

護

(ｵ) 療養介護〔障がい程度区分５、６〕

主として日中に病院等で行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理

下における介護、日常生活上の世話等

(ｶ) 生活介護〔障がい程度区分３以上（50歳以上区分２以上）〕

常時介護を要する障がい者を対象に、主として日中に障害者支援施設等で行れ

る入浴、排せつ、食事の介護や創作活動、生産活動の機会の提供等

(ｷ) 短期入所〔障がい程度区分１以上〕

介護者の病気等を理由に、障害者支援施設等への短期入所による入浴、排せつ、

食事の介護等

(ｸ) 重度障害者等包括支援〔障がい程度区分６〕

常時介護を要する重度障がい者・障がい児を対象とした居宅介護等の福祉サー

ビスの包括的支援

(ｹ) 共同生活介護（ケアホーム）〔障がい程度区分２以上〕

主として夜間に行われる共同生活を営むべき住居における入浴、排せつ、食事

の介護等

(ｺ) 施設入所支援〔障がい程度区分４以上（50歳以上区分３以上）〕

施設入所者を対象に、主として夜間行われる入浴、排せつ、食事の介護等

イ 訓練等給付（市町村）

(ｱ) 自立訓練（機能訓練）

自立した日常生活や社会生活を営むことを目的とした身体機能の向上のための

有期の訓練等

(ｲ) 自立訓練（生活訓練）

自立した日常生活や社会生活を営むことを目的とした生活能力の向上のための

有期の訓練等

(ｳ) 宿泊型自立訓練

家事等の日常生活能力を向上させるための支援、生活等に関する相談及び助言

その他の必要な支援等

(ｴ) 就労移行支援

就労を希望する障がい者に対して提供される就労に必要な知識・能力の向上の

ための有期の訓練等

(ｵ) 就労継続支援Ａ型

雇用契約等に基づき生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練等

(ｶ) 就労継続支援Ｂ型

生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上

のために必要な訓練等

(ｷ) 共同生活援助（グループホーム）

主として夜間に行われる共同生活を営むべき住居における相談、その他の日常

生活上の援助

ウ 地域相談支援給付（市町村）

(ｱ) 地域移行支援
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障害者支援施設等に入所している障がい者又は精神科病院に入院している精神

障がい者につき、住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に

関する相談等の支援を行う。

(ｲ) 地域定着支援

居宅において単身等で生活する障がい者につき、常時の連絡体制を確保し、障

がいの特性に起因して生じた緊急の事態等に関する相談その他必要な支援を行う

エ 計画相談支援給付（市町村）

(ｱ) サービス利用支援

障がい者の心身の状況、その置かれている環境等を勘案し、利用する障害福祉

サービス又は地域相談支援の種類、サービス等利用計画案等を作成する。

(ｲ) 継続サービス利用支援

障害福祉サービス又は地域相談支援の利用状況を検証し、サービス等利用計画

等の変更等を行う。

オ 地域生活支援事業（市町村）

(ｱ) 計画相談支援

障がいのある人、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報提供

等や権利擁護のために必要な援助を行うほか、自立支援協議会を設置し、地域の

相談支援体制やネットワークの構築を行う。

(ｲ) コミュニケーション支援事業

聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支

障がある人とその他の人の意思疎通を仲介するために、手話通訳や要約筆記、点

訳等を行う者の派遣などを行う。

(ｳ) 日常生活用具給付等事業

重度障がいのある人等に対し、自立生活支援用具等日常生活用具の給付又は貸

与を行う。

(ｴ) 移動支援事業

屋外での移動が困難な障がいのある人について、外出のための支援を行う。

(ｵ) 地域活動支援センター機能強化事業

障がいのある人が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流の促進

等の便宜を図る。

(ｶ) その他の事業

日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業、身体障がい者更正訓練費支給、身

体障がい者就職支度金支給等

カ 自立支援医療（市町村、県）

障がい者に必要な医療の給付を行います。

(ｱ) 育成医療（身体障がい児）

(ｲ) 更生医療（身体障がい者）

(ｳ) 精神通院医療（精神障がい者）

キ 補装具費支給制度（市町村）

身体の部位欠損または身体の機能の損傷を補い、日常生活または職業生活を容易

にするために用いられる用具の交付及び修理を行います。
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(2) 児童福祉法に基づくサービス

ア 障害児通所給付費（市町村）

(ｱ) 児童発達支援

日常生活における基本的な動作の指導、知己技能の付与、集団生活への適応訓

練、その他必要な支援を行う。

(ｲ) 医療型児童発達支援

児童発達支援及び治療を行う。

(ｳ) 放課後等デイサービス

生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進その必要な支援を行

う。

(ｴ) 保育所等訪問支援

障がい児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援その他必要な

支援を行う。

イ 障害児相談支援給付（市町村）

(ｱ) 障害児支援利用援助

障がい児の心身の状況、その置かれている環境等を勘案し、利用する障害児通

所支援の種類、障害児支援利用計画案等を作成する。

(ｲ) 継続障害児支援利用援助

障害児通所支援の利用状況を検証し、障害児支援利用計画の変更等を行う。

(3) 身体障害者福祉法による援護施策

ア 身体障がい福祉司及び社会福祉主事による助言指導

イ 身体障害者手帳交付（県障がい者総合福祉センター）

補装具 、更生医療の給付、施設への入所等の身体障がい者福祉法上の各種援護

を受ける場合や、税の減免、ＪＲ運賃の割引等の各種制度を利用する際に、法に定

める身体障がい者であることの証票として交付されます（P65 ７ 関連資料(1)参

照）。

(4) 特別障害者手当等支給制度（P60 関連資料(2)参照）

在宅の重度障がい者（児）に対して、その重度の障がいのために生じる特別の負担

の一助として手当を支給することにより、重度障がい者（児）の福祉の向上を図りま

す。

(5) 県単独による施策

ア 重度心身障がい者医療費補助金の交付（P61 関連資料(3)参照）

重度心身障がい者の健康保持とその福祉増進を図るため、医療費自己負担額につ

いて市町村が補助する場合、当該市町村に対して補助します。

イ 在宅重度障がい者対策事業補助金の交付（P61 関連資料(3)参照）

日常生活において、常に医療的介助を必要とする在宅重度障がい者に治療材料等

を給付する市町村に対して補助します。

ウ 人工透析患者通院交通費補助金の交付（P61 関連資料(3)参照）

腎臓機能障がい者の経済的負担の軽減を図るため、障がい者の人工透析のため医
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療機関へ通院するのに要する交通費に対し市町村が補助する場合、当該市町村に対

して補助します。

３ 知的障がい者（児）の状況（P62 関連資料(4)参照）

県中地域の知的障がい者数（療育手帳所持者数）は、平成25年4月1日現在で4,228人

（前年比118人増）となっています。

障がい程度別では、Ａ（最重度及び重度）は1,578人（同20人増）で、全体の37.3％

を、Ｂ（中度及び軽度）は2,650人（同98人増）で、全体の62.7％を占めています。

年齢別では、18歳未満の知的障がい児は1,072人（同6人増）で全体の25.4％、18歳

以上の知的障がい者は3,156人（同112人増）で全体の74.6%となっています。

管内療育手帳保持者数の推移

（各年度 4月1日現在）

年 度 総 数 0歳～17歳 18歳～ Ａ Ｂ

H23 3,994 1,034 2,960 1,547 2,447

H24 4,110 1,066 3,044 1,558 2,552

H25 4,228 1,072 3,156 1,578 2,650

４ 知的障がい者（児）の福祉

知的障がい者（児）の福祉については、知的障害者福祉法、障害者総合支援法、児童

福祉法等の理念を踏まえ、利用者の立場に立った制度の運用と市町村の支援に務めると

ともに、職業能力や生活能力の回復を図り、生活の安定と向上が図られるよう各種福祉

施策を推進します。

(1) 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービス

P49～52、2(1)、(2)を参照ください。

(2) 知的障害者福祉法による援護施策

ア 知的障がい者福祉司及び社会福祉主事による助言指導

イ 知的障害者更生相談所（県障がい者総合福祉センター）

医学的、心理学的及び職能的判定を行い、指導方針を与えます。

ウ 療育手帳の交付（県障がい者総合福祉センター）（P 関連資料(4)参照）

知的障がい者（児）に対して、一貫した指導、相談を行うとともに、各種の援助

措置を受けやすくするため、療育手帳の交付を行います（P 関連資料(4)参照）。

エ 職親委託

知的障がい者を一定期間職親に預け、生活指導及び技能習得訓練を行うことによ

って、就職に必要な素地を与えるとともに雇用の促進と職場における定着性を高め、

知的障がい者の自立更生を図ります（市町村）。

(3) 特別障害者手当等支給制度（P60 関連資料(2)参照）

在宅の重度障がい者（児）に対して、その重度の障がいのために生じる特別の負担

の一助として手当を支給することにより、重度障がい者（児）の福祉の向上を図りま

す。
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(4) 県単独による施策

ア 障がい児（者）地域療育等支援事業

在宅の重症心身障がい児（者）、知的障がい児（者）、身体障がい児の地域にお

ける生活を支えるため、身近な地域で療育指導、相談等が受けられる療育機能の充

実を図るとともに、県中地域及び圏域における療育機能との重層的な連携を図るこ

とによって、障がい児（者）の福祉の向上を図ります。

イ 発達障がいサポートコーチ事業

発達障がい児の地域における生活を支えるため、県発達障がい者支援センターの

専門的な相談支援をもとに市町村や関係機関と連携を図りながら、利用できる支援

機関をコーディネートし、個別支援計画による支援支援体制の整備を促進すること

により、発達障がい児（者）等及びその家族等の福祉の向上を図ります。

ウ 重度心身障がい者医療費補助金の交付（身体障がい者（児）に同じ）

５ 精神保健福祉

一般住民への心の健康づくりのための啓発活動を行うとともに、精神疾患を持つ人の

早期発見、適正医療ができるよう相談等を実施しています。

また、福島県での自殺者数が平成１０年から平成２３年まで連続して５００人を超え、

平成２４年は４５３人と減少していますが、依然として自殺率が高いことから総合的な

自殺対策を推進します。

さらに、精神障がい者が自ら望む地域で暮らせるような社会づくりの推進を図ります。

(1) 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービス

P49～52、2(1)、(2)を参照ください。

(2) 精神保健福祉相談

精神保健及び精神障がい者の福祉に関する相談に応じ、精神疾患の早期治療、精神

障がい者の社会復帰及び自立を促進し、精神的健康の保持・増進に努めています。

年度 来所相談 所外相談 電話相談 文書相談 計

H22 102 23 381 23 529

H23 104 17 324 0 445

H24 96 30 1,025 13 1,164

心の健康相談開催状況(上記再掲）

精神保健福祉業務の一環として、定期的に「心の健康相談会」を開催し、一般的

な精神面の悩みはもとより、ひきこもり、自殺関連、思春期・青年期の問題、アル

コール依存症など、様々な問題に対し、精神科専門医師により対応しています。

年度 実施 相談数 相談数内訳（再掲）

医療保護 社会復帰・福祉 日常生活 経済 その他

H22 10回 22 5 3 13 0 1

H23 9回 18 8 6 2 0 2

H24 12回 24 9 4 2 0 9
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(3) 措置入院及び移送等

精神障がい又はその疑いのある者のうち、「自身を傷つけ又は他人に害を及ぼす恐

れがある」として通報等があった者に対し、調査の上必要な場合には精神保健指定医

による診察を実施し、必要な者に対し入院措置及び適切な医療及び保護を行っていま

す。

年 度
一般人の 警察官の通 検察官の 保護観察所 矯正施設の 合 計

申請 報 通報 の長の通報 長の通報

H22 0 67 4 0 10 81

H23 1 83 6 0 5 95

H24 １ 70 10 0 9 90

年 度
通報受理

診察件数
措 置 入 院

34条移送 退院請求
件数 継 続 新 規

H22 81 71 2 36 18 14

H23 95 85 6 38 23 4

H24 90 72 9 32 25 6

(4) 自立支援医療申請承認及び精神障害者保健福祉手帳交付状況

障害者自立支援法施行に伴い、平成18年度からは通院医療公費負担が自立支援医療

（精神通院医療）に移行されました。

年度
自立支援医療 精神障害者保健福祉手帳

申 請 承 認 申 請 承 認

郡山市 管 内 郡山市 管 内 郡山市 管 内 郡山市 管 内

市町村 市町村 市町村 市町村

H22 3,946 2,307 3,946 2,307 701 342 685 337

H23 3,947 2,255 3,947 2,255 819 454 802 442

H24 3,936 2,157 3,935 2,157 819 389 797 373

（郡山市分含む）

(5) ひきこもり対策事業

ア ひきこもりに関する理解を深め、家族教室へ繋げることを目的として、講演会を

開催しています。

開催月日 内 容 参加者数

平成24年6月30日 会場：郡山市医療介護病院

「ひきこもりからの旅立ち ～回復力を高 71名

められる家族になるために～」

SSTリーダー 高森 信子

イ ひきこもり本人、家族に対する支援として相談、家族教室を実施しています。

年度 相談件数 家族教室参加者数

実数 延数 実施回数 実数 延数

H22 11 19 5 15 36

H23 8 37 6 15 34

H24 23 67 6 23 90
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ウ 平成１８年４月にひきこもり家族会の修了者による「飛鳥の会（家族会）」が設

立されたため、家族会への相談支援を行っています。

年 度
家族会相談支援者数

支援回数 実数 延数

H22 6 15 85

H23 11 27 113

H24 8 10 98

(6) 精神保健普及啓発

住民及び関係者が精神保健福祉に対する正しい知識と理解を深め、精神的健康の保

持増進を図ることができるように、講演会等を行っています。

開催状況
年 度 開催回数 参加人員
H22 11 455
H23 3 166
H24 14 547

(7)病院実地指導

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第38条の6及び厚生労働省通知に基づき、

人権に配慮した適正な精神医療の確保、精神障がい者の社会復帰・社会参加を促進

するため、担当職員及び指定医が精神病院に立入検査を実施しています。

年 度 病 院 数 一般実地指導 特別実地指導

H22 5 4 1

H23 5 3(2) 2(2)

H24 5 3 2

※平成23年度は、震災の影響で書面審査を実施した。書面審査は、（ ）で表記する。

(8) 自殺対策緊急強化基金事業

平成２１年度から自殺対策強化のために相談体制の整備や人材育成、自殺対策に

関係する民間団体の活動支援等を行っています。

ア 普及啓発実施状況

普及啓発 自殺予防ｾﾐﾅ ﾘｰﾀﾞｰ研修 会議・研修会

年度 内訳回数 ｰ *市町村と

共催

回数 件数 ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ その他 回数 人数 回数 人数 回数 人数

H22 23 5,639 3 20 1 250 3 72 13 196

H23 11 1,355 11 0 2 1,104 2 90 10 170

H24 4 1,696 4 0 3 1,132 2 69 6 207

イ 家族教室等実施状況 （平成２４年度）

開催回数 参加人数

うつ病家族教室 ２回 実 ４人、延 ７人

遺族支援 １回 実 ２人、延 ２人

（石川方部自死遺族の会）
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ウ 自殺対策緊急強化基金事業補助金の交付

地域における自殺対策を緊急に強化するために必要な経費を交付し、地域の実情

を踏まえて自主的に取り組む市町村の活動を支援することを目的に、補助金を交付

しています。

年度 実施市町村数 事業名（実施市町村名）

H22 12市町村 普及啓発事業他（郡山市を含む管内全市町村）

H23 12市町村 普及啓発事業他（郡山市を含む管内全市町村）

H24 12市町村 普及啓発事業他（郡山市を含む管内全市町村）

(9) 精神障がい者地域生活移行・地域定着推進事業

精神科病院に入院している精神障がい者が、自ら望む地域で自立した生活をできるよ

うに退院に向けた支援を行い、地域の理解を深め、受入体制の整備を図ることを目的に

実施しています。

ア 県中地域精神障がい者の「地域で暮らしたい」を支援するワーキンググループ（退

院促進部会）の開催

開催日 内 容 参加者
平成24年12月13日 (1)福島県精神障がい者地域生活移行支援特別対策事

業の報告と平成24年度精神障がい者地域移行・地 10機関

域定着推進事 業の説明 14人

(2)平成23年度の事業実施報告

(3)各関係機関の地域生活移行の取り組みについて

(4)グループホーム等空き情報一覧について

イ 精神障害者理解促進基礎研修会

開催月日 内 容 参加者数

平成25年2月6日 会場：郡山市医療介護病院

内容：

(1)講演「精神障がい者が地域でいきいき暮らすた

めにできることから始める街づくり～習志野市

での取り組み～」 80人

社会福祉法人のうえい舎 理事 内山澄子 氏

(2)活動報告「県中地域の精神障がい者地域生活移

行の取り組み～事例をとおして～」

社会福祉法人郡山コスモス会

相談支援専門員 佐藤克弘 氏
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ウ 県中圏域精神科病院地域定着支援研修会

開催月日 内 容 参加者数

平成25年2月21日 会場：寿泉堂松南病院

内容：

(1)事業報告「精神障がい者の地域生活移行につい

て」

報告者：県中保健福祉事務所 保健技師 秦暁子 42人

(2)講演「星ヶ丘病院 長期入院者の地域生活移行へ

の取り組み」

講師：星ヶ丘病院 総合相談・地域連携室

精神保健福祉士 上遠野恵美氏

退院支援調整室室長 武田千代子氏



関連資料

　(1) 市町村別身体障がい者手帳交付状況

区分 身体障 人口 手帳交

がい者数 聴　覚 音　声 （現住人口） 付率%

市町村 Ａ 平　衡 言　語 Ｂ Ａ／Ｂ

鏡 石 町 506 35 34 2 289 146 12,587 4.0

天 栄 村 333 21 21 4 219 68 5,979 5.6

石 川 町 764 40 58 8 449 209 17,179 4.4

玉 川 村 318 19 23 1 180 95 7,027 4.5

平 田 村 339 21 24 3 201 90 6,615 5.1

浅 川 町 268 20 15 2 166 65 6,720 4.0

古 殿 町 311 14 21 0 196 80 5,694 5.5

三 春 町 749 54 80 10 396 209 17,581 4.3

小 野 町 534 42 64 2 267 159 10,626 5.0

町村計 4,122 266 340 32 2,363 1,121 90,008 4.6

郡 山 市 11,806 755 1,038 107 6,557 3,349 326,998 3.6

須 賀 川 市 3,194 185 241 29 1,815 924 77,198 4.1

田 村 市 1,857 132 170 19 1,075 461 38,604 4.8

市  計 16,857 1,072 1,449 155 9,447 4,734 442,800 3.8

合  計 20,979 1,338 1,789 187 11,810 5,855 532,808 3.9

(平成25年4月1日現在）

左　の　障　が　い　別　内　容

視　覚 肢　体 内　部

-
5
9
-



区分

町村名

鏡 石 町 5 1 1 0 6 11 2 2 1 1 12 0 0 0 0

天 栄 村 4 2 2 0 6 2 0 1 1 1 0 0 0 0

石 川 町 15 2 1 1 1 2 3 13 8 0 0 8 0 0 0 0

玉 川 村 6 0 0 6 2 0 1 1 1 1 0 0 1

平 田 村 5 0 1 1 4 3 0 0 3 0 0 0 0

浅 川 町 0 0 0 0 9 0 0 9 0 0 0 0

古 殿 町 4 0 1 1 3 1 0 0 1 0 0 0 0

三 春 町 21 0 1 1 1 3 18 8 1 1 1 1 8 0 0 0 0

小 野 町 6 0 1 1 5 3 0 0 3 0 0 0 0

合  計 66 5 4 1 0 3 1 2 3 9 61 47 3 3 0 1 0 0 3 4 46 1 0 0 0 0 0 0 1

 　 注）　受付件数には、前年度末未処理件数を含む。
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　　(2)  町村別特別障害者手当等受給状況
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-
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-



（平成24年度）

事業

市町村名

鏡 石 町 2,947 13,438,743 36 36 252,000 4 191,960

天 栄 村 2,949 14,696,979 31 0 93,000 3 260,264

石 川 町 7,252 34,549,000 37 99 507,000 16 804,494

玉 川 村 3,277 14,052,076 86 0 258,000 2 96,505

平 田 村 3,959 20,948,350 0 0 0 9 393,244

浅 川 町 2,835 13,185,434 24 12 120,000 9 607,655

古 殿 町 3,932 17,184,893 13 0 39,000 2 215,238

三 春 町 6,371 29,175,252 76 34 364,000 9 1,013,856

小 野 町 4,404 26,701,013 48 24 240,000 8 635,260

町村計 37,926 183,931,740 351 205 1,873,000 62 4,218,476

郡 山 市 113,687 532,360,000

須 賀 川 市 26,238 112,958,833 357 71 1,353,670

田 村 市 17,084 76,580,041 251 65 1,013,000 25 1,833,820

市　　計 157,009 721,898,874 608 136 2,366,670 25 1,833,820

合　　計 194,935 905,830,614 959 341 4,239,670 87 6,052,296

　　(3)  市町村別重度障がい者支援事業給付状況

給付件数 給付額（円）
治療材料費
給 付 件 数

衛生機材費
給 付 件 数

重度心身障がい者医療費補助事業 在宅重度障がい者対策事業

　　注1）　中核市の在宅重度障がい者対策事業及び人工透析患者通院交通費補助事業については、補助対象外である。

給付額（円）

人工透析患者通院交通費補助事業

補助対象
人　　  員

給付額（円）

　　注2）　給付額は、市町村と県の補助金の合計額である。

-
6
1
-



　(4) 市町村別療育手帳交付状況 （平成25年4月1日現在）　

療育手帳

交付率

18歳未満 18歳以上 計 18歳未満 18歳以上 計 18歳未満 18歳以上 %

鏡 石 町 11 22 33 28 36 64 39 58 97 12,587 0.8

天 栄 村 1 24 25 7 16 23 8 40 48 5,979 0.8

岩 瀬 郡 計 12 46 58 35 52 87 47 98 145 18,566 0.8

石 川 町 10 59 69 21 74 95 31 133 164 17,179 1.0

玉 川 村 3 18 21 5 33 38 8 51 59 7,027 0.8

平 田 村 5 10 15 8 46 54 13 56 69 6,615 1.0

浅 川 町 6 18 24 8 28 36 14 46 60 6,720 0.9

古 殿 町 3 13 16 9 34 43 12 47 59 5,694 1.0

石 川 郡 計 27 118 145 51 215 266 78 333 411 43,235 1.0

三 春 町 10 54 64 26 80 106 36 134 170 17,581 1.0

小 野 町 6 30 36 7 49 56 13 79 92 10,626 0.9

田 村 郡 計 16 84 100 33 129 162 49 213 262 28,207 0.9

郡 部 計 55 248 303 119 396 515 174 644 818 90,008 0.9

郡 山 市 218 654 872 453 1,047 1,500 671 1,701 2,372 326,998 0.7

須 賀 川 市 51 209 260 106 294 400 157 503 660 77,198 0.9

田 村 市 20 123 143 50 185 235 70 308 378 38,604 1.0

市 部 計 289 986 1,275 609 1,526 2,135 898 2,512 3,410 442,800 0.8

合 計 344 1,234 1,578 728 1,922 2,650 1,072 3,156 4,228 532,808 0.8

療　　育　　手　　帳

人　口

　   項目

市町村名

Ａ Ｂ 合　計
総　計

-
6
2

-
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第２ 生活保護課の業務 

 

１ 生活保護業務の概況 

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）に基づく生活保護は、何らかの原因による生活

困窮者に対し、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとと

もに、自立を助長することを目的とし、保護の種類には、生活扶助、教育扶助、住宅扶

助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助の 8 種類があります。 

保護は、原則として要保護者本人等からの各町村窓口への申請に基づき、保健福祉事

務所が家庭訪問等による面接調査とともに、資産や扶養義務者等への各種調査を適切に

実施のうえ、保護の要否、種類、程度及び方法を決定しています。 

保護開始後は、生活状況等把握のため定期又は随時の訪問を行って、被保護者の自立

助長のための援助を行うとともに、就労支援員や退院促進員等による自立支援プログラ

ムに基づく支援により、多くの受給者が就労し自立しており、成果を上げています。 

さらに、扶養義務者、医療機関及び年金事務所等の関係機関、事業主等への照会・調

査を行うとともに、町村職員や民生委員、職業安定所等の関係諸機関と連携しながら、

適正な保護の実施に努めています。 

                                                

２ 管内の状況 

管内の保護率（被保護人員÷管内人口×1000）は、平成 10 年代初めから増加の傾向に 

あり、県、全国より低い値で推移していますが、高齢化の進展や扶養意識の低下等に加

え、景気低迷や雇用情勢の悪化の影響により、平成 21 年度以降には、稼働年齢層のいる

「その他の世帯」を中心として保護率が増加していましたが、平成 24 年度は、東日本大

震災後の復興による雇用の改善等に伴い、保護率は減少に転じていますが、今後は、医

療や介護サービスを必要とする世帯からの申請増加が見込まれています。 

町村別には最小が 2.6‰、最大が 8.8‰（H25.5 月分現在）で、近隣都市部への交通の

便や地元での就労機会の状況、人口の高齢化率などによって大きな較差が認められます。                                                

保護世帯を世帯類型別にみると、全保護世帯の８割が高齢者世帯、傷病・障がい者世

帯といったハンディキャップを抱えた世帯ですが、稼働年齢層のいる「その他の世帯」

の割合は、6世帯に 1 世帯程度と増加しています。 

（年度平均） 

 

注）‰：パーミル、千分率 
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年度 

管内保護率(人口千人に対し何人）の推移 
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(1) 被保護世帯数の状況 

管内の被保護世帯数は、平成 10 年度から増加傾向にあり、平成 17 年度は、市町村

合併に伴う、須賀川市及び田村市への移管で減少しました。それ以降は増加に転じ、

平成 21 年 1 月からは増加が顕著となりました。平成 24 年度には、東日本大震災後の

復興による雇用の改善等に伴い、374 世帯と減少に転じていますが、平成 17 年度の 283

世帯と比較して約 1.3 倍となっています。 
（管内:各年度 3 月現在、県、国は年度平均） 

区分 
年度 

管   内 福  島 県 全  国 

世 帯 数 指 数 世 帯 数 指 数 世帯数 指 数 

H 5       296 104.6      5,771     55.1   586,106     56.3 

H10       312 110.2      6,814     65.0   663,060     63.7 

H16    430    151.9     10,090     96.3   998,887     95.9 

H17 283    100.0     10,483    100.0 1,041,508    100.0 

H18 296   104.6     10,854    103.5 1,075,820    103.3 

H19 309 109.2 1,093 105.8 1,105,275    106.1 

H20 314 111.0 11,369 108.5 1,148,766 110.3 

H21 348 123.0 12,373 118.6 1,318,761 126.6 

H22 388 137.1 13,601 129.7 1,441,767 138.4 

H23 394 139.2 13,613 139.9 1,517,001 145.1 

H24 374 132.2 12,070 115.1 1,578,628 151.6 

* 指数は、市町村合併により管内が現在の 9 町村となった H17 年度を 100 とした。 

* 平成 24 年度の管内値は『福祉行政報告例』平成 25 年 3 月分による。（以下同じ。） 

* 福島県値は、福島県『生活保護速報』の平成 24 年度平均による。（以下同じ。） 

* 平成 24 年度全国値は、厚生労働省社会・援護局『生活保護速報』平成 25 年 1 月分による。 

 

(2) 被保護人員の状況 

管内の被保護人員は、平成 10 年度から 16 年度まで増加、平成 17 年の市町村合併に

伴う大幅な減少後、微増を続け、平成 21 年から増加が顕著となりましたが、平成 24

年度は震災復興による雇用改善に伴う就労自立等により 476 人と減少へ転じました。 
                                           （管内:各年度 3 月現在、県、国は年度平均） 

区分 
年度 

管   内 福  島 県 全  国 
人 員 指 数 人 員 指 数 人 員 指 数 

H 5 401 108.7 8,388 57.1 883,112 59.8 

H10 427 115.7 9,532 64.9 946,993 64.2 

H16 588 159.3 14,259 97.0 1,423,388 96.4 

H17 369 100.0 14,697 100.0 1,475,838 100.0 

H18 382 103.5 15,012 102.1 1,513,892 102.6 

H19 390 105.7 15,192 103.4 1,543,321 104.6 

H20 385 104.3 15,412 104.9 1,592,625 107.9 

H21 446 116.8 16,857 114.7 1,827,652  123.8 

H22 512 138.8 18,635 126.8 1,998,975  135.4 

H23 520 140.9 18,569 126.3 2,091,902 141.7 

H24 476 129.0 15,975 108.7 2,161,053 146.4 

    *指数は、市町村合併により管内が現在の 9 町村となった H17 年度を 100 とした。 
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 (3) 保護率の状況 

管内の保護率は、平成 2 年度以降 2.4‰と横ばいで推移していましたが、平成 6年 

度から増加傾向に転じ、平成 17 年の市町村合併により、受給世帯数、人員とも大幅に 

減少しましたが、平成 17 年度以降は 3.8～4.0‰で推移しました。 

平成 21 年度以降は増加が顕著となり、平成 23 年度の保護率は 5.7‰で平成 17 年度

の 1.4 倍となりましたが、平成 24 年度は震災復興による雇用改善に伴う就労自立等に

より人員が減り 5.4‰と初めて減少し、県及び全国の保護率と比較しても低い値とな

っています。 
 
（年度平均） 

区分 

年度 

管   内 

                ‰ 

福 島 県 

                ‰ 

全   国 

               ‰ 

H 5 2.4 4.0  7.1 

H10 2.6 4.5  7.3 

H16 3.9 6.8 11.1 

H17 3.8 7.0 11.6 

H18 3.9 7.2 11.8 

H19 4.0 7.3 12.1 

H20 4.0 7.5 12.5 

H21 4.7 8.3 14.3 

H22 5.5 9.2 15.7 

H23 5.7 9.3 16.3 

H24 5.4 8.9 16.9 
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(4) 世帯類型別保護世帯の状況 

管内を世帯類型別の構成割合でみると、高齢者や傷病・障がい世帯世帯の割合が高

く、県及び全国を上回っていますが、母子世帯の割合は県及び全国より小さくなって

います。「その他の世帯」は、21 年度以降顕著に増加していますが、県及び全国より

は小さくなっています。 
                                           （管内:各年度 3 月現在、県、国は年度平均）  

区分 

 

年度 

被 保 護 

世帯総数 
高齢者世帯 

 

母子世帯 

 

傷病・障がい者

世帯 

その他の世帯 

世帯数 構成 世帯数 構成 世帯数 構成 世帯数 構成 世帯数 構成 

H 5 296 100 103 34.8 12 4.1 156 52.7 25 8.4 

H10 312 100 123 39.4 10 3.2 139 44.6 40 12.8 

H16 430 100 192 44.7 9 2.1 180 41.9 49 11.4 

H17 ＊ 283 100 118 41.7 7 2.5 133 47.0 25 8.8 

H18 295 100 133 44.9 7 2.4 129 43.6 27 9.1 

H19 308 100 146 47.2 7 2.3 131 42.4 25 8.1 

H20 312 100 157 50.3 7 2.2 127 40.7 22 7.1 

H21 347 100 167 48.1 8 2.3 133 38.4 38 11.0 

H22 388 100 182 46.9 14 3.6 143 36.6 50 12.9 

H23 394 100 180 45.7 13 3.3 152 38.6 49 12.4 

H24 374 100 179 47.9 12 3.2 119 31.8 64 17.1 

県H24 12,070 100 5,210 43.2 538 4.5 4,012 33.2 2,310 19.1 

全国＊ 1,566,210 682,428 43.6 115,793 7.4 478,011 30.5 289,978 18.5 

＊ 保護停止中の世帯を除く。 
＊ 平成 17 年度の保護世帯数減少は、市町村合併に伴う、須賀川市、田村市への移管による。 
* 平成 24 年度全国値は、厚生労働省社会・援護局『生活保護速報』平成 25 年 1 月分による。 

 

    

 

高齢者世帯 

47.9% 

母子世帯 

3.2% 

傷病・障がい世帯 

31.8% 

その他の世帯 

17.1% 

世帯類型別被保護者の状況（平成24年度） 
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(5) 扶助別被保護人員の状況 

各扶助別の構成比をみると、生活、医療扶助は８割を超え、住宅扶助、教育扶助の受

給割合が県及び全国と比べ低いものの、高齢化の進展等により介護扶助及び医療扶助の

受給割合は県及び全国を上回っています。       （管内:各年度 3 月現在、県、国:年度平均） 

区分 

年度 
保護 
人員 

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 

人員 構成 人員 構成 人員 構成 人員 構成 人員 構成 

H 5 401 317 79.1 158 39.4 33 8.3 - - 242 61.8 

H10 427 347 81.3 182 42.6 33 7.7 - - 380 89.0 

H16 588 496 84.4 284 48.3 38 6.5 60 10.2 517 87.9 

H17 *369 302 81.8 171 46.3 20 5.4 43 11.7 324 87.8 

H18 382 318 83.2 170 44.5 21 5.5 49 12.8 329 86.1 

H19 390 328 84.1 184 47.2 20 5.1 59 15.1 327 83.8 

H20 385 315 81.8 194 50.4 15 3.9 64 16.6 312 81.0 

H21 446 373 83.6 233 52.2 26 5.8 69 15.5 359 80.5 

H22 512 450 87.9 297 58.0 39 5.8 77 15.0 406 79.3 

H23 520 443 85.2 288 55.4 35 6.7 81 15.6 432 83.1 

H24 476 387 81.3 261 54.8 26 5.5 79 16.6 426 89.5 

県H24 15,975 14,083 88.2 12,008 75.2 897 5.6 2,217 13.9 13,298 83.2 

国H25.1 2,153,642 1,956,702 90.9 1,831,778 84.6 160,834 7.5 276,876 12.9 1,731,474 80.4 

＊平成 17 年度の管内保護人員減少は、市町村合併に伴う、須賀川市、田村市への移管による。 

 

  (6) 保護開始・廃止世帯数の状況 

保護開始件数は、40 件台で推移し、17 年度市町村合併に伴う大幅減少後、平成 21

年 1 月以降は景気後退、雇用情勢の悪化の影響で、保護開始件数は大きく増加しまし

たが、23、24 年度は減少に転じました。23 年度は震災の義援金等により、24 年度は

就労自立による廃止が目立っています。                （年度合計） 
 

区分 
年度 

開 始 世 帯 数 廃 止 世 帯 数 

管 内 県 管 内 県 

H 5 41 950 23 872 

H10 40 1,268 42 853 

H16 46 1,639 45 1,186 

H17 31 1,505 26 1,148 

H18 43 1,539 25 1,214 

H19 35 1,406 25 1,194 

H20 57 1,797 43 1,341 

H21 87 2,681 47 1,356 

H22 65 2,562 33 1,415 

H23 56 1,876 72 2,684 

H24 45 1,519 68 1,684 
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(7) 管内町村別の保護の状況       平成 25 年 5 月分 

区分  
被保護 
世帯数 

 

 
被保護 
人員 
 

保護率
（‰） 
(H25.4
人口比) 

保護の種類別(単位；人) 昨年 
保護率 

町村名 生活 

扶助 

住宅 教育 介護 医療 生業 

扶助 扶助 扶助 扶助 扶助 増減 

      

鏡石町 63 

 

97 

 

7.7 78 69 8 8 73 3 7.6 

＋0.1 

天栄村 

 

15 16 2.7 8 3 0 4 13 0 4.1 

-1.4 

石川町 

 

62 70 4.1 57 40 2 7 56   2 4.3 

-0.2 

玉川村 

 

21 32 4.6 30 18 3 3 28 1 4.1 

+0.5 

平田村 26 31 4.7 25 5  0 7 27 0 5.0 

-0.3 

浅川町 41 45 6.7 32 22 0 12 42 0 7.4 

-0.7 

古殿町 26 29 5.1 

 

20 7 0 5 28 0 4.3 

+0.8 

三春町 39 45 2.6 36 25 0 10 44 0 3.5 

-0.9 

小野町 66 93 8.8 77 53 7 19 86 7 9.7 

-0.9 

計 359 452 5.0 363 242 20 75 397 13 5.5 

-0.5 

※保護世帯数、人員には、停止中ケースも含む 
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第3 健康増進課の業務

１ 健康づくりの推進

県民の「健康寿命の延伸」と「健康格差の縮小」を基本目標として策定された「第二

次健康ふくしま21計画」に基づき、県民健康づくり運動の総合的推進を図っていきます。

特に、働き盛りの世代を中心とした生活習慣病予防を図るため、地域保健と職域保健

が連携した対策を推進する必要があります。また、生活習慣の改善につながる健康情報

の提供や、飲食店や給食施設等、食を提供する施設における食環境の整備を進めていく

ことが重要となっています。

(1) 地域・職域連携推進事業

「健康ふくしま21計画」に掲げる目標達成に向けて、平成19年度から設置した県中

圏域地域・職域連携協議会等を開催し、地域・職域における生涯を通した健康づくり

の連携システムのあり方の検討や相互に活用できる連携事業を実施し、効果的な健康

づくりの推進を図ることを目的に事業を実施しています。

ア 県中圏域地域・職域連携協議会の開催 1回

日 時：平成25年3月6日

参集者：構成機関（労働基準監督署、労働基準協会、地域産業保健センター、

商工会連合会、協会けんぽ、医師会、歯科医師会、保健衛生協会、圏

域市町村）からの代表者 24名

協議事項：①県中圏域地域・職域連携推進事業の取組状況について

②「県中地域事業所における健康管理に関する実態調査」に基づく

健康づくりの推進について

③職場における健康づくり対策についての情報提供

イ 事業所（特に小規模事業所）の健康づくり体制整備の推進に向けた支援の充実

「職場の健康づくりパンフレット」の作成・配布 4,500部

ウ 「県中地域事業所における健康管理に関する実態調査」の実施

対象事業所 747事業所

回収事業所 290事業所

回収率 38.8％

(2) 喫煙対策（受動喫煙防止）事業

喫煙は、各種がんや循環器疾患・呼吸器疾患等様々な疾病の誘因の一つとなります。

また、非喫煙者の健康に影響を及ぼす受動喫煙や未成年者の喫煙は、健康に悪い影

響を及ぼします。

よって、たばこによる健康への悪影響を減らしていくために、禁煙支援、分煙対策、

防煙対策を推進していく必要があります。

具体的には、受動喫煙や未成年者の喫煙に関する情報提供及び禁煙相談（所内面接、

電話、電子メール）窓口の設置や、5月31日の「世界禁煙デー」、5月31日から6月6日

の「禁煙週間」に合わせたたばこに関する情報の普及啓発等を行っています。
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(3)健康増進事業技術的助言の実施

健康ふくしま21計画及びがん対策推進計画の推進のため、福島県生活習慣病検診等

管理指導協議会の提言や既存の統計資料等を踏まえ、市町村の健康増進事業が効果的

に推進されるよう市町村に対し技術的助言を行っています。

年 度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

実施件数 4市町 2町村 4町

(4)「食育推進支援事業」について

平成23年3月に策定された「第二次福島県食育推進計画」に基づき、その円滑な推

進を図るため、地域における推進体制を整備し、横断的に関係機関が連携し、総合的

かつ計画的に食育を推進していくことを目的に事業を実施しています。

ア 未来（ゆめ）づくり食育事業における研修会等の開催

・「未来づくり食育事業研修会」の開催

日時：平成24年10年1日 県中保健所

対象：市町村栄養士等 38名

内容：市町村食育推進計画作成及び推進について

イ 選んで食べよう！イキイキ食生活 ～バランスビンゴカードを使って～

日時：平成24年5月21日 田村市常葉公民館

対象：食生活改善推進員、市町村栄養士等 170名

内容：「食育」、「食事バランスガイド」、「食事バランスビンゴカード活用」

について

ウ 食育に係わる地域機関、関係者への技術的支援

「うつくしま健康応援店の推進」、「給食施設における助言指導」、「食生活改善

推進員」の育成への市町村支援等

・うつくしま健康応援店数 95 店舗

・給食施設における助言指導 延171 施設

・食生活改善推進員数 359 名

エ ふくしまっ子食育推進ネット事業に出席 2回

(5) 食環境整備推進事業

飲食店等に対し、個人が望ましい食生活を選択実践できるよう、メニューの栄養成

分表示や健康に配慮した食事の提供に取り組んでもらうことで、安心して外食を楽し

むことのできる食の環境整備を図る必要があります。このため、市町村、食生活改善

推進員等の協力を得ながら事業を実施しています。

ア 事業の周知・普及と応援店の広報について

県中保健福祉事務所ホームページによる事業の周知

「うつくしま健康応援店健康情報だより」の発行
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イ うつくしま健康応援店登録店（ 95 店舗）

年 度 平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

店舗数（累計） 45 68 83 81 87 91 95

内 新規 11 24 19 4 7 8 5

訳 取消等 0 -1 -4 -6 -1 -4 -1

ウ うつくしま健康応援店健康づくり講座等 1回 13名

エ 情報提供・相談 11 件

オ 広報パンフレットの配布 135部

(6) 特定給食施設管理事業

健康増進法に基づき、給食を通して喫食者の健康増進を図ることを目的に、巡回指

導及び講習会を実施しています。

ア 給食施設数及び栄養士配置状況

平成23年度 平成24年度

区分 給食 栄養士配置施設 県 内 栄 給食 栄養士配置 県 内 栄

施設 数（配置率) 養 士 配 施設 施設数 養 士 配

置率(%) （配置率) 置率(%)

特定給食施設 86 67（77.9 %） 81.4 75 55(73.3%) 79.9

小規模特定給食施設 81 46（56.8 %） 54.9 97 59(60.8%) 57.3

合 計 167 113（67.7 %） 69.0 172 114(66.3%) 68.8

＊ 特 定 給 食 施 設 ：１回100食以上又は１日250食以上の食事を供給する施設

小規模特定給食施設 ：１回 20食以上又は１日50食以上の食事を供給する施設

イ 巡回指導・書面指導による給食施設の状況（評価）

喫食者の健康の維持・増進のため、特定給食施設等において、栄養管理基準に基

づく適正な食事が提供されているかを、栄養管理自主点検票により評価しています。

また、健康に配慮した食事の提供と食品安全対策についても評価し、毎年度の推

移を確認しています。 （平成24年度）

施 実 指 導 総合評価 健康に配慮し 食品安全対策

施設の種類 設 施 率(%) た食事の提供

数 数 Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

学 校 49 47 95.9 47 0 0 46 1 0 47 0 0

病 院 11 11 100.0 11 0 0 11 0 0 11 0 0

介護老人保健施設 7 7 100.0 7 0 0 6 1 0 7 0 0

老人福祉施設 36 36 100.0 34 2 0 34 2 0 35 1 0

児童福祉施設 42 41 97.6 40 0 1 40 1 0 40 1 0

社会福祉施設 8 8 100.0 6 2 0 5 2 1 7 1 0

事 業 所 16 16 100.0 13 2 1 13 1 2 15 0 1

寄 宿 舎 3 3 100.0 2 1 0 2 1 0 3 0 0

そ の 他 0 0 - - - - - - - - - -

合 計 172 169 98.3 160 7 2 157 9 3 165 3 1

改善 平成23年度評価（％） 93 6 1 91 6 3 95 4 1

状況 平成22年度評価（％） 93 6 1 91 6 3 95 4 1

平成21年度評価（％） 95 4 1 94 2 3 96 3 1

（評価の判定）Ａ：おおむね良好 Ｂ：少し改善が必要 Ｃ：早急に改善するため

に保健所の指導が必要
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ウ 研修会・個別相談件数

・研修会 4 回 延べ 235名

・個別相談 13 件

(7)平成24年国民健康・栄養調査

ア 対象者 1地区 天栄村 25世帯 74名

イ 身体状況調査 37名

ウ 栄養摂取状況調査 15世帯

エ 生活習慣調査 43名

(8)災害時における栄養・食生活支援

ア 検討会 3回 59名

イ 「災害時に困らないための食の備え」のリーフレットの作成・配布 11,070部

ウ 「災害時に困らないための食の備え」のリーフレットのホームページ掲載

(9) 地区組織（食生活改善推進員）育成支援事業

当管内市町村における食生活改善推進員の組織はボランティア化が進み、自主性の

ある組織運営が求められていることから、市町村を通して会員増、組織強化に向けた

支援を行っています。

年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

会員数 417名 422名 400名 397名 359名

・研修会・講演 1回 65名

(10) その他の事業

ア 特別用途食品許可事務及び栄養表示基準制度普及啓発事業

特別用途食品の申請許可と栄養表示の指導を随時行い、誇大広告等の指導も行

っています。

・栄養表示基準制度の指導、相談 2 業者 2 食品

イ 栄養指導事業 個別 6名、 集団 2回 71名

ウ 栄養士・管理栄養士免許申請等事務 申請等 46件、 相談等 延 5名

２ 歯科保健対策の推進

地域住民が歯の健康を保ち生涯自分の歯で食べる楽しみを持つなどの質の高い生活を

送るためには、ライフステージに応じ、具体的な目標を掲げた歯科保健計画を立て、関

係機関との連携のもと、推進していく必要があります。

(1) ヘル歯ーケア推進事業

口腔のケアの自立と介護者による援助を支援するため、口腔保健指導の必要な在宅

療養児者及び障がい児者施設の入所者、職員等に対し、口腔のケアの助言指導を行な

っています。



- 73 -

平成24年度口腔保健指導実施状況

○ 在宅療養者 ○ 施設入所者・通所者

訪問指導実施者数（延べ） 訪問回数 指導実施者数

難病患者 心身障がい児・者 その他 実 延べ 実 延べ

1人 3人 0人 18施設 21回 324人 400人

(2) 市町村歯科保健強化推進事業

地域特性に応じた支援体制の構築を図り、市町村における歯科保健対策の充実を図

ることができるよう支援を行っています。

ア 市町村歯科保健強化推進研修会の開催 １回 22名

イ 市町村歯科保健強化推進検討会の開催 １回 19名

(3) 地域歯科保健活動推進事業

保健所における歯科保健対策の推進を図ることにより、地域保健対策における歯科

口腔に関する地域住民の健康の保持及び増進を推進させることを目的に行っていま

す。

ア 実態調査の実施 11市町村 13事業

イ 市町村への技術的支援の実施 9回

ウ 研修会への参加 2回

(4) 歯科保健思想の普及啓発

ア 歯の衛生週間

イ 歯っぴいライフ８０２０運動の周知

ウ 歯科健康教育の実施 5回 533名

３ 原爆被爆者対策の推進

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律に基づき、被爆者健康手帳の交付、健康診

断の実施、各種手当等の支給により、被爆者の健康保持と福祉の向上を図っています。

(1) 被爆者健康手帳所持者 8名（平成25年3月末日現在）

(2) 原子爆弾被爆者健康診断

定期健康診断は年2回（6月、11月）がん検診は年１回(11月)実施しています。

(3) 原子爆弾被爆者各種手当支給

（平成24年度）

手当の種類 支 給 要 件 人数

健康管理手当 造血機能障害等の11障害を伴う疾病にかかっている被 6名

爆者に支給。

葬 祭 料 被爆者が死亡した時、葬祭を行う方に支給。 2名
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４ 難病対策の推進

(1) 特定疾患治療研究事業

特定疾患治療研究事業は、原因が不明で治療方針が未確立であり、かつ、生活面へ

の長期にわたる支障がある56疾患（表）を対象としています。

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

患者数 1,166 1,213 1,397 1,379 1,386

（平成21年10月1日より、対象疾患が45疾患から56疾患に変更となりました。）

(2) 管内特定疾患治療研究事業対象者承認者数(Ｐ77へ記載)

(3) 難病在宅療養者支援体制整備事業

原因不明で、経過が慢性にわたる疾病を抱えた患者や家族は、療養上の不安や精神

的負担が大きい状況にあり、適正な相談や情報提供の体制を整備するとともに、保健

・医療・福祉の連携強化を図るなど、療養生活の支援体制整備を図っていく必要があ

ります。

ア 難病患者地域支援連絡調整事業

・難病患者地域支援連絡会議

開催回数：1回

参集機関名等：管内市町村、医師会、歯科歯科会、専門医、訪問看護ステーショ

ン、訪問介護事業所、居宅介護支援事業所、地域包括支援センタ

ー等

内容：在宅療養支援体制整備に向けた検討

年 度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

回 数 1 1 1

参集者数 31 41 44

・難病患者入院受入協力医療機関情報交換会

回 数：1回

参集者数：16名

内 容：①既に受け入れている医療機関における受入状況について

②今後、受け入れる予定の医療機関における課題、質問等について

③県中地域難病患者入院受入協力医療機関の相談窓口一覧（案）につ

いて

・難病患者在宅ケア調整会議

平成22年度 平成23年度 平成24年度

実1件、延1件。 実1件、延1件。 実2件、延2件。

対象疾患：神経系疾患 対象疾患：神経系疾患 対象疾患：神経系疾患
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イ 相談指導事業

電話、来所相談、家庭訪問等により、療養生活に関するサービス等の情報提供を

随時行い、療養生活を支援する必要があります。

平成22年度 平成23年度 平成24年度

家庭訪問 42 85 56

来所相談 1,708 519 1,958

電話相談 800 806 892

（平成23年度は特定疾患更新申請未実施）

ウ 医療相談事業

神経難病の疾患を中心に、患者や家族に対して、難病に関する専門医師等による

医療及び療養生活に係る相談や助言等を行い、疾病に対する不安の軽減や患者・家

族の交流を深めることを目的として実施しています。

・平成24年度実施状況

在宅神経難病患者・家族等を支える療養支援体制整備に向け、疾病等に対する不安

の軽減、患者・家族の生活の質の向上を図ることを目的に、管内3方部（須賀川、田

村、石川）で実施しました。

また、各関係者の資質向上のため、訪問介護事業所、訪問看護ステーション等の支

援者にも案内し、研修の場としても活用できるようにしました。

対象者：筋萎縮性側索硬化症、パーキンソン病関連疾患、脊髄小脳変性症、多系

統萎縮症の患者・家族。

年 度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

開 催 回 数 5回 3回 3回

出席者：神経難病(脊髄小脳 患者等 49人 患者等 40人 患者等 26人

変性症、パーキンソン病等） 関係者 21人 関係者 19人 関係者 26人

エ 訪問診療事業

理学療法士が患者宅を訪問し、患者や家族の相談を行っています。

・平成24年度実施状況

パーキンソン病の患者１名に対し、理学療法士による療養生活環境整備や自宅ででき

るリハビリテーション等に関する助言を行いました。

年 度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

実施回数 1 1 1

件 数 1 1 1

(4) 在宅人工呼吸器使用特定疾患患者訪問看護治療研究事業

人工呼吸器を使用している難病患者に対して、診療報酬で定められた回数を超え

る訪問看護を実施しています。

年 度 患者数 訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ数 訪問看護の回数

平成22年度 3 5カ所 348

平成23年度 2 4カ所 285

平成24年度 4 5カ所 336
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(5) 難病患者等居宅生活支援事業

地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自立と社

会参加を促進し、生活の質の向上を図ることを目的として、市町村で実施しています。

事業実施市町村：須賀川市 3事業（ア・イ・ウ）実施

ア ホームヘルプサービス

イ 短期入所事業（ショートスティ）

ウ 日常生活用具給付（17品目）

（動脈血中酸素飽和度測定器：パルスオキシメーターは本事業独自品目）



　管内特定疾患治療研究事業対象者承認者数 （平成25年3月31日現在）

1 ベーチェット病 13 5 5 1 3 4 3 1 0 7 3 45
2 多発性硬化症 21 7 2 0 2 0 0 1 0 5 2 40
3 重症筋無力症 14 4 3 0 1 2 1 0 1 1 1 28
4 全身性エリテマトーデス 34 16 8 2 9 0 3 5 1 6 5 89
5 スモン 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 再生不良性貧血 3 5 1 1 0 0 0 1 0 2 0 13
7 サルコイドーシス 16 4 3 0 2 1 1 0 1 2 0 30
8 筋萎縮性側索硬化症 3 2 1 0 0 1 1 1 1 0 1 11
9 強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎 30 14 5 0 12 2 3 1 1 6 4 78

10 特発性血小板減少性紫斑病 22 10 4 1 7 2 2 1 1 8 0 58
11 結節性動脈周囲炎 7 9 1 2 1 0 0 2 0 1 1 24
12 潰瘍性大腸炎 77 29 12 2 14 10 4 7 10 19 14 198
13 大動脈炎症候群 5 0 0 1 0 0 0 0 2 0 1 9
14 ビュルガー病 4 4 1 1 3 1 0 0 2 1 1 18
15 天疱瘡 7 3 0 0 0 0 1 0 0 0 0 11
16 脊髄小脳変性症 13 8 2 1 1 0 4 1 1 9 2 42
17 クローン病 18 13 0 2 2 4 2 1 0 3 4 49
18 難治性肝炎のうち劇症肝炎 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
19 悪性関節リウマチ 9 3 3 0 1 0 0 0 0 1 3 20
20 パーキンソン病関連疾患 49 40 11 6 18 5 4 11 5 16 13 178
21 アミロイドーシス 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
22 後縦靱帯骨化症 28 12 6 2 8 2 2 2 0 2 5 69
23 ハンチントン病 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
24 モヤモヤ病（ウィリス動脈輪閉塞症） 13 8 1 0 7 0 3 2 2 5 1 42
25 ウェゲナー肉芽腫症 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2
26 特発性拡張型（うっ血型）心筋症 21 12 5 0 2 3 2 1 1 5 6 58
27 多系統萎縮症 4 1 2 0 2 0 3 0 2 5 1 20
28 表皮水疱症（接合部型・栄養障害型） 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 2
29 膿疱性乾癬 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
30 広範脊柱管狭窄症 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
31 原発性胆汁性肝硬変 12 6 2 0 5 1 3 2 1 7 3 42
32 重症急性膵炎 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
33 特発性大腿骨頭壊死症 4 2 3 2 3 0 0 1 0 5 3 23
34 混合性結合組織病 11 9 2 1 1 1 0 0 0 4 0 29
35 原発性免疫不全症候群 2 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 4
36 特発性間質性肺炎 5 5 0 0 2 1 1 0 0 1 1 16
37 網膜色素変性症 15 11 7 0 6 3 7 1 1 9 2 62
38 プリオン病 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
39 肺動脈性肺高血圧症 2 3 0 0 1 0 0 1 0 0 0 7
40 神経線維腫症 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 4
41 亜急性硬化性全脳炎 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
42 バッド・キアリ症候群 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
43 慢性血栓塞栓性肺高血圧症 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
44 ライソゾーム病（ファブリー病含む） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
45 副腎白質ジストロフィー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
46 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
47 脊髄性筋萎縮症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
48 球脊髄性筋萎縮症 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 3
49 慢性炎症性脱髄性多発神経炎 1 0 0 0 1 2 0 1 0 0 0 5
50 肥大型心筋症 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
51 拘束型心筋症 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
52 ミトコンドリア病 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1
53 リンパ脈管筋腫症（LAM） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
54 重症多形滲出性紅斑（急性期） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
55 黄色靱帯骨化症 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 4
56 間脳下垂体機能障害 17 4 2 1 3 2 0 0 0 7 2 38

495 255 92 26 121 47 50 44 33 142 81 1,386
1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 3
0 1 0 0 0 0 0 0 0 3 4 8
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Ⅴ 生活衛生部の業務

第 １ 医療薬事課の業務

第1-1 医事薬事チームの業務

１ 医 務

「いつでも」「どこでも」「等しく」保健医療サービスを受けられる包括的な供給体制の確立を

目指し、医療体制の整備、医療施設の指導・監督、許認可等の幅広い業務を行っています。

(1) 医療施設 （平成25年3月31日現在）

区 分 病 院 診 療 所 歯 施 歯 助

病 床 数 有 床 無床 科 術 科 産

施 精神 結核 感染症 療養 一般 施 病 床 数 施 診 所 技 所

市町村 設 設 一般 療養 設 療 工

数 数 数 所 所

須賀川市 7 215 6 206 707 4 54 55 37 52 12

田 村 市 1 40 7 80 15 15 16 35 9

鏡石町 10 3 12 3

天栄村 5 2 2 2

岩瀬郡 15 5 14 5

石川町 1 8 10 8 14 3

玉川村 4 2 5 1

平田村 1 112 30 3 3 1

浅川町 4 2 4 1

古殿町 2 2 1

石川郡 1 112 30 1 8 23 17 25 5

三春町 1 86 1 19 10 6 15 2

小野町 1 59 60 3 45 4 5 9 2

田村郡 2 59 146 4 64 14 11 24 4

管内計 11 215 6 377 923 16 206 15 122 86 150 35

※ 術所数：出張専門は含まず。

助産所数：同上

(2) 医療従事者数（総務企画課担当） （平成22年12月31日現在）

区分
医 師

歯 科
薬剤師 保健師 助産師 看護師

准 看 歯 科 歯 科

市郡名 医 師 護 師 技工士 衛生士

須賀川市 121 45 116 36 28 626 322

岩 瀬 郡 13 7 17 7 20 26

石 川 郡 23 21 40 22 66 121

田 村 郡 31 12 25 11 1 108 90

田 村 市 27 17 36 18 61 119

管 内 計 215 102 234 94 29 881 678 75 98

(3) 医療従事関係者・免許申請手続きについて

厚生労働大臣、都道府県知事の免許申請等の手続きを行っています。

ア 厚生労働大臣
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医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、臨床検査技師、衛生検査技師、歯科技

工士、診療放射線技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士

イ 都道府県知事

准看護師

次に掲げる免許は、保健所では手続きできません。

～厚生労働大臣指定登録機関へ直接申請することになっています～

歯科衛生士、救急救命士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、

柔道整復師、臨床工学技士、義肢装具士、言語聴覚士

(4) 医療監視実施状況

関係法令に適合しているか立入検査を実施し、適正な医療が提供されるよう指導しています。

（平成24年度）

病 院
診 療 所

施術所 歯科技工所 合 計一 般 歯 科
11 26 32 4 73

２ 救急医療（県中地域保健医療圏：郡山市含む）（平成25年3月31日現在）

安心して快適な生活を過ごすため、突然起こる災害、事故、急病に対してその症状、状態、程度

などに応じ、必要かつ適切な医療が受けられるよう救急医療体制を整備しています。

(1) 初期体制（第一次）（入院を必要としない軽症者に対するもの）

ア 休日・夜間急患センター

名 称 所 在 地 開 設 者

郡山市休日・夜間急病ｾﾝﾀｰ 郡 山 市 郡山市

須賀川地方休日夜間急病診療所 須賀川市 須賀川地方保健環境組合

イ 在宅当番医制

地 域 名 実施主体

郡 山 市 郡山医師会

田村市・田村郡 田村医師会

石 川 郡 石川郡医師会

(2) 第二次体制（入院を必要とする中等症・重症患者に対するもの）

ア 病院群輪番制

地 域 名 市 郡 名 参加病院数 参 加 病 院 名

郡 山 市 今泉西病院・太田熱海病院・太田西ノ内病院
郡 山 田 村 市 6 寿泉堂綜合病院・総合南東北病院・星総合病院

田 村 郡
須賀川 須賀川市 3 池田記念病院・公立岩瀬病院・須賀川病院

岩 瀬 郡
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イ 救急病院

市 郡 名 病 院 数 病 院 名
今泉西病院・太田熱海病院・太田西ノ内病院

郡 山 市 7 桑野協立病院・寿泉堂綜合病院・総合南東北病院
星総合病院

須賀川市
4

公立岩瀬病院・独立行政法人国立病院機構福島病院
石 川 郡 須賀川病院・ひらた中央病院

ウ 救急協力病院（診療所）

市 郡 名 医療機関数 医 療 機 関 名

郡 山 市 1 佐藤胃腸科外科病院

田村市・田村郡 3 町立三春病院・大方病院・白岩医院

(3) 第三次体制（生命の危機が切迫している重篤患者に対するもの）

救命救急センター

（財）太田綜合病院附属太田西ノ内病院（郡山市西ノ内二丁目5－20）

３ 薬 事

(1) 薬事関係営業

薬事法に基づき、保健衛生の向上を図るため、医薬品・医薬部外品・化粧品及び医療機器につ

いて、監視・指導を実施しています。

ア 薬事関係営業者数 （平成25年3月31日現在）

区分 医 薬 品 部 化 医療機器

薬 製造業 卸 店 特例販売業 配 外 粧 製 修 販高 販管

専 薬 舗 甲 農 医 歯 空 置 品 品 売度 売理

販 療 販 製 製 造 理 ・管 ・医

売 種 用 売 造 造 賃理 賃療

局 業 局 売 業 協 ガ 科 港 業 業 業 業 業 貸機 貸機

市町村 ス 業器 業器

郡 山 市 129 7 15 88 22 2 9 51 223 730

須賀川市 29 2 5 1 9 5 1 2 3 1 27 151

田 村 市 14 1 8 2 5 1 1 3 6 100

鏡 石 町 3 1 2 1 2 2 35

天 栄 村 2 1 1 1 3

石 川 町 7 2 6 1 1 3 60

玉 川 村 2 1 1 11

平 田 村 1 2 1 12

浅 川 町 2 1 1 1 9

古 殿 町 1 2 1 10

三 春 町 5 2 3 46

小 野 町 3 2 1 1 50

合 計 198 10 25 90 36 0 2 0 0 0 33 2 6 19 52 269 1,217
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イ 薬局・医薬品等販売業等の許可等事務処理件数 （平成24年度）

区 分 新 規 更 新 書 換 再 交 変更 休廃止 届出済 販売先 承 認 配 置

交 付 付 届 等 届 証交付 変 更 従事届

薬 局 7 35 3 767 8

(薬局)医薬品製造販売業 13 2 1 13

薬局製造販売医薬品製造業 13 2 1

一 般 販 売 業 1

卸 売 販 売 業 14 10 80 11

薬 種 商 1 20

特 例 販 売 業 3 3

店 舗 販 売 業 12 1 46 3

配 置 販 売 業 2 1

配 置 身 分 証 明 書 12 42 3 3 11 108

高度管理機器販売業 17 25 7 158 21

管理医療機器販売業 109 51 65 13

合 計 197 118 14 3 1,107 145 13 13 108

ウ 医薬品等製造業等の許可等事務処理件数 （平成24年度）

区 分 新規 更新 区分 区分 書換 変更 休廃 品目 化粧品製 製品届 管理者

追加 変更 交付 届 止届 廃止 造販売届 廃止 承認

医 薬 品 製 造 販 売 業 1

医 薬 品 製 造 業 2 10

医薬部外品製造販売業

医 薬 部 外 品 製 造 業 3

化 粧 品 製 造 販 売 業

化 粧 品 製 造 業 1 3

医療機器製造販売業 1 2 1

医 療 機 器 製 造 業 1 5 13

医 療 機 器 修 理 業 5 5 2 1 36 4

合 計 8 14 2 1 67 4

(2) 医薬分業

医薬分業の推進を図り、医薬品の適正で安全な使用と医療の質の向上を目指しています。

処方せんの発行及び応需状況

年 度 応需枚数 応需薬局数 発行医療機関数 処方せん受け取り率

平成14年度 2,229,815 130 156 42.9

平成15年度 2,213,280 138 181 45.4

平成16年度 2,491,196 160 205 51.6

平成17年度 2,719,415 165 205 51.7

平成18年度 2,808,986 180 238 54.3

平成19年度 2,927,405 181 249 55.9

平成20年度 2,949,488 187 267 56.8

平成21年度 2,942,933 180 277 58.3

平成22年度 3,071,842 186 302 60.6

平成23年度 3,136,955 187 325 63.8

平成24年度 3,323,563 193 290
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(3) 血液確保

安全な輸血用血液を確保するため、地域住民に献血思想の普及啓発に努めるとともに、事業所

訪問や街頭献血キャンペーン等を実施し、血液の確保に努めています。

平成14年度からは、移動献血会場にて骨髄バンクドナー登録会を行い、登録の推進に貢献して

います。

ア 献血実績

区 分 献 血 者 数 （人） 赤血球 達成率（％）

200mL 400mL 成 分 計 換算数 献血者数 赤血球換算数

平成14年 2,687 3,701 503 6,891 - 84.1 -

平成15年 2,503 3,546 723 6,577 - 81.5 -

平成16年 2,411 3,166 393 5,970 - 73.9 -

平成17年 2,224 3,648 139 6,011 - 97.3 -

平成18年 2,035 3,848 - 5,883 - 95.3 -

平成19年 1,469 4,344 - 5,813 10,157 96.2 96.8

平成20年 1,520 4,644 - 6,164 10,808 101.7 98.8

平成21年 1,410 4,324 - 5,734 10,058 95.1 91.1

平成22年 1,493 4,954 - 6,447 11,401 98.0 95.1

平成23年 1,387 4,403 - 5,790 10,193 84.6 82.0

平成24年 1,549 4,927 - 6,476 11,403 96.9 94.3

イ 愛の血液街頭献血キャンペーンの実施

(ｱ) 平成24年7月22日（日）

イオンタウン須賀川、メガステージ須賀川

献血者数：139人

(ｲ) 平成24年7月20日（金）

リオンドール船引店、田村市役所

献血者数：110人

ウ 市町村別献血実績（平成24年度）

区 分 須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村

献 400ml 献血者数(人) 2,042 841 442 139 433 121

血 200ml 献血者数(人) 609 248 128 50 286 102

者 計 2,651 1,089 570 189 147 19

数 赤血球換算数 (A) 4,693 1,930 847 528 564 236

献血計画数（赤血球換算数） (B) 4,733 1,998 770 358 1,020 427
達成率 (赤血球換算数)% (A)/(B) 99.2 96.6 131.4 91.6 70.5 52.2

献血車１稼働当たり献血者数 42.1 38.9 47.5 37.8 33.3 30.3

区 分 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町

献 400ml 献血者数（人） 164 199 131 355 226

血 200ml 献血者数(人) 47 41 47 137 76

者 計 211 240 178 492 302

数 赤血球換算数 (A) 375 439 309 847 528

献血計画数（赤血球換算数） (B) 398 391 315 1,058 622

達成率 (赤血球換算数)% (A)/(B) 94.2 112.3 98.1 80.1 84.9

献血者１稼働当たり献血者数 42.2 48.0 44.5 35.1 37.8
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(4) 骨髄バンクドナー登録（平成24年度）

・受付件数：138名

４ 毒物劇物

毒物及び劇物取締法に基づき、保健衛生上の危害を防止するため、製造業者、販売業者及び業務

上毒物劇物を取扱う業者等の監視・指導を実施しています。

(1) 毒物劇物営業者数 （平成25年3月31日現在）

区分 販 売 業 業務上取扱者
特定毒物

製造業 輸入業 一 般 農業用 特 定 電気メ 金属熱
運送業 研 究 者

市町村 品 目 品 目 ッキ業 処理業

郡 山 市 9 １ - - - 6

須賀川市 1 12 25 2 3 1 1

田 村 市 6 20

鏡 石 町 1 3 2

天 栄 村 2

石 川 町 5 9

玉 川 村 1 3

平 田 村 2 2

浅 川 町 2 2 1

古 殿 町 1 2

三 春 町 1 6 5

小 野 町 1 3 4

合 計 12 2 41 76 2 4 1 7

(2) 販売業者の登録等の処理件数 （平成24年度）

区 分 新 規 登録更新
登録票

変更届 責任者 廃 止
書換交付 再交付 変更届

販 一 般 1 3 1 4 2 2

売 農業用品目 3 7 6 6 3

業 特 定 品 目

特定毒物使用者

特定毒物研究者

合 計 4 10 1 0 10 8 5

５ 麻薬・覚せい剤・大麻・向精神薬

麻薬向精神薬取締法等関係法令に基づき指導取締を行っています。

(1) 麻薬取扱者数 （平成25年1月1日現在）

麻薬卸 麻薬小 麻薬施用者 獣医師 麻薬管 麻 薬 特定麻薬等原料

売業者 売業者 医 師 歯科医師 理 者 研究者 卸 小 売 業 者
合計

5 148 690 26 28 71 5 15 988
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(2) 免許申請等事務処理件数 （平成24年度）

区 分 新 規 書換交付 再交付 廃 止

卸 売 業 者

麻 小 売 業 者 9 39 7

施 用 者 85 289 72

薬 管 理 者 11 10 13

研 究 者 1

特定麻薬等原料卸・小売業者

覚 施 用 者

せ 研 究 者

い 原 料 研 究 者

剤 原 料 取 扱 者

大 麻 研 究 者

向 製造製剤業者

精 試 験 研 究 者

神 卸 業 者

合 計 106 338 92

(3) 不正栽培けし抜去本数 3,505本 （平成24年度）

６ 薬物乱用防止事業

シンナー・覚せい剤等の薬物乱用を防止するため、保護司・民生児童委員・薬剤師等からなる地

区薬物乱用防止指導員協議会と連携のもと、小・中・高校生や地域住民に対し、啓発活動を実施し

ています。

(1) ６２６ヤング街頭キャンペーン（４地区で実施）

郡山地区：ザ・モール郡山店 須賀川地区：イオンタウン須賀川

田村地区：メガステージ田村、リオンドール船引

石川地区：県立石川高校前・学校法人石川高校前・県立小野高校平田分校前

(2) 薬物乱用防止教室

小学校数：5校（参加生徒数：232名）、中学校数：7校（参加生徒数：830名）

(3) 薬物乱用防止スクールキャラバンカー

小学校数：4校（参加生徒数：222名）、中学校数：9校（参加生徒数：450名）
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第 １ 医療薬事課の業務

第1-2 感染症予防チームの業務

１ 感染症・感染症患者の発生状況

感染症対策については、平成10年10月2日に制定され、平成11年4月1日から施行され

た｢感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下｢感染症法｣）に

基づき実施しています。

感染症法第6条に規定されている感染症は、発生動向を踏まえ、随時改正されていま

す。平成15年には海外におけるSARSの発生等を踏まえた改正、平成18年には結核が二

類感染症に位置付けられ、これにより結核予防法が廃止されました。また、平成20年

には、鳥インフルエンザ（H5N1)が二類感染症に追加、感染症の類型に新型インフルエ

ンザ等感染症が新設され、平成23年1月の改正でチングニア熱が四類感染症に、薬剤耐

性アシネトバクタ－感染症が五類感染症（定点把握）に追加になりました。

さらに、平成25年3月4日には重症熱性血小板減少症候群（SFTS)が四類感染症に、平

成25年4月1日からは侵襲性インフルエンザ菌感染症、侵襲性髄膜炎菌感染症、侵襲性

肺炎球菌感染症が 五類感染症（全数把握）に指定されました。

なお、管内の平成24年（1月～12月）の感染症発生届出状況及び定点医療機関からの

届出状況は下記のとおりです。

一～五類感染症（全数把握）*（平成24年） 定点把握（平成24年）
感染症分類

二類 三類 四類 五類 五類感染症

疾 病 名 結核 細菌性赤痢 つつが虫病 ウイルス性肝炎、急性脳炎、 （週報） （月報）

腸管出血性大腸菌感 後天性免疫不全症候群、 小児科定点（6か所）性感染症

染症 バンコマイシン耐性腸球菌 3,979件

感染症、風しん ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ定点

（10か所） （2か所）

届出件数 21件 4件 5件 5件 3,398件 30件

（ LTBI 眼科定点（1か所）

含む） 19件

* 診断をした医師の所属する医療機関の最寄りの保健所に届出をすることとなっていますが、結核につ

いては患者の住所地の保健所において届出の受理をしています。

２ 予防接種実施状況（定期）

予防接種は、予防接種法に基づき伝染の恐れのある疾病の発生、まん延を予防し、公

衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的として実施されています。

予防接種法による定期予防接種は市町村長が行うこととされていますが、平成25年4月

1日に予防接種法の改正があり、定期予防接種は A 類・B 類に類型化され、さらには、
平成22年11月26日から「ワクチン接種緊急促進事業」により費用助成されていた子宮頸

がん予防ワクチン、ヒブ（インフルエンザ菌ｂ型）ワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン

の３ワクチンが、定期接種に追加されました。

また、平成27年度を目標とする麻しんの国内排除を達成するため、市町村と協力しな

がら予防接種の重要性について周知に努めました。
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【麻しん・風しん予防接種接種状況】 （平成24年4月～12月末現在）

福島県 県中管内

第2期 第3期 第4期 第2期 第3期 第4期

麻しん風しんワクチン接種者数（人） 11,865 13,210 13,281 1269 1497 1477

麻しん風しんワクチン対象者数（人） 16,688 19,664 21,864 1716 2062 2365

麻しんワクチン接種率（％） 71.1 67.2 60.7 74.0 72.6 65.5

風しんワクチン接種率（％） 71.1 67.2 60.8 74.0 72.6 65.6

（※上記データは、「都道府県別麻しん・風しんワクチン接種対象群別結果（厚生労働省作成）から引

用。なお、第１期については集計されていない。）

＊対象者 1期：生後12月から生後24月に至るまでの間にある者

2期：5歳以上7歳未満の者で小学校就学の始期に達する日の1年前の日から当該

始期に達する日の前日までの間にある者

3期：13歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者

4期：18歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者

（3期、4期は平成24年度で終了。）

３ 結核予防対策

(1) 結核登録状況

平成24年末の登録者（潜在性結核を除く）は33名中24名（72.7%）、新登録者にお

いては15名中10名（66.7%) が高齢者（65歳以上）であり、高齢者等のハイリスク層

への結核対策を重点的に推進する必要があります。

また、治療中の者の確実な服薬のための支援や、患者との接触により結核にかかっ

ていると疑われる者に対する健康診断(接触者健診）の推進など、リスクに応じた効

率的な健康診断の強化が求められています。

(平成24年)

区 分 新規登録 登録除外数前年末現在 年 末 現 在

市町村別 登録患者数 新 規 転 入 登録除外 転 出 登録患者数

平成２２年 44(2) 11(2) 0 18(1) 2 35(3)

平成２３年 35(3) 14(3) 0 13(0) 0 36(6)

平成２４年 36(6) 15(6) 0 19(2) 0 33(10)

須 賀 川 市 15(4) 9(5) 0 6(1) 0 18(8)

田 村 市 3 1 0 4 0 1

鏡 石 町 4 0 0 3 0 1

天 栄 村 2 0 0 1 0 1

石 川 町 4(1) 2 0 1 0 5(1)

玉 川 村 1 0 0 0 0 1

平 田 村 0 0 0 0 0 0

浅 川 町 1 1 0 0 0 2

古 殿 町 0 0 0 0 0 0

三 春 町 5(1) 2(1) 0 4(1) 0 3(1)

小 野 町 １ 0 0 0 0 1

＊ （ ）は潜在性結核感染症で別掲
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(2) 結核定期健康診断実施状況

結核の早期発見対策として行われてきた一律的・集団的な定期の健康診断は、罹

患率の低下と患者数の減少により、平成17年4月1日に対象者の見直しが行われまし

た。市町村の行う健康診断は65歳以上の者を対象に、また、学校、医療機関、老人

保健施設、社会福祉施設の従事者は年1回の定期健康診断を実施することになりまし

た。

なお、学校における定期の健康診断は、高校以降の生徒、学生に対し入学した年

度に1回実施しています。

（平成24年度）

事業所 学校（高校、 施設入所者 一般住民 計
各種学校等）

対象者 6,426 2,114 1,231 48,076 57,847
受診者 6,191 2,098 1,207 13,736 23,232
受診率 96.3% 99.2% 98.1% 28.6% 40.2%
間接撮影者数 2,248 2,028 262 11,238 15,776
直接撮影者数 3,938 70 945 2,498 7,451
喀痰検査者数 7 0 0 745 752

発見 結核患者数 0 0 0 0 0
患者 発病の恐れがある者 0 0 0 6 6

(3) 接触者健診

結核患者が発生した場合、家族及び接触者の健康状況を確認するために、医療機関

等において健康診断を実施しています。

（平成24年度)

対象者数 受診者数 受診率％ 要医療 潜在性結核感染症 異常なし 経過観察

127 117 92.1% 0 3 111 4

(4) 結核患者登録者に対する管理検診

結核治療終了者、治療放置及び病状不明者等の者に対して健康診断を実施するため、

医療機関と委託契約を結び、再発がないか確認しています。

（平成24年度)

対象者数 受診者数 受診率％ 要医療 発病の恐れのある者 異常なし 経過観察

32 31 96.9% 0 0 31 0

(5) 県中地区感染症診査協議会による診査状況

感染症法第24条に基づき感染症診査協議会を置いて、知事の諮問に応じ法第37条の

２第１項の医療費公費負担申請及び就業制限、入院勧告、入院期間の延長について審議

し、答申しています。

感染症診査協議会委員は6名で構成され委員の任期は2年です。

ア 開催回数 12回（定例11回 臨時1回）

イ 診査件数

医療費公費負担 30件
就業制限 8件
本入院勧告 3件
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入院期間延長 4件

(6) 結核対策特別促進事業

ア 保健衛生ミニ講座

開催回数 3回 人数 81名

対 象 者 一般住民（介護職員、学生）

イ 高齢者の結核予防対策

研修会 1回 人数 12名

対象者 高齢者健康サロン参加者

４ エイズ予防対策及びウイルス性肝炎対策
(1) エイズ相談及びＨＩＶ抗体検査

HIV抗体検査は、週1回迅速検査を実施してます。
(平成24年度)

相談等件数 ＨＩＶ抗体検査実施件数

電 話 来 所 計 男 女 計

106 85 191 49 34 83

(2) ウイルス性肝炎一般相談及び検査実施数 (平成24年度)

相 談 等 件 数 ＨＣＶ検査件数 ＨＢs検査件数

電 話 来 所 計 男 女 計 男 女 計

62 179 241 1 0 1 1 0 1

(3) 世界エイズデ－キャンペ－ン (平成24年度)

① 街頭キャンペーン

開 催 日 開催場所 開催内容 配布枚数

24.11.30 (金） リオンドール須賀川店 啓発用資材配布 500

② 展示会

開 催 日 開催場所 開催内容

24.11.23（金）～12.7（木） 須賀川ｺﾐｭﾆﾃｨｰﾌﾟﾗｻﾞ ﾎﾟｽﾀｰ掲示、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ設置

24.11.22（木）～11.29（木） 管内高等学校 啓発用資材掲示、ﾎﾟｽﾀｰ掲示

24.11.22（木）～11.29（木） ｶﾗｵｹﾎﾞｯｸｽ5店舗、 啓発用資材掲示、ﾎﾟｽﾀｰ掲示

ｹﾞｰﾑｾﾝﾀｰ3店舗

③ 啓発資材の配布

開 催 日 開催場所 開催内容 配布枚数

24.11.26 (月） 公立岩瀬看護学院 看護学生へ資材配布 30
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(4) 肝炎治療特別促進事業

ウイルス性肝炎患者の肝硬変、肝がんの予防、肝炎ウイルスの感染防止を図るためB

型及びC型肝炎患者のインターフェロン治療にかかる医療費の助成を平成20年度より実

施しています。平成22年度からは、B型肝炎の核酸アナログ製剤治療についても助成の

対象になりました。

年度 承認件数 備考

平成22年度 153件 不承認1件、取り下げ1件

平成23年度 114件 不承認1件、取り下げ1件

平成24年度 124件

５ 新型インフルエンザ等対策

新型インフルエンザの地域医療提供体制については、平成21年度より「県中地域医療

会議」において検討しています。平成24年度は、5月に新型インフルエンザ等対策特別措

置法が公布されたことに伴い、県対策本部設置条例の制定や行動計画の策定等を踏まえ

た上での会議開催としました。また、発生時の対応に備え、所内の相談体制を再度見直

しました。

６ 高病原性鳥インフルエンザ対策

県中農林事務所を事務局として、福島県高病原性鳥インフルエンザ県中地方連絡会議

が年２回開催されています。

当所は、当該会議の構成員として「高病原性鳥インフルエンザ発生時における初動作

業マニュアル」の改定等について検討し、また、発生時の所内体制等について見直しま

した。
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第 ２ 衛生推進課の業務
第2-1 環境衛生チームの業務

１ 環境衛生

旅館、公衆浴場、理容・美容所、クリーニング所、興行場等は生活に密着し、かつ多数の人

が利用する営業施設であることから、これらの施設は、衛生的でかつ安全に利用できることが

求められます。

このため、定期的に施設監視を行うほか、公衆浴場や旅館の浴槽水中のレジオネラ属菌検査

などの各種検査を行い、これらの結果を踏まえ、施設の整備、器具機材の洗浄・消毒等、適正

な管理を指導するとともに、衛生確保のための情報を提供し、自主管理の強化を促しながら、

衛生水準の維持向上のための指導・助言を行いました。

また、大型店舗、旅館、事務所、学校など多数の人が利用する特定建築物の衛生的環境を確

保するため、立入検査を行い適正な維持管理について指導・助言を行いました。

このほか、墓地、火葬場、遊泳用プール等の生活衛生施設についても、管理状況の監視を行

い、適正管理の指導・助言を行いました。

更に、家庭用品による消費者の健康被害を防止するため試買検査を行ったほか、居住環境に

おけるシックハウス対策、衛生害虫駆除など生活衛生に関する相談対応や情報提供に努めまし

た。

(1) 生活衛生営業施設の衛生確保

ア 施設数、監視指導件数等の状況 （平成24年度）

区 分 年度末 新 規 廃 業 監 視 違 反

施設数 施設数 施設数 指導件数 件 数

ホ テ ル 10 1 12

旅 館 125 2 8 82

簡 易 宿 所 37 8

下 宿 2

常 設 興 行 場 8 5

その他の興行場

普 通 公 衆 浴 場 1 2

その他の公衆浴場 60 2 3 44

理 容 所 338 4 3 43

美 容 所 384 6 5 41

クリーニング所（一般） 42 40

取 次 所 160

計 1,167 15 19 277

イ 理容所、美容所における使用器具類の消毒効果確認検査

・指標細菌（ブドウ球菌）の検出状況（平成24年度）

（理 容 所） （美 容 所）

検査対象 検 査 数 検 出 数 検査対象 検 査 数 検 出 数

く し 30 16 く し 30 10

は さ み 30 8 は さ み 30 6

かみそり 30 10 かみそり等 30 14

計 90 34 計 90 30
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(2) その他の生活衛生施設及びビル管理登録業

ア 施設数、監視指導件数等の状況 （平成24年度）

区 分 年度末現在 新 規 廃 止 監視指導件数 違反件数

施設数

火 葬 場 4

墓 地 ・ 納 骨 堂 1,102 1 2

特 定 建 築 物 49 2 34

ビル管理業登録業者 9

ｺｲﾝｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 27

一 般 プ ー ル 22 1 20

計 1,213 3 1 56

イ 浴槽水中のレジオネラ属菌検査

公衆浴場、旅館の浴槽水の検査 （平成24年度）

施設区分 検査数 検出数 施設指導・啓発内容

旅 館 12 3 ・入浴施設の循環経路の清掃・消毒の実施

公衆浴場 3 2 ・浴槽水の定期的な換水の実施
・浴槽水の消毒の実施

計 15 5 ・浴槽水の自主検査（レジオネラ属菌）の実施

ウ 普通公衆浴場の水質検査 （平成24年度）

対象施設 浴槽数 検査件数 不良件数 検査項目および水質基準

1 2 2 0 濁度（5度以下）
過マンガン酸カリウム消費量（25mg/L以下）
大腸菌群（1個／ml以下）

エ 家庭用品試買検査 （平成24年度）

検 査 項 目 検 体 区 分 試買件数 検査結果

ホルムアルデヒド
生後24ヵ月以内乳幼児用繊維製 5 適 合

品

生後24ヵ月以上乳幼児用繊維製 4 適 合

品

水酸化カリウム又は 家庭用の洗浄剤で液体のもの 2点×3 適 合

水酸化ナトリウム （水酸化カリウム又は水酸化ナ

トリウムを含有する製剤たる劇

物を除く。）

オ 衛生害虫の相談、受付 （平成24年度）

その他衛生害虫
ねずみ ハエ ゴキブ

アタマ
の ダニ ハチ その他の種類

リ
ジラミ

シラミ ※

件 数 2 0 0 0 0 1 6 3

相談等 駆除 駆除 駆除 判定

の内容 方法 方法 方法

※虫の種類：チョウバエ、ヒメマキムシ、ヨコズナサシガメ
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２ 水 道

県中地域の水道事業（市町村営）は、地形的要因から中小規模の水道施設が複数点在しており、

その維持管理に多大な労力を要するとともに、老朽施設の更新や耐震化等災害に強い水道施設の

整備が求められている中、人口の減少による水道料金収入の減少など、経営環境が厳しくなって

います。

また、阿武隈高地などの山間部は、水道施設の整備効率が悪く、採算性が低いため水道施設の

整備は困難な状況です。そのため、山間部に点在する集落の多くは、地下水などの自己水源を利

用し、集落で管理する給水施設や個人で管理する飲用井戸等により給水されています。

安全な飲料水が安定的に供給されるよう、水道施設及び給水施設等の立入検査を行い、水道事

業者等に対し適正な水質管理や水道施設の維持管理の徹底を図るよう指導助言を行うとともに、

水道国庫補助事業及び県費補助事業等の活用による水道施設等の計画的な整備促進の支援を行い

ました。

また、東京電力(株)福島第一原子力発電所における放射性物質放出事故以降、放射性物質の影

響による水道水等の安全確保に万全を期すため、「福島県飲料水の放射性物質モニタリング検査

実施計画」に基づき、管内の水道水等の放射性物質検査を実施しました。

(1) 施設数、監視指導件数等の状況 （平成24年度）

区 分 年度末施設数 新規施設数 廃 止 数
監視指導

件 数

上 水 道 10(*) 8

簡 易 水 道 14 14

専 用 水 道 28 1 1 27

簡 易 専 用 水 道 176 4 3 19

準簡易専用水道 165 1 1 2

給 水 施 設 57 1 42

(*) このうち郡山市及び須賀川市上水道の２施設は、厚生労働省認可施設のため監視対象外

(2) 水道普及率 （平成23年度）

市 町 村
23年度普及率 22年度普及率

市 町 村
23年度普及率 22年度普及率

（％） （％） （％） （％）

郡 山 市 96.5 96.3 玉 川 村 82.6 82.7

須賀川市 92.5 92.7 平 田 村 42.7 42.4

田 村 市 59.7 55.5 浅 川 町 99.0 98.2

鏡 石 町 94.1 92.7 古 殿 町 79.4 77.7

天 栄 村 95.2 94.0 三 春 町 90.7 85.8

石 川 町 72.4 72.4 小 野 町 46.2 45.5

管内普及 90.1％ 89.5％
率
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(3) 水道関係施設の整備事業（平成24年度）

ア 水道水源開発等施設整備費（国庫）

事 業 者 補 助 区 分 事 業 内 容

須 賀 川 市 ライフライン機能強化等事業費 城山配水池更新

(全国防災）

〃 ライフライン機能強化等事業費 西川浄水場更新

(全国防災）

〃 ライフライン機能強化等事業費 緊急時用連絡管布設

(全国防災）

小 野 町 ライフライン機能強化等事業費 重要給水施設配水管

布設(全国防災）

イ 簡易水道等施設整備費（国庫）

事 業 者 区 分 内 容

田 村 市（旧滝根町） 生活基盤近代化事業 水量拡張事業

田 村 市（旧常葉町） 生活基盤近代化事業 基幹改良事業

(全国防災）

平 田 村 生活基盤近代化事業 基幹改良事業

(全国防災）

天 栄 村 簡易水道再編推進事業 統合簡易水道事業

(4)飲料水の放射性物質モニタリング検査 （平成24年度）

区 分 検査検体数 検査結果

上水道・簡易水道 ２，２２５ 全て検出下限値未満

専 用 水 道 ８２ 全て検出下限値未満

給 水 施 設 １０８ 全て検出下限値未満

一般飲用井戸水 １，３８７ 全て検出下限値未満

合計 ３，８０２

※検出下限値は、セシウム 134と 137の合算値で２ Bq/kg

３ 温 泉

温泉資源の適正な利用を図るため、温泉の掘削・動力装置設置等の許可申請に係る審査を行

うとともに、源泉の温度、湧出量及び温泉利用状況等を調査し、温泉資源の適正な維持管理に

ついて指導・助言を行いました。

また、温泉利用施設におけるレジオネラ症発生防止のため、循環ろ過装置等を有する入浴施

設の清掃・消毒の実施等の衛生管理を指導するとともに、併せて温泉成分等の掲示について、

指導・啓発を行いました。
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(1) 温泉源泉数及び利用許可施設数 (平成24年度）

区 分 源 泉 数
利用許可施設数

計 利用数 未利用数

須賀川市 19 11 8 16(3)

田 村 市 5 1 4 1

鏡 石 町 5 4 1 4(1）

天 栄 村 24 21 3 19

石 川 町 12 11 1 10

玉 川 村 2 1 1 1

古 殿 町 1 1 0 1

三 春 町 6 5 1 9(2)

小 野 町 5 4 1 4

計 79 59 20 65(6)

（注) 括弧内数値は、飲用利用許可施設数を再掲

(2) 新規温泉利用許可状況 （平成24年度）

温泉利用許可者相続人事業継続承認 温泉利用廃止

浴 用 飲 用 浴 用 飲 用

1 0 1 1

(3) 温泉関係立入指導状況（件数） (平成24年度）

源泉調査 利用許可施設立入調査 計

28 46 74
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第 ２ 衛生推進課の業務
第2-2 食品衛生チームの業務

１ 食品衛生

食品の製造加工技術の進歩や流通の広域化、国際化が伸展し、多種多様な食品が流通す

る一方で、健康志向が高まる中、食品に関連する様々な事件・事故の発生により、健康被

害への危惧が高まり、食品の品質や安全性に対する不安や不信は極めて大きく、消費者

の食に対する要求はますます強まっています。

このような状況を踏まえ、食中毒の発生防止及び不良食品が製造・流通しないよう、広

域流通食品製造施設、食中毒の発生頻度の高い業種等に対する重点的な監視指導や集団給

食施設の一斉点検等を実施するとともに、地元特産食品や流通食品の安全・衛生を確保す

るため、収去検査による不良食品の発見と排除、食品取扱い施設に対する監視指導の実施、

営業施設における自主管理の強化支援等を実施するとともに、食品衛生懇談会や消費者に

対する講習会の開催を通じ、食品衛生情報の提供、衛生知識の普及啓発を行いました。

また、東京電力（株）福島第一原子力発電所における放射性物質放出事件以降、市場等

に流通する食品等の安全を確認するため、県内産の農林水産物等を原材料とする加工食品を

中心に放射性物質検査を実施しました。

(1) 食品営業許可と監視指導状況

ア 営業許可施設

営業許可を要する4,147施設に対して、延べ1,974施設の監視指導を実施しました。

また、7件の食品衛生法違反の事例について行政措置を行いました。

（営業許可施設：2-1） （平成24年度）
処

項 目 施 営業許可 違 処 分 件 数 分 告
設 施 設 数 廃 以 調査
数 業 反 外 発 監視（

施 許 営 営 改 回 そ の 指導
年 新 継 設 件 可 業 業 善 収 の 措 件 件数

業 種 度 数 取 禁 停 命 命 他 置
末 規 続 数 消 止 止 令 令 件 数）

数

飲
一般食堂・レストラン等 881 47 96 76 2 2 189

食
仕出し屋・弁当屋 134 16 14 10 125

店
旅 館 104 1 19 6 58

営
そ の 他 640 79 61 72 1 1 544

業
臨時営業（再掲） (43) (43) (43)

（小計） 1,759 143 190 164 3 2 1 916

菓子製造業 331 31 42 23 2 2 289

臨時営業（再掲） (6) (6) (6)

乳処理業

特別乳さく取処理業

乳製品製造業 2 1 1 4

集乳業 1

魚介類販売業 317 17 38 17 156

魚介類せり売り営業

魚肉ねり製品製造業
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（営業許可施設：2-2） （平成24年度）

処
施 営業許可 違 分 告

項 目 設 施 設 数 廃 処 分 件 数 以 調査
数 業 反 外 発 監視（

施 の 指導
年 新 継 設 件 許 営 営 改 回 そ 措 件 件数

業 種 度 数 可 業 業 善 収 の 置
末 規 続 数 取 禁 停 命 命 他 件 数）

消 止 止 令 令 数

食品の冷凍又は冷蔵業 7 2 2 1 1 11

かん詰又はびん詰食品製造業 22 4 2 11

喫茶店営業 498 22 75 68 100

臨時営業（再掲） (2) (2) (2)

あん類製造業 6 1 3

アイスクリーム類製造業 27 2 2 4 15

乳類販売業 619 20 47 32 154

臨時営業（再掲） (1) (1) (1)

食肉処理業 9 1 1 6

食肉販売業 326 20 31 16 146

食肉製品製造業 2 5

乳酸菌飲料製造業

食用油脂製造業 3 1 2

ﾏｰｶﾞﾘﾝ又はｼｮｰﾄﾆﾝｸﾞ製造業
みそ製造業 41 2 14 6 20

醤油製造業 4 2 1 5

ソース類製造業 2 6

酒類製造業 7 1 5

豆腐製造業 30 1 2 33

納豆製造業 1 2

めん類製造業 45 1 5 2 32

そうざい製造業 66 4 8 3 35

添加物製造業 2 1 2

清涼飲料水製造業 10 1 1 15

氷雪製造業

氷雪販売業 11 1

合 計 4,147 271 459 346 7 2 5 1,974
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イ 営業許可不要施設

営業許可の不要な3,031施設に対して、延べ780施設の監視指導を実施しました。

（営業許可不要施設） （平成24年度）

施 違 処
項 目 設 処分件数 分 告 調査

数 反 以 監視（

外 発 指導
年 件 営 営 改 廃 そ の 件数

業 種 度 業 業 善 棄 の 措 件
末 数 禁 停 命 命 他 置）

止 止 令 令 件 数
数

学 校 52 2 2 41

集 病院・診療所 8 7

団 事業所 6 8

給 その他(社会福祉施設等) 62 28

食 (小計) 128 84

乳さく取業 129

食 漬物製造業 169 2 2 63

品 野菜類（漬物を除く）加工業 29 6

製 魚介類加工業 2

造 こんにゃく製造業 18 7

業 その他 9 2 2 123

野菜果物販売業 271 115

ぞうざい販売業 274 74

菓子（パンを含む）販売業 737 121

食品販売業（上記以外） 980 62

添加物（法第７条第１項の規定により規格が定められたものを除く）の製造業

添加物の販売業 76 17

氷雪採取業

器具・容器包装・おもちゃの製造業又は販売業 209 108

6 6合 計 3,031 780

(2) 食品等の検査状況

市場等に流通する食品96検体の収去検査を実施したところ、1検体から食品衛生法

の規格基準違反が確認されたことから、違反した食品の自主回収を指導しました。

また、加工食品等の放射性物質検査では、703検体のうち出荷前の1検体から食品衛

生法上の基準値超過が確認されたことから、加工者に対し出荷自粛を要請しました。
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ア 収去検査実施状況 （平成24年度）

収
試験場所 不良理由（延べ数）項 目 去

し 衛 そ 不 大 異 添 法 残 抗 そ
た 生 良 腸 加 定 留 菌
も 研 の 検 菌 物 外 農 性 の
の 究 体 群 物 使 添 薬 物
実 所 他 数 用 加 基 質 他

食品等 数 基 物 準
準

魚介類 8 8

冷 無加熱摂取冷凍食品

凍 凍結直前に加熱された加熱後摂取冷凍食品

食 凍結直前未加熱の加熱後摂取冷凍食品

品 生食用冷凍鮮魚介類

魚介類加工品（かん詰・びん詰を除く）

肉卵類及びその加工品（かん詰・びん詰を除く）

乳・乳製品 1 1 1 1

乳類加工品（アイスクリーム類を除き、マーガリンを含む

アイスクリーム類・氷菓 2 2

穀類及びその加工品（かん詰・びん詰を除く） 20 20

野菜類・果物及びその加工品（かん詰・かん詰を除く） 6 6

菓子類 24 24

清涼飲料水 7 7

酒精飲料

氷 雪

水

かん詰・びん詰食品

その他の食品 28 28

添加物及びその製剤

器具及び容器包装

おもちゃ

合 計 96 96 1 1

イ 加工食品等の放射性物質検査 （平成24年度）

検査検体数 703 左のうち基準値超過検体数 1

(3) 食中毒予防啓発事業

衛生教育の実施状況 （平成24年度）

対 象 者 等 開催回数 受講人数
うち出前講座（再掲）

開催回数 受講人数

食品等取扱者（営業者） 31 681 14 327

集団給食施設従事者 7 372 6 291

消費者 7 194 7 194

その他 5 134 3 72

食品衛生責任者養成講習 4 142 - -

食品衛生責任者再教育講習 4 100 - -

58 1,623 30 884
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(4) 小中学生の食の安全教室

小中学校へ食品衛生監視員を派遣し、児童・青年期から正しい食品の選択や食中毒

から身を守るために必要な基礎知識の普及啓発に努めました。

実施した小学校の数及び受講者数 ２４校 １，３７４名

実施した中学校の数及び受講者数 ６校 ３８４名

※参考 食中毒発生状況
年 次 H20 H21 H22 H23 H24

管 発生件数 2 0 8 2 1

内 患 者 数 6 0 142 75 14

県 発生件数 21 15 32 19 10

内 患 者 数 271 234 425 340 73

２ 狂犬病予防・動物の愛護及び管理

犬による危害の発生防止と動物愛護・適正飼養の普及啓発を目的に、種々の事業を実

施しました。

動物の飼育者並びに地域住民及び学校児童に対し、飼い犬のしつけ方教室や小学校へ

の獣医師派遣事業において、飼い主の社会的マナーの普及啓発、学校児童への動物との

適切なふれあい方、飼い方の講習会等を実施し、学校、地域及び家庭等における動物愛

護に対する理解と関心を深め、人と動物の調和ある共生を推進しました。

(1) 狂犬病予防及び動物愛護

狂犬病予防法、犬による危害の防止に関する条例並びに動物の愛護及び管理に関す

る法律に基づき、飼い主に対する適正飼養の指導、苦情相談(処理)、咬傷犬に対する

処置、放置犬の捕獲業務、犬・猫引取及び譲渡等の業務を行いました。

なお、狂犬病予防法では、生後90日を経過した犬には生涯１回の登録と年１回の狂

犬病予防注射が義務付けられています。東日本大震災等の影響により低下した狂犬病

予防注射の実施率が震災以前の水準に回復していない状況であることから、引き続き

管内市町村と連携し、未登録犬の解消と狂犬病予防注射の実施率の向上を図る必要が

あります(表.１）。

また、捕獲犬や引き取った犬、猫のうち、犬130頭と猫16頭を飼育希望者に譲渡し

ました。

(2) 犬等に関する苦情

犬の苦情は234件あり、内訳では放浪犬・迷い犬・放し飼い・野犬・捨て犬等の収

容依頼が86.7％を占め、次いで鳴き声、脱糞といった飼い主の不適切な管理やモラル

の欠如を原因とする苦情です(表.２)。

(3) 飼い犬のしつけ方教室

犬の適正飼養の普及啓発のため、(社)福島県獣医師会県中支部及び県中地区動物愛

護ボランティア会の協力を得て、しつけ方教室を延べ３回（学科２回、実技１回）開催

しました。
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学 科 講 習 実 施 回 数 3回

学 科 講 習 受 講 者 数 22名

実 技 講 習 実 施 回 数 1回

実 技 講 習 受 講 者 数 2名

ボランティア参加者数 0名

(4) 小学校への獣医師派遣事業

小学校へ獣医師を派遣し、学校飼育動物の正しい飼育方法を指導しました。また、

譲渡動物である子犬・子猫とのふれあい活動を取り入れて、身近な動物である犬・猫

などへの正しい接し方や飼い方を指導するとともに、人畜共通感染症の予防啓発に努

めました。

実施小学校数 14校

派 遣 回 数 15回

受 講 者 数 （ 児 童 等 ） 790名

ボランティア参加者数 延べ 29名

(5) 動物取扱業者に対する監視指導

動物の愛護及び管理に関する法律第24条第1項に基づき、動物取扱業の飼養施設等

の立入検査を実施し、適正管理を指導しました。

販売 保管 貸出 訓練 展示 計

登 録 数 25 14 1 6 3 49

監視件数 18 9 1 4 3 35

(6) 特定動物（危険動物）の飼養管理対策

動物の愛護及び管理に関する法律第33条第1項に基づき、特定動物の飼養施設の立

入検査を実施し、特定動物による事故防止に努めました。

爬虫網 トカゲ目 ボア科

飼養施設数 1

監 視 件 数 1

(7) 被災動物の保護収容活動及び支援活動

福島第一原子力発電所の事故に伴い設定された、警戒区域内に取り残された犬、猫

の保護収容活動を延べ4回実施しました。

また、被災ペットを収容する第2シェルターに延べ9回11名の職員を派遣し、被災ペ

ットの個体管理などの支援活動を実施しました。
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表．１

年度末
狂 犬 病

捕 獲 犬 猫 咬 傷 犬

登録数
予防注射

抑留数 引取数 引取数 事件数 返還数実施頭数

須賀川市 4,883 3,358 59 44 161 3 18

鏡 石 町 907 631 9 9 84 0 1

天 栄 村 530 395 3 8 25 0 2

田 村 市 2,745 1,820 53 24 87 1 2

三 春 町 1,102 790 10 25 24 1 1

小 野 町 735 454 15 4 0 1 1

石 川 町 1,148 840 9 4 36 3 5

玉 川 村 608 419 9 5 13 0 2

平 田 村 554 440 18 16 33 0 0

浅 川 町 428 330 5 6 8 0 2

古 殿 町 521 403 4 22 32 1 1

合 計 14,161 9,880 194 167 503 10 35

表．２

内 訳 件 数

放 し 飼 39

捨 て 犬 11

迷 い 犬 41

放 浪 犬 92

野 犬 20

家畜田畑の被害 2

管理不良
咬傷の危険 2

臭気・蝿等 2

啼 き 声 7

脱 糞 5

そ の 他 13

合 計 234
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Ⅵ 東日本大震災等被災者支援

１ 概要

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及びそれに続いた東京電力福島第一

原子力発電所事故災害による県中地域の被災者に対して、被災市町村、保健医療福祉

関係団体、ボランティアなどと密接に連携、協力しながら、保健医療福祉に関わる各

種支援を実施しました。

２ 健康サポート事業

(1) 被災者健康支援活動連絡会

期 日 平成 24年 4月 20日 平成 25年 2月 20日

場 所 県中保健福祉事務所 県中保健福祉事務所

出席者 39 名（14 市町村、ふくしま心 29 名（9 市町村、ふくしま心の
のケアセンター、県庁障がい福 ケアセンター、相双保健福祉事

祉課、精神保健福祉センター、 務所、県中保健福祉事務所）

相双保健福祉事務所、県看護協

会、県中保健福祉事務所）

(2) 被災市町村等関係機関との打ち合わせ

5市町村（田村市、富岡町、川内村、双葉町、葛尾村） 延べ 26回
(3) 健康支援内容

仮設住宅や借り上げ住宅入居者の家庭訪問等による健康状況調査、仮設内集会

所やサポート拠点を活用した健康相談、健康教育、入居者同士の交流の場づくり

等の企画や運営を支援しました。また、特定健診の事後指導会や糖尿病予防教室、

骨粗鬆症予防教室等保健事業の実施を支援しました。

ア 仮設住宅入居者の健康支援

・健康サロン等における健康教育、調理実習 32回 340名
・個別の健康相談（栄養・歯科） 266件 362名
・健康状況調査等 116件 138名

イ 借り上げ住宅入居者の健康支援

・ひとやすみの会、絆カフェ等における健康教育 13回 59名
・個別の健康相談（栄養・歯科） 35件 44名
・健康状況調査等 167件 309名

ウ その他

・特定健診事後指導 23回 280名
・病態別健康教育、健康相談 3回 35名
・介護予防事業 7回 135名
・その他 19回 220名



- 103 -

（市町村別支援状況）

支援先市町村名 集 団 個 別

回 数 人 数 回 数 人 数

須賀川市 2 44 116 138
天栄村 12 133 0 0
相馬市 0 0 2 2
南相馬市 0 0 67 118
広野町 0 0 18 36
富岡町 28 216 48 61
川内村 7 127 108 118
大熊町 0 0 42 100
双葉町 19 162 0 0
浪江町 0 0 28 41
葛尾村 29 387 144 226
川俣町 0 0 11 13
合 計 97 1,069 584 853

３ 心のケア、心の健康推進事業

(1) 心のケアセンター県中方部センター運営に関する支援

① 定例の情報交換会、研修会や会議の企画運営に関する打ち合わせ等 １８回

② 支援者のための研修会

長期間ストレス状態にある支援者が心身の健康を維持し、活動が継続できるように、

こころのケアセンター県中方部センターと共催で研修会を開催しました。

開催月日 内 容 参加者数

平成 24年 7月 24日 会場：郡山市医療介護病院 １８

（火）15:30～ 17:00 (1)講演「働く人のためのストレスケア」
～健康に仕事をするためにできること～

防衛医科大学校 講師 重村淳 氏

(2)講演「からだとこころをほぐすリラクゼーション」
ふくしま心のケアセンター臨床心理士

平成 24年 12月 7日 会場：三春町保健センター ３６

（金）14:30～ 16:30 (1)講演「職員にとってのひとやすみ」
防衛医科大学校 講師 重村淳 氏

(2)講演「からだとこころをほぐすリラクゼーション」
ふくしま心のケアセンター臨床心理士

平成 25年 3月 1日 会場：郡山市医療介護病院 ２０

（金）14:00～ 16:00 (1)講演「復興支援者の意義：震災を前に考えておく
こと、支援を長く続けるための秘訣」

防衛医科大学校 講師 重村淳 氏

(2)グループミーティング
(3)実習「からだとこころをほぐすリラクゼーション」

ふくしま心のケアセンター臨床心理士
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(2) 被災市町村における処遇困難ケースへの相談、支援

緊急性の高いケースの受診援助や、他県に避難した精神障がい者の帰住に係る相

談、支援を行った。

また、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく申請、通報、届出に係

る個別支援を実施しました。

(3) 被災地を含めた精神保健担当者会議 １回

(4) 被災地を含めた自殺予防支援者研修会 １回

(5) 放射能不安に対する住民調査等に関する支援 平田村 ９回

４ 妊産婦、母子への健康支援

(1) 被災地妊産婦支援事業
東日本大震災により被災した妊産婦や乳児に対して､安心して出産、子育てがで

きるように、社団法人日本助産師会福島県支部に委託し訪問指導を実施しました。

訪問実施状況
（平成 24年度）

訪問件数（実） 訪問件数（延）

１７ ２８

(2) 被災地乳幼児と家族の心のケア事業
ア 親子ふれあい教室

子どもの心のケアにはその保護者の安定が欠かせない事から、親子への支援の

一つとして福島県臨床心理士会東日本大震災対策プロジェクトが実施した「親子

ふれあい教室」の運営に協力しました。

実施状況

(平成 24年度)
実施回数 参加者数（延） 会場

11回 ５１９ 県中保健福祉事務所大・小会議室

イ 避難母子の家庭訪問

当所管内に避難している母子について、住所地の市町村や保健福祉事務所から

連絡を受けて訪問指導を実施しました。

訪問実施状況

（平成 24年度）

訪問件数（実） 訪問件数（延）

７ １１

５ 高齢者への支援

東日本大震災により被災された高齢者の方々の、避難生活の長期化による心身機能の

低下や健康状態の悪化、孤立が懸念されることから、介護予防や地域交流の場の提供等

のサポートが必要になってきています。
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このため、県、市町村では、保健師や栄養士、歯科衛生士が仮設住宅や借り上げ住宅

等の高齢者に対し、集会場等を活用した健康相談、健康教育、交流づくりなどの支援を

実施しています。また、病院、施設の理学療法士、作業療法士等のリハビリ専門職や歯

科衛生士、健康運動普及サポーター等のボランティアの協力を得て、転倒予防や生活不

活発病予防のための運動教室、口腔機能向上のための支援が行われています。

当所では、平成２３年８月に施行された「東日本大震災における原子力発電所の事故

による災害に対処するための避難住民に係る事務処理の特例及び住所移転者に係る措置

に関する法律」（原発特例法）に基づき、平成２４年度には、東日本大震災により被災

し県中管内に避難している高齢者が、避難先において介護サービス及び介護予防事業等

を円滑に利用できるよう、管内の避難先市町村及び避難元市町村を対象に、情報交換会、

打ち合わせ及び研修などを実施するなどして支援しました。

＜平成２４年度実績＞

実 施 事 業 実 績 備 考

原発特例法に伴う地域支援 ３名参加 平成２４年５月１５日開催
事業の打ち合わせ

４６名参加 平成２４年６月１４日開催

仮設住宅における生活機能 ９名参加 平成２４年 ６月２６日開催
支援事業打ち合わせ

１２名参加 平成２４年１０月３１日開催

生活機能低下予防研修会 ・基本研修
２５名参加 郡山会場（平成２５年１月２９日）
１２名参加 三春会場（平成２５年２月 ５日）

・ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修
２２名参加 郡山会場（平成２５年２月２８日）
１６名参加 三春会場（平成２５年３月６日）

６ 緊急被ばくスクリーニング

所内にスクリーニング会場を設営し、放射能汚染に不安を抱える住民の方々の外部被

ばく検査を実施しました。

【実施状況】

実 施 者 数 １２名

要除染者数 ０名
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７ 飲料水及び食品の安全確保支援

(1) 飲料水の放射性物質モニタリング検査
東京電力(株)福島第一原子力発電所における放射性物質放出事故以降、放射性

物質の影響による水道水等の安全確保に万全を期すため、「福島県飲料水の放射性

物質モニタリング検査実施計画」に基づき、管内の水道水等の放射性物質検査を

実施しました。

飲料水の放射性物質モニタリング検査 （平成24年度）

区 分 検査検体数 検査結果

上水道・簡易水道 ２，２２５ 全て検出下限値未満

専 用 水 道 ８２ 全て検出下限値未満

給 水 施 設 １０８ 全て検出下限値未満

一般飲用井戸水 １，３８７ 全て検出下限値未満

合計 ３，８０２

※検出下限値は、セシウム 134と 137の合算値で２ Bq/kg
(2) 加工食品等の放射性物質検査

加工食品等の放射性物質検査では、703検体のうち出荷前の 1検体から食品衛
生法上の基準値超過が確認されたことから、加工者に対し出荷自粛を要請しまし

た。

検査検体数 703 左のうち基準値超過検体数 1

８ 動物愛護管理支援

福島第一原子力発電所の事故に伴い設定された、警戒区域内に取り残された犬、猫の

保護収容活動を延べ 4回実施しました。
また、被災ペットを収容する第 2 シェルターに延べ 9 回 11 名の職員を派遣し、被災

ペットの個体管理などの支援活動を実施しました。
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